
原子力人材育成関係者協議会

「原子力人材育成に関する国際対応作業会」報告書

―国際原子力人材育成に向けた取組―

平成22年 4月

社団法人　日本原子力産業協会



 －i－

概  要 

 

 産官学の関係者からなる原子力人材育成関係者協議会「原子力人材育成に関する国際対応作業

会」では、世界的な「原子力ルネッサンス」を迎えるにあたって必要となってくる、国際的に活

躍できる我が国の原子力人材育成、及びアジア諸国等から我が国への人材育成ニーズに対し、産

官学が一体となって連携協力し、効果的かつ効率的な対応を行うための戦略・方策の検討を行っ

てきた。本報告書は、この検討結果をまとめ、具体的な戦略・方策を提言として提示するもので

ある。 
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はじめに 

 

世界的な「原子力ルネッサンス」を迎える中、これを支える様々な分野の原子力人材の育成が

急務である。また、国際的な枠組みにおける原子力研究開発が進展しており、原子力研究者、技

術者の育成も重要である。さらに、原子力のエネルギー利用分野ばかりでなく、先端分野を含め、

医学、工業、農業などへの放射線利用も拡大している。 

我が国は、50 年以上にわたり原子力の平和利用を継続して実施してきた経験と実績を持ち、原

子力研究開発における世界の先導的役割を果たしている。これらの経験を生かし、原子力ルネサ

ンスに対応し、我が国原子力産業が自己の経験と安全なプラントシステムの提供者として国際展

開を実現し、原子力産業の国際競争力の維持・向上を図ることが重要である。また、国際原子力

機関(International Atomic Energy Agency (IAEA))など国際機関において我が国が貢献し、活用

することによりプレゼンスを示す観点からも、国際的に活躍できる我が国の原子力人材のニーズ

が増えてきており、それに向けた原子力人材の育成が急務となっている。 

アジア諸国等で新たに原子力発電を導入しようとする国の増大や放射線利用の拡大に伴い、ア

ジア諸国から我が国に対し、技術者、研究者、3S (Safety, Security, Safeguard)に関する人材

等の原子力人材育成に関する支援と協力の要請がこれまで以上に拡大している一方、フランス、

韓国などが原子力新規導入国に対する人材育成を含めたビジネス参入を強力に推し進めている。 

我が国の原子力分野の人材育成に係る様々な課題を検討するため、産官学の関係者が集まり、

平成 19 年度から「原子力人材育成関係者協議会（座長：服部拓也 日本原子力産業協会理事長、

以下「人材育成協議会」）」が開催されてきた。この中で、我が国の原子力界を取り巻く課題や将

来展望を踏まえ、認識を共有するとともに、ビジョンやロードマップをはじめとする原子力分野

の人材育成に関する課題について検討し、産官学の原子力人材育成の取組方針及び関係機関への

提言を平成 21 年(2009 年)4 月に報告した 1)。 

今般、こうした国際原子力人材に関する課題を検討することを目的として、原子力人材育成関

係者協議会では、「原子力人材育成に関する国際対応作業会」を設け、国際的に活躍できる我が国

の原子力人材育成、及びアジア諸国等から我が国への人材育成ニーズに対し、産官学が一体とな

って連携協力し、効果的かつ効率的な対応を行うための戦略・方策の検討を行ってきた。今回、

検討結果を提言としてまとめたので報告する。 

 

                                                 
1) 原子力人材育成関係者協議会報告書 原子力人材育成に向けた取組 平成 21 年 4 月 (社)日本原子力

産業協会 



 －2－

１．国際原子力人材についての背景及び目的 

 

１．１ 原子力ルネッサンスと世界の動向 

近年、エネルギー・セキュリティ、化石燃料価格の不安定化、地球環境問題を背景として、

中国、ロシア、インド、米国で原子力発電所の大規模な建設計画が進められるとともに、アジ

ア、アフリカ、南アメリカ等で新たに原子力発電導入の決定や検討中の国が 60 数ヶ国と、我

が国を含む原子力発電既導入国 31 ヶ国と比べ急増している。また、欧州でもチェルノブイリ

事故前後から「脱原子力」に向かっていた、英国、スウェーデン、イタリア、ベルギーが 2008

年から 2009 年にかけて相次いで原子力への復帰または新規の開発に方針を転換している。ド

イツも 2009 年 9 月の総選挙の結果を受けて、原子力からの撤退を見直す動きがある。軽水炉

ばかりでなく、中長期的には、第 4 世代原子力システムに関する国際フォーラム(GIF)、革新

的原子炉と核燃料サイクルに関する国際プロジェクト(INPRO)、国際熱核融合実験炉(ITER)計

画など国際的な枠組みにおける原子力研究開発が進展しており、これを支える原子力研究者、

技術者の育成も重要である。さらに、原子力のエネルギー利用分野ばかりでなく、平成 20 年

(2008 年)12 月に日本原子力研究開発機構と高エネルギー加速器研究機構が共同で供用を開始

した大強度陽子加速器施設(J-PARC)など先端分野を含め、医学、工業、農業などへの放射線利

用も拡大している。特に、アジア、アフリカ諸国の医学利用が急速に拡大している。 

また、先進国においては、原子力人材の高齢化、退職等による技術継承の困難、大学におけ

る原子力コア技術教育の希薄化、技術・理科離れによる若手の原子力界への参画の減少等の問

題が指摘されている。一方、上述のように、アジア諸国等で新たに原子力発電を導入しようと

する国の増大や放射線利用の拡大に伴い、これらの諸国・地域から我が国への原子力人材育成

に関する支援と協力の要請がこれまで以上に拡大している。特に、サウジアラビアなど中近東

産油国やカザフスタンやモンゴルなど資源大国からの原子力人材育成の要請が最近の動向の1

つである。我が国は、大学や研究機関等におけるアジア諸国等の原子力人材育成を通じ、海外

の原子力分野の人材育成への貢献を果たすとともに、我が国産業界の国際展開に向けて優秀な

外国人を我が国原子力界に採用することについても検討することが必要となっている。 

この点に関して海外を見渡せば、特にフランス、韓国が新規原子力発電導入国にターゲット

を絞った積極的な活動を展開しているのが目立つ。フランスは、ベトナムへの支援は従来から

実施していたが、2008 年 5 月にはフランス原子力・代替エネルギー庁(CEA)内に関係省庁を結

集したフランス国際原子力支援機構(AFNI)を設立し、中近東、アフリカ諸国等の原子力導入国

を対象として、法的枠組み、規制機関、危機管理、安全、セキュリティ、経済性、立地、パブ

リックアクセプタンス、人材育成などの支援を本格的に開始している。 

韓国は、同国の企業連合が初めて、2009 年末にアラブ首長国連邦の原子力発電所建設計画

を受注した実績をうけ、今後原子力産業を国の有望な輸出産業とするため、人材育成や機器の

国産化を含めた研究開発に大規模な投資を計画している。人材育成では、韓国原子力研究所

(KAERI)が中心となって 2007 年に世界原子力大学(World Nuclear University (WNU))を招致す

るとともに、2008 年には韓国原子力安全技術院(KINS)が IAEA と共同で世界原子力学校を開催

し、2009 年には韓国電力会社(KEPCO)が原子力大学院構想を発表するなど、アジア諸国を対象

とした人材育成支援を強力に打ち出している。 

一方、我が国においては、新規導入国からの要望に産官学が一体的に迅速に対応するため、
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平成 21 年(2009 年)に経済産業省主催による「国際原子力協力協議会」が設立され、また、原

子力委員会は「国際専門部会」を設置し、我が国が果たすべき役割や国際対応に関する基本的

考え方の検討を開始している。 

以上のようにこうした世界的な「原子力ルネッサンス」の幕開けに直面して、これを支える

様々な分野での原子力人材の育成が急務となっている。 

 

１．２ 原子力ルネッサンスと我が国の国際原子力人材育成  

上述のように、原子力ルネッサンスは、世界各国がエネルギー・セキュリティ問題に直面し

たことを契機とし、また地球環境問題への貢献という面からも世界的な潮流となっている。し

かしながら、これまでの原子力発電への逆風の中で原子力先進国でも 30 年以上にわたる原子

力発電所建設の停滞があり、十分な技術蓄積が無くなったため、上記の要請に応えられない国

が多いというのが現状である。これに対し、我が国は原子力発電への逆風の中でも開発・建設・

運転・保守を継続して技術の維持に努めた結果、現在、軽水型原子力発電所の開発・建設・運

転・保守の技術及び技術者を維持している数少ない国の 1つとなっている。こうした状況の中

で、世界各国の軽水型原子力発電所建設の要請に応えるものとして我が国への期待は少なくな

いと思われる。 

しかしながら我が国における原子力発電は、コンポーネントの輸出を除き、これまで基本的

には国内産業であったため、海外における原子力発電プラント建設に必要なプロジェクト管理

や設計・調達・建設に携わる国際人材を採用や業務の中での育成により、質・量共に急遽向上

させるのに苦労しているのが現実である。また、原子力ルネッサンスの中で我が国が他国に伍

してプレゼンスを示しさらにリードして行くには、国際的な機関（行政機関や研究機関・学会）

の中で活躍してイニシアチブを取ることも必要である。 

このような状況においては、我が国の産官学の原子力関係者が連携し、国際的に活躍ができ

る国際原子力人材の育成に努めることが急務となっている。また、アジア諸国等の原子力発電

導入を計画する国への原子力人材育成の支援も国益を考えながら戦略的に取組む必要がある。 

 

１．３ アジア諸国等の人材育成への協力の意義、基本的考え方 

(1) 従来の協力の意義、基本的考え方 

アジア諸国等に対する人材育成を含む原子力協力については、原子力委員会に設けられ

た開発途上国協力問題懇談会報告書（1984.9）、原子力国際協力専門部会報告書（1998.9）、

並びに原子力政策大綱(2005.10)等で検討され、我が国のアジア諸国等に対する原子力関係

の協力の意義・目的として、主に以下を挙げている。 

・ 世界の平和と安定に我が国が貢献 

・ 原子力先進国としての我が国の国際的責務 

・ 我が国の原子力開発利用の円滑進展に貢献 

・ 我が国の原子力産業の発展に寄与 

・ 各国の情報等は我が国の原子力開発利用に有益 

・ 国際依存度の高い国としての国際公共財の蓄積と貢献 

・ 安全性確保への貢献 

・ エネルギー安全保障及び環境問題への貢献 
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・ 知的基盤の形成及び経済社会基盤の向上への貢献 

・ 核不拡散体制の確立・強化に寄与 

我が国は、原子力発電分野及び放射線利用分野における原子力人材育成ニーズに対し、

文部科学省、経済産業省、外務省、産業界、大学、研究機関等が広範囲に支援を実施し、

これまで 24 年間に約 4,000 人の研修生を受け入れてきている。 

 

(2) 今後の協力の意義、基本的考え方 

我が国原子力産業界の国際発展へ向けた動き、フランス、韓国などのアジアの市場への

参入など、現下の原子力を巡る国内外の状況に鑑みて、アジア諸国等を対象とした人材育

成に関する今後の協力の意義、基本的考え方として、先ず、人材育成協力を通じ、我が国

産業界が自己の経験と安全なプラントシステムの提供者として国際展開を実現し、原子力

産業の国際競争力の維持・向上を図り、もってアジア諸国等のエネルギー安定供給、原子

力安全、環境保護に寄与することが最も重要である。 

我が国は唯一の被爆国であり、原子力先進国の中でも数少ない核兵器非保有国であるこ

とから、アジア地域における原子力分野の研究開発・人材育成や安全で信頼性の高い原子

力発電導入に向けた基盤整備とともに、核セキュリティ・保障措置に関連する技術支援や

人材育成を行い、この地域における核不拡散体制の確立・強化を積極的に推進していくこ

とは、原子力の平和利用の国際的な責務を果たすことにもつながる。 

我が国の原子力人材確保先として、従来の欧米諸国に加えて、中長期的には近隣アジア

諸国・地域からの優秀な人材も候補に入れる視点も必要であり、産官学でそのための体制

整備が求められる。 

主として近隣アジア諸国・地域を対象とするのは、将来の成長可能性、距離や時差の点

で我が国にとって地の利が良いこと、文化面での理解し易さなど、我が国にとってのアド

バンテージの存在が挙げられる。原子力関連の共通の課題、ニーズで協力関係を深めなが

ら、我が国の属するアジア経済、文化圏での一体感の醸成、地域連携の強化が将来的に望

まれよう。我が国の特質として、謙遜、勤勉、誠実、進取、滅私奉公、組織的取組、安全

文化などの習慣や文化的な面も伝える観点もこの中に含まれよう。 

 

 

２．原子力の国際展開等を踏まえた現状認識と課題 

 

２．１ 産業界での国際原子力人材の現状と課題 

(1) 原子炉メーカーの国際展開の現状 

我が国の原子炉メーカーは、世界的な原子力ルネッサンスの潮流の中で、フランス、ロ

シアのように、ウラン資源から、再処理までを含んでの一国一企業体で垂直統合を国策と

して目指す国とは方向を異にして、ここ数年で国際的な再編と企業間提携を進めてきてお

り、世界の原子炉メーカーの中で中心的プレーヤの一角を形成している。 

・東芝；米国 WH 社の買収 

・日立；米国 GE 社と原子力分野の合弁会社設立 
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・三菱重工；仏 AREVA 社と中型炉共同開発、燃料加工分野で提携 

これら原子炉メーカーは、欧米やアジア各国等が計画する新規原子力プラント建設の受

注合戦を繰り返しており、一部のメーカーは米国でのプラント建設の準備を進めている。

この国際展開においては、プラント建設が短期間で相当数計画され、かつ世界各国に広く

分布すること、かつ原子力技術の成熟度の相違から、それぞれに対応した広い範囲の技術

者の不足と国際化に向けての問題を抱えている。  

 

(2) 電気事業者の国際展開の現状 

電気事業者においては、原子力事業の国際展開は数少ない状況であるが、一部の事業者

において、我が国の原子力発電プラントの建設・運転経験を基に、米国の新規プラント建

設に係るコンサルティングを実施している。コンサルティングにおいては、初めての海外

での原子力プラント建設に係るコンサルティングであることなどから一定の苦労を伴って

いる。 

一方、新規導入国であるベトナムにおいて、2009 年 11 月、原子力発電所建設に向けた事

前の事業化調査（プレ・フィージビリティ・スタディ(FS)）結果 2)が国会で承認され、同国

初の原子力発電所建設に向けて大きく動き出した。今後の FS 受注に向けて、電気事業者は

対応主体を決めて FS 準備の協力を行っている。 

いずれにしても、今後の国際展開を考えた場合、展開する事業に対し戦略をもって、体

制や人材等を整えておくことが必要である。 

 

(3) 原子力産業界の国際展開での課題 

以上の国際展開の状況を踏まえ、我が国の原子力産業界の国際展開での課題について俯

瞰的に整理してみると、以下のようにまとめることができる。 

原子力発電所の国際展開においては、既に原子力発電所を多数有する国（原子力先進国）

と今後導入を計画している国(原子力導入国)に分けて考えると分かりやすい。 

原子力先進国における展開では、法的な枠組み、安全審査・評価、規格基準等が既に確

立していることから、我が国の軽水炉技術を先進国の枠組みに適合させることが必須とな

る。したがってこのアクテビティは主としてメーカーが担うことになる。 

一方、原子力導入国では法的な枠組み、安全審査・評価基準、規格基準などの導入・確

立から、軽水炉技術及び軽水炉そのものの導入、許認可、運転、さらには人材育成を一連

のパッケージとして提供していくことが必須となる。法的な枠組み、安全審査・評価基準

の提供・確立では官の果たす役割が大きく、それらの背景となる思想の移転、法律や安全

審査基準の制定支援が必須である。 

先進国でも必要になる可能性も強い発電所建設のコンサルテーションをはじめとして、

導入国向けには FS の作成、サイト選定、発電所立地点での公衆の受容性向上や、建設後の

運転・保守の面では電気事業者の役割が大きく、我が国での経験の移転が必須である。軽

水炉技術及び発電所そのものの導入では、機器製造に必須な工業規格の導入を含めてメー

                                                 
2) 2001 年、ベトナムからの要請を受けて日本の産業界（（社）日本原子力産業協会、メーカー、電力）

がプレ・フィージビリティ・スタディ（プレ FS）を実施。プレ FS は同国内でレビューされ、国会で承

認された。 
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カーの役割が大きい。 

 

(4) 産官学が連携した国際展開と国際人材育成の必要性 

さらには原子力への理解度向上、裾野の広がりの拡充には上記の各々の分野での人材育

成はもとより、大学・高等専門学校等の原子力工学教育の拡充や研究活動支援が必須であ

る。それには我が国のアカデミアの協力も見逃せない。我が国の経験では、大学原子力工

学の拡充に対して産業界の技術者の拡充は 10 年から 15 年のタイムラグがあるので、大学

への支援は喫緊の課題ともいえる。 

ともすると先進国の例で、導入国向けでもメーカー主体と考えられがちであるが、上述

のように導入国への原子力発電所の移転では総合技術の移転となるので、産官学が連携し

た国際展開が必要になる。 

我が国は 50 年間継続してきた軽水炉開発・建設の歴史があるとはいいながら、国内が主

たる商圏であったため、先進国向け、導入国向けともにそれらの国々で活躍できる人材が

不足している。 

原子力人材育成関係者協議会の定量分析ワーキンググループの報告によると、国内の人

材は今まで通りの供給で今後の原子力産業を維持することが可能であるが、海外展開に必

要な人材は不足するというマクロ的な分析を報告している。 

 

２．２ 大学、研究機関での国際原子力人材育成の現状と課題 

(1) 大学教育での国際原子力人材育成の現状 

国際人材にとって不可欠な語学力習得は若い学生時代からの鍛錬が重要であることはい

うまでもない。かつては経済的に余裕のある一部の学生しか留学などで外国語を学ぶこと

ができなかったが、IT 技術の進展によりインターネット等で外国語に触れることが格段に

容易になっている。今では経済力に関係なく、本人の意欲如何で語学力習得は可能になっ

ており、もはや外国に留学しなければ語学の習得や国際人材の育成ができないという時代

ではなく、語学習得や国際人材としてインセンティブをいかにして与えるかが現在での重

要な課題である。 

大学院レベルでは、日本人教員が英語で専門科目の授業を行い、英文の教材を使用する

などの取組みがなされているところでもある。また、数ヶ月間の海外での経験を卒業の条

件に課すなどの取組みを行っている大学もあるが、これらの国際展開を視野に入れた活動

はまだ一部にとどまっている。また、日本人が積極的に外国の大学に留学するという傾向

はあまり見られない。ひとつには、企業への就職には海外の大学よりも国内の大学からの

方が有利であるという現状がある。これは、外国の大学の卒業生に対する日本の企業の処

遇の問題とも関連する。欧米の大学でのアジアからの留学生の中でも日本人は少数派であ

る。 

欧州では、ヨーロッパ原子力教育ネットワーク機構(European Nuclear Education Network 

(ENEN))が、欧州内での大学等の研究施設の共同利用、学生、教員の流動化を進めて欧州一

体となって原子力教育の再構築を図っているところである。国際原子力人材育成における

大学の役割は重要であり、国内でも、既存の国際的なネットワークと各国の原子力関連研

究機関や大学をネットワーク化しようという試みも構想されているが、国内ではこのよう
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な国際的なネットワーク作りの取組みはまだ小規模かつ限定的である。 

学生を対象とした国際的な人材育成の一例としては、(社)日本原子力学会が、毎年数名

の学生を米国アルゴンヌ国立研究所、または米国、欧州の大学、研究所に 10 週間程度派遣

する「原子力学生国際交流」制度 3)を実施している。(社)日本原子力産業協会の原子力シス

テム研究懇話会では、「原子力国際人材育成の必要性と戦略」を平成 21 年(2009 年)10 月に

刊行しており、その中でいくつかの大学での国際的な取組みが紹介されている。参考資料

b)にそれらの取組みをまとめたものを示す。その中で、東京大学と東京工業大学がそれぞ

れの IAEA へのインターンシップ制度を利用して大学院生を派遣するプログラムを行ってい

る。東京工業大学では、平成 15 年度(2003 年度)から平成 21 年度(2009 年度)の間に、IAEA

に博士課程学生 9名、修士課程学生 6名、合計 15 名を派遣している。これらは、後述する

国際機関等で働く国際人材の育成のひとつの事例となるものであろう。 

原子力分野に多くの人材を供給している高等専門学校でも国際的に活躍できる基盤的の

技術者の育成として英語教育の充実が図られている。また、原子力には特定しないものの

近隣アジア諸国からの留学生受入や協定締結など国際的な取組みも見られるところである。 

 

(2) 研究者としての国際原子力人材育成の現状 

大学、研究機関の研究者が、英文で論文を執筆し、国際会議において英語で発表や討論

することは当然のこととして、必然的にそれに備えた人材の確保がなされてきているとこ

ろである。前述のとおり、我が国では大学教育レベルでの国際化が一層求められているの

が現状であるが、国際性への対応は大学教育よりも、研究機関に就職後に研修や OJT など

によってなされてきているという現状である。学生を採用する側の研究機関でも、採用時

点での国際対応能力については採用時の判断材料とは必ずしもしておらず、採用後の向上

を期待している。原子力関連研究機関においては、国際人材を念頭に置いた人材育成プロ

グラムを特に設けているわけではないが、原子力留学制度等を活用し、将来の幹部候補と

される研究者は、1年程度海外留学経験を有するものが多く、主要な人材については国際的

な経験はすでにある程度積まれているところである。経済協力開発機構(OECD)の各種国際

プロジェクトには我が国が主要参加国として積極的な寄与が期待されているものも多い。

また、ITER, J-PARC といった国際性が要求されるプロジェクトも緒についたところであり、

否応なしに国際的に活躍のできる人材が求められている。かつてのように海外渡航が貴重

であった時代とは異なり、海外の国際会議にも比較的安価に参加できるようになっている

ので、大学、研究機関の国際化へのバリアはかなり低くなってきているところであるが、

国際会議に複数回参加も可能とするなどして海外渡航機会を十分に確保することが、研究

者の国際性を高めるうえで重要であり、また、我が国の研究開発力の国際プレゼンスを高

めるためにも重要である。さらに、国内で開催される国際会議には日本の研究者も多く参

加できるとともに、会議事務局業務によって得る体験も国際人材の育成の機会としても貴

重である。したがって、国際化への取組みをこれまで以上に拡充させていくことが必要で

ある。 

 

                                                 
3) http://wwwsoc.nii.ac.jp/aesj/gakuseikouryu/index.html 
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(3) 核不拡散・保障措置・核セキュリティ分野の国際原子力人材育成の現状 

核不拡散・保障措置・核セキュリティの分野は、原子力研究開発に必然的に付随する不

可欠の分野ではあるものの、これまで必要最小限の人員で運営されてきたのが実態である

ために、若手人材の育成が遅れているという課題がある。それに対して、国内ではこの分

野の人材育成としていつくかの取組みがなされてきているところである。 

日本原子力研究開発機構（原子力機構）では、核不拡散に関する技術開発と政策研究、

核不拡散関連の業務を実施してきているが、それを実際に担う人材に対しては、研究開発

現場での核不拡散関連業務による OJT、大学院への国内留学、IAEA や国内行政機関への出

向などの一連のキャリアパスを計画的に経験させることで人材育成を図っているところで

ある。 

また、参考資料 b)にもあるように東京大学大学院原子力国際専攻では、原子力機構等と

の連携により、国際原子力政策、国際原子力プロジェクト、国際保障措置などのシリーズ

講座を実施する国際保障学講座の開設や国内機関及び国際機関へのインターン派遣により、

核不拡散の技術・政策の両面に精通した人材育成に乗り出したところである。 

 

２．３ 国際機関への期待の高まりと我が国の貢献 

(1) 国際機関の役割への期待の高まり 

国際機関の役割について、平成 20 年(2008 年)11 月の外務省国際機関人事センターの資料

（「国際公務員への道」）では次のように述べられている。 

「世界各地でテロや紛争が頻発するなど、国際社会は今、政治・安全保障体制を脅かす諸

課題への対応を迫られています。また、グローバル化が急速に進展する中で、環境破壊、人

権侵害、貧困、感染症等、地球規模の諸問題への対応がますます重要になっています。こう

した中にあって、国際機関の果たすべき役割はさらに重く、国際機関で働く国際公務員の任

務と責任も重大なものとなってきています。」 

原子力の平和利用も例外ではなく、原子力発電の導入に関心を持つ国が増え、開発途上国

を含む多くの国々における原子力発電の安全運転と核不拡散を実現するため国際社会は対

応を迫られるとともに、IAEA の果たすべき役割が重くなっている。国際社会から IAEA の役

割に対する期待も高まっている。 

 

(2) IAEA の現状と我が国の貢献 

 2009 年 9 月の第 53 回 IAEA 総会資料によれば、IAEA 加盟国は 146 ヶ国で、そのうち、原

子力発電国は 30 ヶ国、計画中の国は 7 ヶ国（日本原子力産業協会 世界の原子力発電開発

の動向 2009 より。台湾を除く）である。 

つまり、原子力発電所を運転中か計画中の国は IAEA 全加盟国の 4 分の 1 にすぎず、残り

の 4分の 3は、原子力発電所をまだ持たず、導入を検討中の国はあるが、明確な原子力発電

所建設計画も持たない。原子力発電所の安全運転と核不拡散の担保は原子力発電国の責任で

あり、これについて原子力発電所を持たない多くの国々の厳しい監視の目があることを認識

すべきである。 

同じ IAEA 総会資料によれば、IAEA への我が国の拠出額は 4,400 万ユーロで各国拠出額全

体 27,000 万ユーロの約 16％を占め、米国に次いで 2 番目に多い。2008 年末の国別拠出額
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の一部抜粋を表 2.3-1 に示す。これに対し、日本人の正規職員数（IAEA から給与を得る職

員）は 24 人で、全正規職員 782 人の約 3％にすぎない。 

国連事務局は職員採用のガイドラインとして、各国毎に拠出金分担率、人口等を基礎と

して各国別の望ましい職員数を算出している(表 2.3-2)。「国連事務局における望ましい職

員数」によれば、我が国の拠出金分担率は 16％、職員数比率は 4％である。この数につい

て、国連は、「望ましい職員数の範囲の下限を下回っている」と指摘している。また、国連

の 2008 年 9 月の資料（A/63/310）では、「深刻にまたはかなり深刻に職員数の少ない国

（considered to be seriously or very seriously underrepresented）」として 4 ヶ国列

挙し、そのうち、日本人の職員数の少なさは一番顕著としている（他の 3 国は、韓国、サ

ウジアラビア、メキシコ）。 

IAEA における我が国の分担率と職員数は、国連事務局におけるのと同レベルであること

から、IAEA の職員数についても「望ましい職員数の範囲内」に達しているとはいえない。 

 IAEA と我が国との関係については、IAEA で働く日本人職員が少ないことのほかに、IAEA

原子力発電部長(D ポスト)を経験された尾本彰氏の次のような新鮮な指摘があり 4))、これに

ついて関係者の注意を喚起したい。 

「より重要なのは、外部専門家として IAEA の様々な舞台で活躍する専門家の少ないこと

である。」、「母体の機関に身を置きながら、IAEA に貢献する実に様々な機会がある。専門家

会合に出席、IAEA ミッションにメンバーとして参加、Special Service Agreement のもとに

論文作成、技術図書レビューなどで、IAEA の活動はこうした外部専門家による貢献の上に成

り立っている。このように様々な IAEA への貢献あるいは活用の機会があるのに（日本では）

その機会が十分知られていないし、活用されていない。IAEA 職員数が少ない問題は、この外

部専門家としての貢献や活動が少ないことと相似だと思う。」 

IAEA は、2010 年 2 月に我が国の耐震指針の内容を取り入れた新耐震基準を採用する。耐

震基準の改定作業には我が国から専門家が参加し、柏崎刈羽原子力発電所の経験を盛り込む

こととなった。我が国の耐震設計の手法が世界標準になれば、日本企業の海外事業の受注に

有利になることも考えられる。これは、我が国として IAEA への顕著な貢献であると同時に、

IAEA 活用の良好事例である。このような例が増えていけば、国際機関における日本の見え方

が変わってくるものと期待される。 

 

                                                 
4) ) 尾本彰,「IAEA で活躍する原子力専門家を増やす」, 原子力 eye, 56[2], 12 (2010). 
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表 2.3-１ IAEA 国別拠出額 

職員一人当た
りの拠出額

千ユーロ 割合(%) 人 割合(%) 順位 千ユーロ

1 米国 70,283 26 91 12 1 772
2 日本 44,179 16 24 3 7 1,841
3 ドイツ 22,980 8 27 3 5 851
4 英国 17,830 7 49 6 2 364
5 フランス 16,880 6 47 6 3 359
6 イタリア 13,609 5 25 3 6 544
7 カナダ 7,979 3 22 3 10 363
8 スペイン 7,881 3 18 2 12 438
9 中国 5,618 2 15 2 14 375
10 オランダ 5,028 2 6 0 16位以下 838
11 韓国 4,977 2 23 3 9 216
12 メキシコ 4,837 2 9 2 16位以下 537
13 オーストラリア 4,789 2 21 3 11 228
14 スイス 3,264 1 2 0 16位以下 1,632
15 ロシア 3,216 1 29 4 4 111

～146 他の131ヵ国
合計 270,511 100 782 100

拠出額順 国名
拠出額 職員数

 
 
 

表 2.3-2 国連事務局における望ましい職員数（抜粋）（2008 年 6 月 30 日現在） 

順位 国名 職員数 望ましい職員数の範囲 判定 比率 分担率 

1 米国 341 330～447 ○ 12.2 22

2 ドイツ 168 131～178 ○ 6 8

3 フランス 126 98～133 ○ 4.5 6

4 イタリア 124 80～109 ◎ 4.4 5

5 日本 113 249～337 × 4.0 16

6 英国 104 103～139 ○ 3.7 6

7 ロシア 79 25～35 ◎ 2.8 1

8 中国 79 70～95 ○ 2.8 2

      

17 韓国 32 38～51 △ 1.1 2

（注）判定 ◎望ましい職員数の範囲の上限を上回っている。 

○ 〃 の範囲内。 

△ 〃 の範囲の下限を下回っている。 

× 〃 の範囲の下限を大きく下回っている。 

出典：国連資料（A/63/310） 
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(3) IAEA で働く日本人職員数 

 2009 年 9 月の第 53 回 IAEA 総会資料によれば、IAEA の専門職以上の国別職員数は多い順

に、米国（91 人）、英国（49）、フランス（47）、ロシア（29）、ドイツ（27）、イタリア

（25）。日本はそれに次ぐ 7番目、24 人である。他方、国別原子力発電規模は、大きい順に、

米国、フランス、日本、ロシア、ドイツと続くので、IAEA 職員数と原子力発電規模にある程

度相関があるといえる。この点から、日本は、自国の原子力発電規模の大きさに相応するよ

う 45 人程度まで職員数を増加させることが、国際機関の性質と世界の原子力開発動向から

みて望ましいと考えられる。 

表 2.3-3 は、国別職員数、職員のレベル区分、それぞれのレベルの配置職員数を示してい

る。表中の P（Professional）は専門職レベル、D（Director）は管理職レベル。Dレベルの

上には、事務次長補（ASG: Assistant Secretary General）や事務次長（USG：Under Secretary 

General）のポストがある。P レベルや D レベルは国際的に空席公募される。P は、P-5（シ

ニアオフィサー）から P-1（アシスタントオフィサー）まで 5 つのグレードに分かれている

（前出の外務省資料）。IAEA 総会で公表されるのは、IAEA から給与を支給される正規職員

（Regular Staff）の数である。正規職員のほかに、派遣元が給与を負担するコストフリー

とよばれる人々、短期コンサルタント、インターンシップ学生なども働いている。2009 年 9

月時点で、日本人正規職員は 24 人、その他は 27 人で、合計 51 人。その他職員数が正規職

員数と同程度か若干多い傾向は、例年横ばいである。他の国においても同様の傾向がみられ

る。また、専門職レベル以上の職員のほかに、技術協力専門家（一定期間途上国に派遣）、

一般職職員（一般事務職員）がある。 

IAEA ホームページによれば、専門職(P)レベルのうち、P-4～P-5 は指導的・管理的立場

で、戦略の実施、予算の管理に直接参画する。P3 はプログラムの企画実施にあたる中堅。

P-1～P-2 はプログラム実施に加わる若手である。 

表 2.3-3 には、10 名以上配置されたポストを色で示した。日本人の配置が一番多いのは

P-3 で、P-4 以上の指導的・管理的立場にあるポストに分布が薄い。米国、英国、フランス、

ロシア、ドイツに比べて P-4 以上のポストに配置が少ないため、IAEA の戦略実施、予算管

理に直接関与できるチャンスが少ない。このため、国際政治の中でパワーバランスが劣り、

プレゼンスが希薄になると考えられる。注意すべきことは、我が国と同数程度の職員数を

擁するオーストリア、韓国、カナダでも、指導的、管理的ポストである P-4 に 10 名以上配

置があり、我が国よりプレゼンスを発揮しやすいと考えられることである。また、IAEA 各

部局のユニットやセクションのなかでチーフ（長）のポストにある日本人職員数は、現在 1

人だけである。P-5 レベルであってもチーフでない人もいる。戦略実施、予算管理に関与で

きる、上級の枢要ポストにもっと多くの適任者を送るよう、日本国内の仕組み作りが必要

である。 

なお、日本人正規職員 24 人の主な派遣元は、政府機関、研究機関であり、電力会社やメ

ーカーなど産業界からの派遣はまれである。これには、電力会社、メーカーなど産業界か

ら IAEA に職員を派遣することにメリットを見出しにくい現状があると考えられる。 



 －12－

(4) 国際機関への貢献と活用 

我が国は、広島・長崎の悲惨な経験を乗り越えて原子力平和利用を推進してきた。また、

ここ数十年原子力発電と核燃料サイクル技術開発を絶やさず進めてきた。これまでに蓄積

し醸成してきた原子力平和利用技術と原子力安全文化を国際社会と共有することは、原子

力先進国日本の責務である。このほど我が国は、核の番人として国際社会の期待が増して

いる IAEA 事務局長のポストを獲得したが、原子力平和利用を長年続け、3S 政策を掲げて技

術開発を進めている我が国が担うに相応しいポストといえる。今こそ IAEA 事務局の日本人

職員数の増加と上位ポスト獲得を図る好機である。 

原子力に関連した国際的な機関としては、IAEA, OECD/NEA, 世界原子力協会(World 

Nuclear Association(WNA)), ITER 機構などがある。これらの国際機関での我が国の発言力

を高め、原子力エネルギーの世界的な規模での我が国の貢献、主導権の確保のためにも、

国際機関に日本人職員を多く派遣し、主要なポストを獲得することが重要であるが、国際

機関での日本人正規職員数を増やすことは、国際基準の策定や多国間設計評価プログラム

(Multinational Design Evaluation Program (MDEP))等での標準化に向けた国際的な活動

での我が国の主導権を確保することに加えて、国際的な人的ネットワークをもった国際的

に活躍できる人材を育成する効果的な OJT の機会を増やすという側面もあり、国益にも十

分かなうものである。これら国際機関に派遣される日本人の多くは国内の官庁、公的研究

機関の出身者が多いが、キャリアパスの一過程として数ヶ月から 2～3年程度の比較的短期

の滞在が多い。数年を越えるような長期の滞在は、帰国後の処遇やキャリア形成上のメリ

ットが明確でないなどの理由から敬遠される傾向がある。国際機関からしか俸給が得られ

ない場合には日本にいるときに比べて収入が減少することがあること、また、研究者の場

合では、滞在期間中は研究活動が中断されるという不利益も見逃せない。一方で、国際機

関の主要なポストで活躍している少数の日本人は、各個人の意欲、努力、資質、能力に負

うところが大きく、必ずしも国策として戦略的にそれを進めた帰結とはいえない。国際機

関職員というキャリアに対する国内の考え方は必ずしも肯定的でないとするなら、それを

転換させる諸制度の改革が期待される。さらには、前述のように IAEA に蓄積されている多

くの技術分野での活動成果が利用可能になっているにもかかわらず、国内での認知度が低

く活用の程度が低いという指摘もある。国際機関そのものを積極的に「活用」していくと

いう視点への転換も重要である。 
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２．４ 国際協力の連携を強化するための取組について 

世界が「原子力ルネッサンス」の時代を迎え原子力が再評価される中、我が国は原子力分

野で世界に大いに貢献する機会を与えられ、また世界からも大きな期待を寄せられている。 

このような期待に応えるべく、我が国では様々な検討が行われている。 

 

(1)「原子力基盤強化作業部会」（文部科学省） 

文部科学省は、基幹電源として原子力利用を維持し、核燃料サイクルを確立して高速増

殖炉の実用化を図るためには、原子力基盤の維持・強化が必要との認識に立ち、科学技術・

学術審議会研究計画・評価分科会原子力分野の研究開発に関する委員会の下に、原子力基

盤強化作業部会を設置した。作業部会は、平成 21 年（2009 年）4 月～7 月に議論を行い、

同年 8月中間整理をまとめ、「人材育成」、「研究インフラ」、「技術移転・産業化」、「原子力

機構の基盤的機能」の 4 項目を具体的取組みとして掲げた。そのうち、原子力人材育成に

関する具体的取組みの指摘は次のとおりである。 

＜早急に対応すべき事項＞ 

 初等中等教育段階における原子力教育の強化 

 大学レベルの原子力人材育成支援策の強化 

 若手研究者への支援の拡充 

 立地地域における原子力人材育成活動の強化 

＜中期的に検討を要する課題＞ 

 原子力機構と大学間の抜本的な連携 

 退職者人材の戦略的な有効活用 

また、「国際対応機能の強化」を｢原子力機構の基盤的機能｣の 1 つとして指摘している。 

 

(2)「国際戦略検討小委員会」（経済産業省） 

経済産業省総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会では、加速する国際的

な変化に柔軟に対応し、「原子力立国計画」に定められた国際面における方針に沿った具体

的取り組みを戦略的に強化、実行していく必要性を認識し、「国際戦略検討小委員会」を設

置した。 

本委員会では、国際動向の分析及び我が国の今後の国際対応のあり方に関する検討を集

中的に行い、平成 21 年(2009 年)6 月報告書を取りまとめ、主な課題に対する基本戦略を示

している。以下基本戦略のうち人材育成に何らかの関連のあるものを示す。 

 国は、ウラン燃料確保に向けた取組みを積極的に支援すること。 

 原子力新規導入国に対する基盤整備支援を効果的かつ効率的に行うために、国の

リーダーシップのもと官民協議会を立ち上げ、情報交換、意見交換、基本戦略の

共有を図ること。基盤整備支援の中核となる支援機関を創設すること。 

 原子炉メーカーは、海外の良質な現場人材の確保及び効率的管理を自らの経営の

問題として、計画的に対応を進めていくこと。また、国も現場人材の育成を支援

すること。 

 原子力発電の新規導入国等の安全確保を実現するため、建設・運転、保守等のノ

ウハウを有する電気事業者にも、国際的な対応が期待される。また、技術力と人
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材を維持・強化するために国際展開が重要なことは、メーカー、電気事業者に共

通である。 

 大学、研究機関、産業界のリソースを総合的に活用し、アジアの原子力人材育成

ネットワークの結節点を目指すこと。 

 国内のシニア人材を積極的に活用する具体的な仕組みを、産学官が協働して構築

していくこと。 

 IAEA との連携の仕組みを検討し、世界的に通用する人材育成プログラム等を提供

していくこと。 

 

(3)「国際原子力協力協議会」（経済産業省） 

経済産業省では、原子力発電の新規導入や拡大を検討する多くの国から、制度整備や人

材育成など基盤整備に対する支援をはじめ、原子力発電に関する国際協力について、我が

国に高い期待が寄せられていることを受け、「国際原子力協力協議会」を設立し、関係府省

や関係機関の役割分担を確認し、より効果的・効率的な推進体制を構築し、情報の共有、

連携を図ることにより、我が国の協力のあり方を検討するとしている。 

本協議会には、内閣府、外務省、文部科学省、経済産業省をはじめ、12 の関係機関が参

加し、上記検討を横断的に行っていくこととしている。 

 

(4)「国際専門部会」（原子力委員会） 

原子力委員会では「国際社会においては、新規導入国における原子力に係る技術的社会

基盤の整備拡充や人材育成への協力、核不拡散、原子力安全、核セキュリティの強化等、

原子力平和利用推進のための取組が行われており、原子力平和利用を積極的に進めてきて

いる我が国は、これに積極的に対応していくべき」とし、「国際専門部会」を設置し、我が

国が果たすべき役割や国際対応についての基本的考え方の検討を行っている。平成 21 年

（2009 年）12 月、主な意見が出揃ったため中間取りまとめを行い、政策提言そのものでは

ないが、今後の具体的政策策定の参考とし、速やかに原子力に係る国際対応のあり方を定

め、具現化するよう提言している。具現化にあたっては、国全体の対外戦略の中に的確に

位置付けられることにより、はじめて有効に機能し得ることも合わせて指摘している。以

下中間取りまとめのうち人材育成に何らかの関連のあるものの要点を示す。 

 原子力の新規導入国に対する人材育成、規制体制作り等の支援を効率的かつ強力

に推進していくこと。このための IAEA の支援も継続して行うこと。 

 原子力の既存技術の国際的な優位性を維持、強化していくこと。 

 原子力の平和利用を構成する多様な分野において高い専門能力を備えた人材を継

続して育成していくこと。 

 エネルギー利用、環境、経済、政治等を含む関連分野を横断的に連携させ総合的

に判断して原子力平和利用のための任務を遂行する能力をもった人材を養成する

システムの整備について検討していくこと。 

 我が国の原子力政策について、国際社会で適切に主張し発信できる人材を、政官

民それぞれで育成すること。このため、IAEA 等国際機関での活躍を評価し、キャ

リアパスとして位置づけるシステムを作ること。 
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 IAEA に技術・体制・人材等の面で応分の負担をし、IAEA の活動を継続的に支援す

ること。またそれにより、我が国の経験の効果的な活用を図ること。 

 

(5)「一般財団法人 原子力国際協力センター」 

新規に原子力発電の導入を計画している発展途上国は、法整備などの基盤整備や人材育

成など様々な協力を我が国に要請してきているが、そのような要請にはこれまで、我が国

の関係各機関が個別に対応しており、途上国からすると非常に判りにくい状況であった。 

このような要請にワンストップサービスで的確に応えるため、「一般財団法人 原子力国

際協力センター」が設立され、政府・産業界・学会が緊密に連携し、一体となって一元的

に協力する体制とした。 

 

以上のように、原子力分野において世界に対し我が国が果たすべき役割等が、様々な場で

横断的に検討が行われており、今後の国際社会での我が国の貢献が期待されるところである。  

また、特に原子力導入を計画する国等に対する協力については、国内各機関の一元的な協

調体制が整い、各国からも今後の成果について期待されている。 

 

２．５ アジア諸国等の人材育成への我が国の支援・協力の現況と課題 

(1) アジア諸国の原子力発電導入の状況 

アジア諸国の原子力発電未実施国では、東南アジアでは、ベトナムは政府が原子力発電

導入を正式決定するとともに、インドネシアも原子力発電導入をほぼ決定の見通しである。

この 2 国にやや遅れてタイ、フィリピン、バングラデシュ、続いてマレーシアが原子力発

電導入を検討中である。特に、マレーシアは、インドネシア同様産油国でありながら、自

国産石油の先細りと電力需要の急激な伸びに対応して、原子力発電計画に積極的に取組み

つつある。東アジアではモンゴル、中央アジアではカザフスタンが原子力発電導入を検討

中である。西アジアでも、韓国が原子力発電の受注に成功したアラブ首長国連邦以外でも、

サウジアラビア、シリアなどの産油国が、自国産石油の長期的な確保と海水淡水化も視野

に入れた、原子力発電の導入を検討中である。 

 

(2) 我が国の近隣アジア諸国の原子力人材育成への支援の状況 

参考資料 d)に見るように、我が国は中国や韓国も含む近隣アジア諸国に対し、原子力発

電分野及び放射線利用分野における人材育成ニーズにこれまで 20数年にわたり応えている。

例えば昭和 60 年(1985 年)に旧科学技術庁が開始した原子力研究交流制度では、国内の原子

力研究機関や大学が近隣アジア諸国の研究者・技術者を受入れ、また、平成 4 年(1992 年)

に旧通商産業省が開始した「千人研修」では、我が国産業界が研修生を受け入れるなど、

文部科学省、経済産業省、外務省、産業界、大学、研究機関等が広範囲に支援を実施して

きた。これまでに、研修生だけで約 4,000 名を我が国に受け入れている。この中には、参

考資料 e)に見るように、原子力研究交流制度だけでも、我が国が数ヶ月～1 年で受け入れ

た研究者・技術者のうち、60 名を越える招へい者が当該国で、原子力委員会委員長や委員、

研究所所長、副所長、部長、大学の学部長、副学部長などの要職に現在就いていることが

分かる。 
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核不拡散関連の近隣アジア諸国を対象とした人材育成の支援としては、文部科学省から

の委託により原子力機構が IAEA 等との協力により保障措置トレーニングコースを開催して

おり、アジア地域の人材育成に貢献しているところである。 

また、近隣アジア諸国への支援・協力は、これらの国に資金負担を求めないような支援・

協力のあり方がこれまで一般的であったが、最近では支援・協力対象国以外の国が日本国

内の既存の研修に自費参加したり、あるいは資金提供による研修コースの新設を求める動

きも見られ、支援・協力に係る資金の拠出方法も多様化している。 

 

(3) 我が国の支援状況の過不足、重複の検討と整理 

以上の我が国の近隣アジア諸国の原子力人材育成の支援実施状況を検討した結果、以下、

今後解決ないし整理すべき課題等が見出されている。 

 「人的ネットワーク」：前節に見たように、我が国が招請した数多くの研修生が今や

近隣アジア諸国の原子力界のトップに就いているが、名簿の未整備やフォローアップ

が不十分なため、我が国へのこうした潜在的かつ有力な応援団ともいえる人的なネッ

トワークが構築されていない。 

 「支援の効果」：質量共に膨大な支援を実施してきたが、それが我が国の国益にどの

ように繋がっているのかが明確な評価が難しい。特に、大学等で受入れた研究者がフ

ランスや米国など外国の大学にその後異動している例が少なからずある。 

 「支援の効率性」：省庁どうしの横の連絡が希薄であったため、同一の研修生が複数

の省庁で類似の研修を受けていたりする事例があった。国際的には、IAEA やフランス

等外国における研修に重複して参加している例も見出される。一方で、指導教官研修

では、1 ヶ国数人だけを招へいする研修から複数国を同時に研修するなど、効率の改

善が必要な例もあった。 

 「ニーズの拡大」：近年の原子力発電導入検討国の急増により人材育成ニーズの増大

に対し、例えば、原子力機構における人員の高齢化や退職等により、原子力研修セン

ターでの講師数の確保が難しい問題がある。産官学で講師の育成・相互活用などを図

る必要がある。 

 「質の向上」：上記と関連して、講師数の確保の課題に伴い、教育訓練の質の確保・

向上が難しい問題としてある。我が国産業界の発展に繋がるべく、欧米、韓国などと

の人材育成の国際競争に伍していくため、産官学による優秀な講師を確保するシステ

ムの導入、研修の品質向上、遠隔教育システムの導入など質の向上も考慮する必要が

ある。 

 「育成対象の拡大」：多くの原子力発電施設の建設及び運転管理に必要な人材の確保

という成果を挙げるためには、これまで育成対象とされていなかった中間技術者層あ

るいは現場技能者レベルにまで人材育成の裾野を広げる必要がある。 

 

(4) 我が国の近隣アジア諸国への支援・協力の課題 

近隣アジア諸国では、原子力発電導入に向けて必要となってくる人材育成や人材供給計

画のロードマップを定め、それに沿った人材育成ニーズを明確にしつつあるところである。

それに対して、我が国の支援・協力は、上で述べた、「人的ネットワーク」の構築、「支援
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の効果」と「支援の効率性」の改善、「質の向上」、「ニーズの拡大」、「育成対象の拡大」へ

の対応を図りつつ対象国の人材育成ニーズに呼応する形で進めていく必要がある。 

その前にはまず、我が国がどのような理念や意義の下に、どの対象国に対して、どの程

度の規模の支援・協力を実施していくのかを国家的な戦略として明確に定めて運用してい

く必要がある。 

１章でも述べたように、特にフランス、韓国がアジアの新規原子力発電導入国をターゲ

ットとして、原子力発電所建設の受注に向けて攻勢をかけている最中にあって、我が国の

近隣アジア諸国に対する人材育成は、従来の「支援」という発想から、国際的な「競争と

協調」の時代へと転換していることを強く認識する必要がある。特に、我が国の原子力関

連産業の国際展開と維持強化に重点を置くとするなら、アジアの新規導入国で 2020 年前後

に開始が計画されている原子力発電のプロジェクトにどれだけ参画できるかはリードタイ

ムも勘案するとここ数年に成否がかかっているといえ、危機感をもって早急に明確なビジ

ョンを定めて取組みを開始する必要がある。 

 

 

３．国際的に活躍できる原子力人材像と人材育成 

 

３．１ 国際化の必要性について 

原子力の国際化の展開は、グローバルな競争と協調の中で進められており、国際的に活躍

できる人材の必要性は急激に高まっている。人材の国際化の必要性の主要な視点は以下の通

りである。 

また、これらの国際原子力人材育成のニーズの、民間主導と国主導との関係を図 3.1-1 に

示す。 

 

(1) 原子力ビジネスの国際展開 

我が国の原子力プラントメーカーは、ここ数年で海外企業とのアライアンス、サプライ

チェーンの構築等の海外展開を進め、グローバルに活躍できる状況となった。海外での新

規プラントの建設に向けての活動が具体的に進められ、プラントの運転・保守・補修・性

能向上等のビジネスにはプラントメーカーのみならず電力会社の参加も必要となろう。こ

れらの海外ビジネスを展開するためには人材の国際化は急務となっている。 

 

(2) 原子力産業の活性化 

原子力の国際化の展開の一方で、国内の新規プラント建設計画は少なく、我が国の原子

力産業の活性化は、内需ではなく、外需、国際展開にかかっている。このためにも、我が

国の原子力産業界は国内のプラント建設で培った技術と人材で、国際展開を進める必要が

ある。 

 

(3) 研究開発の推進と国際協力 

原子力の研究開発には、大規模な人員と予算を要するものが多く、多国間の人的協力や

資源、資材の調達、技術の移転または導入などを国際的な交渉や協力関係のもとで進めて
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いくことが必然的に求められる。国際熱核融合実験炉 ITER、大規模加速器、第 4 世代原子

炉計画などはその典型例である。したがって、原子力の研究開発を担う人材には、専門的

な能力はもちろんのこと国際人材としての資質、能力も要求される。 

 

(4) 途上国の支援・協力と人材育成 

原子力発電を導入しようとする国・地域はアジアを中心に世界的に拡がり多様化してい

る。途上国は将来の大きな市場であり、我が国をはじめとする先進国の支援・協力を期待

している。途上国への支援では、プラントの建設や機器の輸出と並んで、制度作りや相手

国の人材育成への貢献も求められている。 

 

(5) 国際機関での活躍 

２．３で述べたように、原子力ビジネスの国際的な展開と、原子力発電を導入しようと

する国・地域が拡がり多様化するなかで、IAEA 等の国際機関の存在の意義は高まっている。

国際機関でのポスト獲得、国際的な発言力の確保は、我が国の原子力文化の国際的拡大、

国際プレゼンスの向上、さらには、原子力産業が国際的に優位な立場を得るためにも必要

である。2010 年 1 月に我が国の耐震安全設計指針が IAEA の基準に採用されたことはこの好

例である。しかしながら、日本人が国際機関で活躍する割合は諸外国に比べてこれまでは

明らかに低い。次期 IAEA 事務局長を日本から送り出したこの機会に、国際機関で活躍する

人材を増強する必要がある。 

また、国際機関の外の組織に所属しながら、専門能力を活かし外部専門家として国際機

関の活動に参画したり、活動を支援したりする例も海外には多くみられる。このような国

際機関への関与のあり方も我が国の参考となる。 

 

(6) 国際規格・国際標準への積極的参画 

安全・安定運転に必要な規制経験や安全情報、最新の技術的知見の共有に向けた国際的

な活動が活発化している。このため、主要国との協力に加え、IAEA 等の国際機関における

国際安全基準策定等の活動や、MDEP 等の安全規制の国際的調和に向けた活動に積極的に参

画して国際基準、規格等に我が国の技術開発成果を反映させることが重要である。原子力

ビジネスの国際的展開の中で、ISO などの国際規格・国際標準作りでも欧米に先手を取られ

ないよう、産官学が連携して活動し人材を育成する必要がある。 

 

(7) 技術力の維持と国益の追求 

我が国では 40 年に及ぶ原子力発電所の建設、保守・補修、性能向上を進める中で、原子

力の知識、経験と技術力を蓄積し、人材を育成してきた。これらの技術力と人材をベース

に国際的な原子力ビジネスを展開し、官民の連携で国益を追求することが必要になる。今

後は、技術力と人材を維持・強化するためにも国際展開が重要となる。また、大学の教授

人材も国際的に不足しており、我が国の教授人材に欧米や途上国で活躍してもらうことは、

我が国のプレゼンス向上と国際貢献になると期待される。 
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(8) ウラン資源の確保と資源エネルギー外交 

ウランの可採埋蔵量は現在の利用ペースでは 100 年分はあるが、世界的な原子力発電の

急速な拡大とウラン資源の寡占状態から、将来的にはウラン燃料の需給が逼迫する懸念が

高まっている。このため、我が国としては、官民でウラン資源国、核燃料サイクル推進国

との国際連携を進めながら、資源エネルギー外交としての原子力協力の推進を行う必要が

あり、技術のみならず幅広い視点でこれらの課題に取組む国際原子力人材が求められる。 

 

(9) 原子力の平和利用による世界への貢献 

我が国の技術力を国際展開し、原子力の平和利用により世界へ貢献することは、世界的

なエネルギー需要の増大と地球温暖化対策の推進を背景に、益々重要となり期待されてい

る。原子力の平和利用は、核不拡散、安全確保等の 3S を国際的に確保することが前提とな

る。原子力の平和利用と 3S を両立させて世界に貢献することが我が国の原子力界に課せら

れた使命であり、幅広い世界の国々からの期待でもある。そのことを念頭に置いて我が国

の国際原子力人材の育成の重要性を認識し、推進する必要がある。 

 

(10) 国際的に活躍する人材の育成のための連携 

以上の様々な視点から国際原子力人材の育成が求められているが、業務範囲、および活

躍が期待される場面も多様である。原子力発電所の設計、調達、建設の現場では国際的に

活躍する実務的な人材が今後必要とされ、一方で、世界的視野から戦略的思考ができるハ

イレベルな人材も必要とされる。いずれにしても、国際原子力人材の育成のためには、今

までの国内の原子力の研究開発や原子力プラントの建設・運転の経験をベースに、苦労を

しながらも国際経験を積むことが必要である。また、世界的に通用する人材育成プログラ

ムを提供して行くことも重要である。このような国際的に活躍する人材の育成を産官学で

推進し支援する必要がある。 
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図 3.1-1 国際原子力人材育成のニーズ 
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３．２ 必要とされる国際人材像、資質、能力と課題 

(1) 産業界 

産業界の視点から見ると国際的な活躍の舞台として、技術開発から原子力プラント(軽水

炉)の建設・運転・保守等が想定される。 

原子力プラントの建設を行うには様々な技術者が必要である。これが国際的な場での活

動となると、国内での業務に必要なことに加え、海外の市場、規制、技術を理解するとと

もに、海外の顧客、連携する企業、サブベンダー、あるいは大学・研究所等を相手に、交

渉、協力、調整、依頼等のコミュニケーションをとりながらプロジェクトを進める必要が

ある。 

なお、比較的短時間の内に原子力プラント建設が想定できるのは原子力先進国であり、

これから原子力の導入を考えている国々には、当初は準備段階の活動が必要である。（先進

国に建設する場合と導入国に建設する場合に当面求められる活動の相違を表 3.2-1 に示す）。 

国際的舞台で活動する各種技術者に共通的に求められる素養は、以下の通りである。 

① 自分の技術分野・プロジェクトに精通していること 

② コミュニケーション能力、ディベート力 

③ 人間力（異文化への理解、人的ネットワークの形成、日本国に対する文化や歴史

が語れる、等） 

④ 海外の法令・技術基準、許認可体系の知識（途上国の場合はそれらの整備の助言

等） 

⑤ 国際的な原子力の諸課題に対する知識と理解 

 

表 3.2-1 海外原子力プラント建設におけるメーカーの主要業務 

ケース 

区分 
原子力先進国に建設する場合 原子力導入国に建設する場合 

技術開発 共同開発、国際標準化 技術開発体制構築支援、核不拡散 

設計 
建設・運転の許認可取得 

海外連携先、発注先との共同作業 

技術者の指導、教育 

規格基準整備の援助 

製造／検査／建設／ 

（運転）保守 

相手国の規格基準での製造／検査 

海外ﾍﾞﾝﾀﾞｰ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社への発注 
技術指導・人材育成の支援 

社会基盤 運転情報共有等ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ強化 規制制度制定の援助 

 

海外原子力先進国に建設する場合、求められる（望ましい）各種技術者像は下記の通りである。 

 

 研究開発技術者･･･世界の技術の動向を把握しながら、プラント、機器設備の改良・新規

提案に繋がる独創的な研究開発を推進するとともに、研究成果を国際学会等で発表し、

学会活動でも世界をリードできる研究者 
 

 プロジェクト技術者･･･海外顧客の信頼を得て、連携する企業チームの技術者をリードし

てプロジェクトの受注、許認可から建設、引渡しまでをとりまとめ完遂するために必要な技

術力、コミュニケーション能力、統率力を備えプロジェクトをリードできる技術者 
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 設計技術者･･･海外の法令・規制・技術基準を踏まえ設備・機器の仕様を明確にし海外

顧客へ提案し、連携する企業チームの技術者と調整・協力しながら、要求品質を満足さ

せる設計を行うとともに、技術のグローバルな標準化等の活動でも世界の技術者をリード

できる技術者 
 

 調達技術者･･･調達先を幅広くグローバルに求め、サブベンダーの技術能力、品質能力、

工程管理能力、コスト競争力を見極め、自らの技術力と交渉能力で品質、工程、コストの

諸要求を満足させる調達を行う調達技術者 
 

 フィールド技術者･･･海外のエンジニアリング会社とともに、ローカルの多様な工事業者を

良く理解し、その協力と信頼を得て、要求される仕様、品質、工程を満足させる工事を安

全第一で完遂できるフィールド技術者、建設所長 

 

(2) 大学、研究機関 

研究開発においては、専門分野において、高度な研究成果を挙げ得ることを基本とし、

その上で、国際的な人的ネットワークを駆使し、国際的な研究プロジェクトや協力研究開

発で主導的な役割を果たせる人材が求められる。 

大学では、優れた研究成果を上げられることに加え、国内外の幅広い人的ネットワーク

を駆使し、国際的な場でも主導的な役割を果たすとともに、教育者として国内外の人材育

成に貢献できる人材が求められる。 

一方で、世界から注目されるような研究成果をあげるようなスタープレーヤーの存在も、

原子力に多くの有為な人材をひきつけ我が国の原子力研究開発が世界から注目されるため

にも重要である。国内機関の人事諸制度や組織ガバナンスが自ずと出る杭を打つ傾向にあ

ることが否めない一方で、出る杭を育成することへの配慮も認識すべきである。 

 

(3) 国、国際機関 

国際的に活躍する人材の典型例として、国際機関職員が考えられる。国際機関職員の基

本要件について、前出の外務省資料に簡単な記述があるので参考に示す。 

「国際機関職員になるために求められるのは、基本的に次のとおりです。 

・語学力： 英語もしくは仏語で職務遂行が可能であること 

・学位：  修士号以上の学位があること 

・専門性： 学位取得分野での勤務経験など」 

IAEA や OECD などの国際的な機関の職員に求められるものも、同様と考えられる。IAEA

で何らかのポストの職員になるために必要なことは、大学等で専門性を身につけること、

その分野で実務経験があること、職務遂行可能な語学力の 3 つである。このうち、前者 2

つは、我が国の原子力関連企業の社員や政府機関の職員ならすでに身につけていると考え

られる。 

つまり、我が国の原子力関連企業の社員や政府機関の職員であって、IAEA で働くことを

希望する人にとり、あらためて見直したり準備したりすることが必要なものは、語学力だ

けである。言い換えれば、すでに身につけた学位、専門性のうえに、語学力さえ満たされ

れば、国際機関職員として働く形式的な要件は足りることになる。そして、大事なことは、

語学力は、必要に迫られれば、勤務先で働きながら身につけることが可能なものである。 
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IAEA の日本人職員数が少なすぎるとの指摘があり、これについて対応が求められるが、

語学力アップの機会を提供／増加することは、簡便で、有効な対応策のひとつと考えられ

る。 

しかし、国際機関でより上位のポストを得て国際的な業務を円滑に遂行していくとなる

と、さらにマルチカルチャーの体験を多く積み、それに対する理解力、対応能力を持つこ

とが要求される。我が国はモノカルチャーの傾向が強く、他人はすべて自分と同じだろう

という認識に拘泥しがちであるが、言葉や文章で詳しく徹底的に伝達しなければ理解して

もらえないことが多い。国内に滞在しているときからできる限り、国際会議での発表、ワ

ークショップでの英語での討論等でのディベート力を育成することが必要である。また、

自分の得意分野での強固なバックグラウンドをもち、日々変化する世界の原子力研究・開

発の動向に対して的確な評価・分析ができること、原子力政策・技術及び核不拡散制度や

関連技術にも精通していることが望まれる。そして、低炭素社会実現に向けての原子力エ

ネルギーの役割、世界各国との原子力協力の現状と方向性、原子力発電導入に際しての人

材養成の必要性等について国際的な場での議論に参加して、自らの意見を主張し我が国の

プレゼンスを強く打ち出せる人材が望まれる。国際機関には博士号の有無を重視するよう

な組織もあることから、専門性の裏づけとなるような博士の学位を取得していることが望

ましい。これらに関して、IAEA, OECD, ITER 機構に関わったことのある経験者の意見を参

考資料 c)に示す。 

 

３．３ 必要とされる国際人材育成の方策 

(1) 産業界 

1) 国際人材の能力要件と育成の方策 

産業界の視点から見ると国際的な活躍の舞台として、技術開発から海外の原子力プラ

ント(軽水炉)の建設・運転・保守等のビジネスがある。これらの業務を行うには、様々

な技術者が必要である。 

このような業務を担う国際人材の要件は、３．２節に記載したとおりである。これら

の要件を得るために、企業自身としては、①社内教育（共通）（語学研修の強化を含む）、

②OJT（海外現地事務所・サイトへの派遣、実 JOB へ参画）（共通）、③ローカル人材の

雇用（共通）等を進めることが必要である。 

一方、国際人材育成に向けて外部での活動への期待として、①国際インターンシップ

への参画、②IAEA や法制規制組織への人材派遣、③大学、国際的教育機関（WNU、専門

職大学院国際コースなど）への派遣（コミュニケーション力育成）、④学会活動（対外

発信・人材ネットワーク）、⑤大学での国際化教育の実施（語学はもとより外国のビジ

ネス文化・思想の理解）、などが挙げられる。 

表 3.3－１に、国際人材の能力要件とそれを得るための方策を、メーカーでの海外建

設プロジェクトの業務を例にして、分野毎に纏めた。 
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2) 国際人材の底辺の拡大 

我が国の原子力産業がこれまで国内を主たる商圏としていたために、海外勤務などの

国際業務の経験者の数は限定的であったが、今後の予想される国際展開に備えるには、

国際対応能力を持った人材の底辺を拡大し全体的な底上げを図る必要がある。現在では

国際対応が必要とされている職種の人材にしか実施されていない英語研修や国際対応

のための研修をより広い職種に拡大し、より多くの人材が外国語のリテラシーと国際対

応能力を有するような国際人材の底辺拡大の方向性を指向することが必要となる。高等

専門学校での英語教育の充実や近隣アジア諸国との交流なども、基盤的技術者の国際的

なコミュニケーション能力の向上のためには重要な取組みである。 

 

(2) 大学、研究機関 

大学、研究機関においては、国際的に水準を超える研究力、国際水準の講義や研究指導

を実行する教育力及び英語力、国際的な人のネットワークを構築できるネットワーク力、

国際的な枠組みでプロジェクトの中でのリーダーシップが期待されている。このような人

材の育成は、各大学や機関内での研鑽と早い段階からの海外派遣、海外研修、海外機関で

のインターンシップの経験を積むことなどが第一義である。一方で、国際的な活動を展開

する際には学位(博士)を持つことが有効であるので、民間機関や公的研究機関における研

究活動や OJT の成果に対して学位を与える仕組みを構築することは、有効である。 

原子力留学制度や国際的なプロジェクトへの参画での海外派遣や海外研修は国際人材育

成にとって有効であることはいうまでもないが、予算や人員の制約からその規模を大幅に

拡大させることには困難がある。その一方で、外国人留学生、研究者の受入、国際会議の

国内招致、大型実験施設の「国際拠点化」によって国内に「国際的環境」を醸成すること

で国際人材の育成を図るという逆の発想も重要である。 

大学については、外国人研究者の教育や外部機関との連携など国際人材の育成に向けて

多様な活動が期待されている。しかし一方で、大学での教員の削減要求があり、加えてこ

れまでの原子力教育の縮小傾向から一転して原子力教育需要が拡大に転じていることもあ

り、これらの活動に必要な大学教員の作業量はさらに過大になることが予想される。今後

予想される国内の原子力教育の拡大もあり、グローバルな規模での人材獲得競争で教授人

材の確保も困難になると予想されるので、負荷を軽減するための方策とあいまって、採用・

昇進、処遇面でも国際競争力を持ち、世界レベルの教育、研究が実施できる体制とする必

要がある。また、一部の大学で実施しているような海外インターンシップなどの国際人材

育成への取組みも期待されている。 

そこで、教授人材、講義、施設利用のグローバルなネットワーク化を図り、世界的な連

携で人材育成の資源を国境を越えて共有する必要性が高まってくる。また、業績に対する

評価基準や単位の認定をグローバルスタンダードに沿ったものにしておく必要がある。そ

のためのネットワークのハブとなる中心的推進組織が必要となってくる。 
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(3) 国際機関 

国際機関の性質と他の加盟国の動向等からみて IAEA の日本人正規職員数は現在の 24 人

から 45 人程度まで増加させることが望ましいと考えられる。また、我が国は、P-4 以上の

上級ポストや政策決定に関与する責任あるポストにもっと多くの適任者を送るようにする

ための国内の仕組み作りが必要である。このため、例えば、若手技術者に IAEA で働く機会

を与え、帰国後時を経て次はステップアップし上級ポストを取れるよう国としての長期戦

略が必要である。この点については、国際機関や外務省が若手を採用するためのプログラ

ム（国連の「国連職員採用競争試験」など、他の国際機関の「インターンプログラム」な

ど、外務省の「アソシエート・エキスパート等選考試験」など（平成 20 年(2008 年)11 月

の外務省資料））を実施しているので、これらのシステムを活用することも有効である。 

さらに、IAEA 等国際機関に勤務した経験を持つ日本人の持つ国際的な人脈や自身の経験

に基づくアドバイスなどを活用することも、国際機関での日本人の活躍を支援するうえで

有効である。そのためには、国際機関に勤務した経験を持つ日本人のネットワーク化を図

ることであって、まずは、国際機関経験者の人材情報のデータベース化が望まれる。 

IAEA の日本人職員は政府機関や研究機関からの派遣が主流であるが、原子力産業がユニ

バーサル化している今日、電力会社やメーカーが IAEA 等の国際機関に自社社員を送ること

は、国際基準、規格等の策定への参画と、人的ネットワークを国際的に拡大することでビ

ジネスチャンスの拡大にも繋がるものである。この観点から、企業のトップが自社の戦略

に応じて国際機関への自社社員の派遣に意義を認め、所要の方策を探るよう意識の覚醒を

促したい。 

原産協会等は、IAEAで働くことを希望する日本人専門家や、勤務先に籍を置きながらIAEA

の活動に貢献することを希望する日本人外部専門家を支援するため、IAEA の空席公募状況

を紹介したり、専門家会合や IAEA ミッションへの参加、論文作成、技術図書レビューなど

について IAEA からの専門家派遣要請を適時にキャッチし、関係者に伝達するなど引き続き

所要の方策を講じる。 

２章でも述べたように原子力機構、東京工業大学、東京大学大学院原子力国際専攻では

IAEA 等の国際機関でも活躍できる人材の育成を含めて核不拡散分野での人材育成が行われ

ているところであるが、今後、育成対象ごとにキャリアパス計画の設定等を含めて長期的

視点からオールジャパン体制で臨む必要がある。原子力機構ではそのプラットホームとし

ての中心的役割を果たすよう計画が進められているところである。 

特に今後、国際機関の日本人職員を国策として戦略的に増やしていくとなると、国内機

関の OJT や個人の努力にだけ依存するだけでなく、それぞれの国際機関への派遣に特化し

た研修制度を創設することを検討すべきである。 

国際的な場で活躍するためには、本人の性格や社交性や管理能力、専門知識、語学力な

ど短期に向上が難しい要素も必要とされる一方で、異文化コミュニケーションに対する心

構えやライティング、プレゼンテーション技術、国際機関に関する知識、応募書類の書き

方、面接のテクニック、グループディスカッションの能力などは講習でも向上が十分に期

待できるものある。かつて旧(社)日本原子力産業会議が主催していた「原子力国際研修講

座」なども参考に類似の一週間程度の短期講座の再開、あるいは新たに数ヶ月程度の講座

の開設も期待される。 
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先行事例として、原子力機構では、ITER 機構へ日本人職員を派遣するための支援活動を

行っている。ITER 職員募集の説明会を各地で開催するなどの広報活動とともに、面接試験

模擬ビデオなどを作成し面接試験に備えた助言を行っている。東京大学大学院原子力国際

専攻では、原子力機構等との連携により、将来の IAEA 職員ポストへの人材派遣なども実現

できるシステム作りを含めた取組みも実施されている。このような活動についても大いに

参考になるところである。 

 

(4) 国全体として 

1) 国全体としての一体的な人材育成体制の整備 

学校教育を経て、産業界、官公庁、研究機関などに採用されそこでさらに研修や OJT

によってより高度のキャリア形成がはかられていく中にあっては、国際人材として必要

な教育プログラムをタイムリーに提供できるよう産官学の関係者が一体となって人材

育成体制の整備が必要となってくる。以上で述べてきたような国際原子力人材育成の現

状と課題、あるべき人材像を勘案し、キャリアパスを明確にしたうえでキャリア形成過

程においてどこにどのような不足があり、どのような研修の資源の配分や再構築が可能

かを明らかにするためにも全体像を俯瞰するような視点を関係者が共有する必要があ

る。また、国際原子力人材のキャリアパスを明確に提示することができれば、学生層が

原子力の分野で国際的に活躍しようとする意欲を向上させることにも繋がると期待さ

れる。今般、文部科学省で検討が進められている国際原子力人材育成イニシアチブによ

る大学、研究機関、企業等の連携した人材育成構想にはその役回りが期待される。特に、

学校教育の内容と学生を受け入れる産業界、研究機関のニーズとの間のギャップや齟齬

を調整して人材育成が連続性、継続性をもってスムーズに流れていくような総合的な企

画・調整機能が期待される。 

 

2) 海外留学、海外派遣から帰国後の評価とその活用 

海外留学、海外派遣は、国際的な人材の育成の機会として有効であるにもかかわらず、

これら経験者の経験や能力を十分に活かしきっていないという問題点が指摘されてい

る。海外での国際機関等での勤務が長期に及ぶ場合には、帰国後の処遇が明確でないこ

とや、国際機関等で勤務することのキャリア形成におけるメリットが明確でないこと、

また、海外の大学を卒業した日本人が国内で就職先を見つける際の困難さなどが国際的

な人材の輩出を阻害する要因ともなっている。帰国後に派遣元が国際経験を活かした適

切なポストを提供し、また、海外での経験を人事評価のなかで相当程度評価するととも

に、海外で働く意欲、能力のある人材の採用や活用を積極的に促進するような意識や制

度の改革が必要となる。海外での勤務が給与面でも不利ならないようにすることも検討

する必要がある。 
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３．４ 必要とされる国際人材育成のための具体的提言 

(1) OJT の場として、若手の国際舞台への参加の奨励と支援 

若手技術者・研究者の語学力アップのための研修等の取組みの強化が求められる。その

上で、OJT による国際人材育成の一環として、若手技術者・研究者に国際舞台へ参加の機会

を与えることは、技術者・研究者の国際化に対する一段と高い動機付けになる。国際舞台

への参加の経験を通して、業務や研究の達成感と自信を得るとともに、交渉力・コミュニ

ケーション能力の向上、異文化の理解、海外の情報入手等の機会を得ることができる。 

国際舞台へ参加の形は、国際会議での発表、海外への業務出張、海外留学、国際機関へ

の派遣、海外事務所への派遣等、業務に応じて様々であるが、積極的に機会を与え支援す

べきである。たとえば、国際会議への参加が一部の幹部に集中する傾向があるので、可能

な限り後継者に任せるということも必要である。各企業・研究機関・大学では、国際人育

成の目的も含め計画的に、できれば長期に亘る若手の国際舞台への参加の奨励と支援を行

うべきである。また、国による若手技術者・研究者の国際舞台への参加と情報提供を支援

するプログラムの充実も期待したい。 

 

(2) 将来性の期待される国際的研究開発・技術開発分野の提示 

我が国として、必要性や将来性に鑑み、我が国が積極的に参画すべき ITER に代表される

国際的な研究開発・技術開発の具体的分野の方向付けを提示できれば、国際的な活躍を希

望する学生や若い世代の技術者・研究者の原子力分野への積極的な参画を促す重要なきっ

かけとなる。 

 

(3) 学生、若手研究者、技術者の WNU、IAEA 等への派遣の支援制度 

我が国が世界的な原子力エネルギー利用の先導的役割と国際社会への貢献を果たしてい

くためには、国際人材育成をより強化していかねばならないが、それには大学生、大学院

生、企業新人の段階から IAEA などが関与する国際的な場での経験を積んで、国際・社会コ

ミュニケーション力等を涵養することのできる機会を提供していくことを国全体としてよ

り促進していくべきである。そのような機会のひとつとして、たとえば世界原子力大学 WNU

は、原子力専門の国際的な次世代リーダーの育成を目的とした国際的な協力の枠組みの 1

つとなっている。一部の大学では、WNU や IAEA の国際インターンシップなどへの大学院生

の派遣に積極的に取組んでいるところもある。また、(社)日本原子力産業協会が若干名の

若手技術者、研究者を対象に WNU の夏季研修 Summer Institute への参加を支援している。

世界に伍する人材を育成する観点からも、このような世界的な枠組みをもつ人材育成活動

の場や国際機関のインターンシップなどへの若手派遣を積極的に推進すべきとの共通認識

を醸成していくべきである。また、WNU へは受講者を派遣するだけでなく、日本人の WNU の

講師や事務局職員の派遣も望まれるところである。国全体としてこのような国際的教育機

関や国際機関でのインターン派遣のための活動への支援方策の拡充を検討すべきである。

そのため例えば WNU の Summer Institute、IAEA インターンシップをはじめとした国際的な

人材育成の場での我が国の参加状況を調査し、他の原子力先進国との比較データなどを関

係諸機関に提示し支援の必要性を訴えていくような手段が有効と考えられる。 
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(4) 海外でも通用する技術者の資格 

近年、原子力技術者の自己研鑽の一環として技術士の資格を取ることが、企業等で奨励

されている。しかし、我が国では原子力プラントの設計や許認可において、技術士の資格

が要件とはなっていない。一方、海外では米国でのプロフェッショナルエンジニアの資格

のように、設計図書の承認に資格として要求されている場合もある。米国でのプロフェッ

ショナルエンジニアの資格は日本人でも取得可能であるが、我が国の技術士資格と相互承

認する仕組みができれば、技術士の資格取得に国際的な技術者としてのインセンティブも

生ずる。我が国の技術士資格は APEC エンジニアとの相互承認が可能であり、一定の資格要

件を満たせば APEC エンジニアの登録申請ができる。原子力・放射線部門の技術士が APEC

エンジニアとして登録できる分野は、Structural、Mechanical、Electrical または

Environmental 等である。また、我が国では博士号を持つ技術者の数は少ないが、博士号の

学位は国際的に評価され通用するものであり、研究開発に携わる技術者には取得を奨励す

べきである。この他、原子力技術者に取得が奨励される資格としては、核原料物質、核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律（炉規法）で定められた原子炉主任技術者、プロジ

ェクトマネジメントに関する国際資格 PMP 等がある。 

 

(5) 技術基準、許認可指針の国際化、コードエンジニア育成に向けた取組み 

IAEA 等の国際機関における国際安全基準策定等の活動や、MDEP 等の安全規制の国際的調

和に向けた活動に積極的に参画することは重要であるが、安全規制の基準策定等の業務に

ついては国主導で産業界の技術者、研究者が協力し易い仕組みを考える必要がある。一方、

原子力ビジネスの国際的展開の中で、国際規格・国際標準作りを我が国がリードするため

には、産官学が連携して情報を共有し、体制と戦略を検討する必要がある。欧米の動きに

対抗、あるいは協調し、我が国に有利な基準や指針作りを目指すことを考え、そのために

は国際規格・国際標準作りを担ういわゆるコードエンジニアと呼ばれる専門家とその育成

の重要性を認識しなければならない。日本原子力学会、日本機械学会、日本電気協会など

の規格、基準関連の活動を主催している学協会を拠点として、コードエンジニアの育成と

それを支援する人材のネットワーク化を図る必要がある。 

最近の例として、IAEA では耐震設計に関する国際基準見直しに際し、平成 19 年に発生し

た中越沖地震後に実施された IAEA による柏崎刈羽原子力発電所の調査結果（設計を超える

地震に対しても安全上重要な設備に損傷を受けなかった）を参考にし、また、見直しにあ

たり日本から専門家の派遣や情報提供を実施しており、日本の強みを国際標準化、国際展

開に活かしていく良い事例と考える。 

 

(6) 優秀な海外の技術者・研究者の採用による国際化 

我が国の企業が海外で原子力ビジネスを展開するためには、日本人技術者・研究者を国

際的人材に育成するとともに、海外の優秀な技術者・研究者を採用し国際化を進める必要

がある。 

我が国の原子力企業が海外の関連会社等で、現地の優秀な人材を採用し育成するのは当

然であるが、国内においても外国籍の技術者・研究者を採用する動きは増えている。現状

では日本語によるコミュニケーションを前提とするケースが多いと推定され、採用の対象
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となるのは日本の大学・大学院への留学生が中心となる。技術者の国際化を進めるという

観点では、外国語によるコミュニケーションが必要な人材も採用し、職場レベルで国際化

を図ることも今後は検討されると思われる。一方、外国籍の技術者・研究者の採用に当っ

ては、米国原産技術等の原子力技術の機微な情報へのアクセスの制限が必要な場合もある

ことを認識しておく必要がある。今後、原子力産業に優秀な海外の技術者・研究者を採用

し易い環境を整備して行く必要がある。 

 

(7) 国際的な原子力教育のネットワークの構築 

２章でも述べたように、欧州では、ヨーロッパ原子力教育ネットワーク機構 ENEN が 2003

年に設立され、現在ヨーロッパの 17 ヶ国、51 機関が参加し、原子力分野での高等教育、訓

練を通じた知識、知見の保存、共有を目的とした活動を行っているところである。ENEN に

は東京工業大学及び原子力機構が平成 20 年(2008 年)3 月から加盟している。一方で、アジ

ア地域には、IAEA の原子力知識管理活動としてアジア原子力教育ネットワーク機構(Asian 

Network for Education in Nuclear Technology (ANENT))が設立され、アジア地域での原

子力教育のネットワーク化が図られているところであり、我が国からは東京工業大学が一

機関として参加している。人類共通のエネルギー関連の諸課題の解決のためにも、ENEN, WNU

等の国際的教育機関や既存の国際的なネットワークと各国の原子力関連研究機関、大学を

さらに世界規模のネットワークに拡張し、ネットワークを通じた戦略的国際連携を推進、

活用することで我が国のみならず世界の次世代の優秀な人材を育成していくことが肝要で

ある。このような欧米、アジア地域をも包括した国際的な原子力教育のネットワークの実

現のため国内外の関係諸機関との連携協力を推進していくことを検討すべきである。 

 

 

４．アジア諸国等の原子力人材育成への我が国の支援・協力のあり方について 

 

４．１ 国家戦略としての目的の明確化、一体的取組み 

別添の参考資料d)に示す「アジア諸国他の原子力人材育成に対する主な我が国の支援」は、

日本の各省が実施している研修プログラムを取りまとめたものである。少なくとも日本国内

だけでも、産官学の多数の実施主体による支援・協力が交錯する中にあって、これらを包括

的に整理し、調整するような枠組みを国内に構築する必要がある。 

前節でも述べたように、まずは近隣アジア諸国に対する支援・協力の目的を国家戦略とし

て明確化したうえで、我が国からのアジア協力の全体像を把握し整理するような取組みが必

要である。さらには、我が国以外の原子力先進国や IAEA も含めたよりグローバルな規模での

支援・協力の実施状況の把握も必要である。 

どの国を支援・協力の対象とするかについても、我が国以外の国からの支援・協力の状況

にも留意し、すでに他国からの支援を積極的に受け入れている国に対しては、その必要性や

意義を明確にする必要がある。また、協力にあたっては 3S の確保を前提としなければならな

い。このような現状も踏まえ、各国の状況に応じた支援・協力計画を考える必要がある。 

人材育成ニーズも支援・協力対象国から抽出したニーズのみならず、我が国の豊富な経験

に基づいての人材育成課題の提示も必要であって、二国間あるいは多国間の双方向で人材育
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成計画の調整を図る必要がある。 

アジア諸国をはじめとする原子力発電新規導入国に対しては、人材育成のみならず基盤支

援整備全般に関わる協力を国主導のもとに一体性をもって主導的に進めていくための実施主

体の創設が検討されている。人材育成に関する協力もこの取組みの一環として組み入れられ

ることとなる。 

アジア諸国支援・協力は、原子力分野以外の他の社会資本整備や民間レベルでの交流など

にも向けられているところであり、これら全体が一体となって二国間関係が成り立っている

のであって、原子力はその一部であるとの認識のもとに原子力支援・協力を考える必要があ

る。今ある原子力開発だけに目を向けるのではなく、古くは歴史的関係から文化レベルでの

交流も含めた複眼的な視点から支援・協力の全体像を考える必要がある。 

 

４．２ アジア支援・協力のための個別、具体的方策 

(1) FNCA の枠組みの活用と拡大 

原子力委員会で主催しているアジア原子力協力フォーラム(Forum for Nuclear 

Cooperation in Asia(FNCA))（参加国：オーストラリア、バングラデシュ、中国、インド

ネシア、日本、韓国、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム）のアジア原子力教育訓

練プログラム(Asian Nuclear Training and Education Program (ANTEP))では、参加各国

の人材育成ニーズと既存の人材育成プログラムとのマッチングを図る取組みが行われてい

るところである。また、FNCA では、原子力発電に向けた人材育成に関する情報を FNCA 参加

国間で共有するためのデータベースの開発がなされているところであり、これらの FNCA の

枠組みをさらに活用すべきである。 

我が国の世界原子力大学 WNU 等への関与を進めていく一方で、我が国のアジア地域での

国際競争力の強化、アジア地域への国際貢献を積極的に推進するためにも、欧米中心でな

いアジア諸国特有の人材育成課題の解決を主目的とした国際的な原子力人材育成の枠組み

の構築も模索すべきである。FNCA の ANTEP での取組みを土台としてさらにアジア地域独自

でグローバル・エリートを養成するような WNU 類似組織の構想を、既存の IAEA のプログラ

ムとの連携、あるいはそれらの継承も念頭に置きつつ構築していくことも検討すべきであ

る。具体的な進め方については、更なる協議が必要である。 

 

(2) 近隣アジア諸国の研修修了者のネットワーク化と一元管理のためのデータベースの構築 

上で述べたアジアの「人的ネットワーク」の構築、「支援の効果」の評価、「支援の効率

性」を図るためにも、我が国が研修を実施した研修生の研修履歴やその後の職歴などのフ

ォローアップも個人情報保護にも留意しながら、被支援国の協力も得て進めていくことが

望まれる。このフォローアップ情報を一元的に管理する人材データベースの作成により、

相互コミュニケーションを緊密化して人的ネットワークを構築し、それぞれの国における

原子力人材の育成促進を図っていくべきである。 
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(3) 国際原子力教育でのシニア人材の活用 

アジア支援・協力を強化するにも、教える側の国内の人材不足がかねてより指摘されて

いるところである。一方で、原子力の開発を初期から担ってきた人材のうちすでに退職し

たシニア人材の持つ豊富な経験は、アジア諸国の人材育成にとっても貴重な戦力となりう

るものである。現役世代の人材不足を補うという観点からも、シニア人材を国際的な原子

力教育の講師として有効に活用することを積極的に検討すべきである。このためには、ア

ジア諸国を対象とした研修で講師となりうるシニア人材の候補者を一元的に管理するよう

なデータベースを構築するとともに、標準教材の整備やシニア人材が現地あるいは国内で

研修講師を務めるために必要となる研修を講師候補者に施すことも必要となってくる。特

に、シニア人材の場合には最新技術へのキャッチアップに留意する必要がある。 

これに関連して、一般社団法人 日本技術者連盟は、平成 22 年 1 月に、国際原子力発電

技術移転機構を発足させている。同機構では、現役並びに退職した技術者の登録データベ

ースを作成し、(独)国際協力機構や国内外の事業者に人材の紹介・派遣を行うこととして

おり、この枠組みの活用も検討すべきである。 

 

(4) ANENT における遠隔教育システム活用の可能性 

IAEA のアジア原子力教育ネットワーク ANENT では、原子力教育関連の教育資源をデータ

ベースとして構築して Web を利用した遠隔教育システムが提供されている。講師がじかに

受講生に向かい合う方式では、急増するアジアの人材の育成ニーズに追いつかないという

課題も指摘されているところであり、ANENT のような遠隔教育の活用もオプションとして検

討すべきである。その際に ANENT と FNCA の活動の連携も考えるべきである。 

 

(5) 中間技術者層あるいは現場技能者レベルへの育成対象の拡大 

近隣アジア諸国を対象としたこれまでの研修では、当該国での将来の基幹人材としての

候補者を主たる育成対象としてきた。研修生に対しては、英語能力を必須としてきたが、

原子力発電導入に伴って中間技術者層あるいは現場技能者のレベルまで裾野を広げた人材

育成も視野に入れる必要がある。そのためには、現地語での教育が不可欠であり、まずそ

の手始めとして現地の専門家と協力して各種テキストをはじめ関連資料、マニュアル等の

現地語への翻訳を進める必要がある。 

 

(6) アジアのネットワークハブの創設 

上述のように近隣アジア諸国の原子力関連機関の指導層には、我が国の潜在的な応援団

が多数存在すると考えられ、この「人的ネットワーク」を構築することで、その利点を積

極的に活用すべきである。そして、国の主導によって、産官学の有する施設、人材等のリ

ソースを総合的に活用する戦略をより明確にし、一体性をもって主導的にそれを進めて行

く必要がある。我が国がアジアの原子力人材育成ネットワークのハブとなることを目指し、

以上述べてきた方策を総合して実施する中核的な組織の創設を検討すべきである。 
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５．国際原子力人材についての提言  

 

以上の提言は以下のようにまとめることができる。 

 

＜提言１ 国際性ある原子力人材育成の環境整備について＞ 

 国際原子力人材の素養として、語学力をはじめとした異文化コミュニケーションの能力な

どを備えた国際性ある原子力人材を育成するための提言を以下に示す。 

(1) 若手研究者、技術者の語学力養成を強化する。その上で、国際会議での発表、海外への

業務出張、海外留学、国際機関への派遣、海外事務所への派遣等の機会を計画的・積極

的に与え支援する。 

(2) 我が国として国際的に共同して進めていく研究技術開発分野を具体的に提示すること

により、国際的な活躍を希望している大学生、若手技術者・研究者の関心を喚起し、参

画を促す。 

(3) 国内開催の国際会議の招致、外国人留学生、研究生の受入、大型研究施設の「国際拠点

化」による国内の「国際的環境の醸成」も国際人材育成に有効であり積極的な推進を図

る。 

(4) 世界原子力大学 WNU 等国際的教育機関や IAEA インターンシップなどへ参加する学生、

若手技術者等への支援制度の拡充を図る。 

(5) 海外の優秀な技術者・研究者を採用し国内環境の国際化を進める。そのための原子力産

業に優秀な海外の技術者・研究者を採用し易い環境の整備を検討する。 

 

＜提言２ 我が国の国際的プレゼンスの向上、日本人の海外展開、国際機関派遣について＞ 

 国際社会において国際機関の果たす役割が増大し、それへの期待が高まっているなかで、

IAEA 等国際機関での我が国のプレゼンスや人的な寄与、国際規格・国際標準策定でのイニシ

アチブが低く、これを今後積極的に高めていくべきであり、そのための提言を以下に示す。 

(6) IAEA 等の国際機関の役割が増大し、国際機関に対する期待が高まっていることについ

て関係者の認識の向上を図る。 

(7) 国際機関の枢要なポストを国を挙げて戦略的に獲得する。 

(8) 海外の大学を卒業した日本人、海外勤務の後帰国した日本人の有効活用を図る。そのた

めに各組織はそれぞれの戦略に応じて海外で経験を積むことのインセンティブを高め

るよう人事制度などの諸制度の見直しを図る。 

(9) 国際機関で働くために必要な知識、技能を修得するための研修制度の創設を検討する。 

(10) 国際機関で勤務した経験を持つ日本人のネットワーク化を図る。そのための人材情報の

データベースを構築する。 

(11) 国際機関では博士号が重視される傾向があり、社会人でも博士号取得が容易になるよう

所属組織からの支援制度や博士認定の制度の改革がなされることを期待する。 

(12) 国際機関の外の組織に所属しながら、国際機関の活動に専門家として協力できる手段を

我が国ももっと活用するよう関係者の理解向上を図る。 
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(13) 国際規格・国際標準作りを担う専門家であるコードエンジニアの育成の重要性を認識し、

それを支援する人材のネットワーク化を図る。日本原子力学会、日本機械学会、日本電

気協会などの学協会がネットワーク拠点として期待される。 

 

＜提言３ 国際人材育成のためのネットワーク化について＞ 

今後、グローバルな規模での人材獲得競争で教授人材の確保も困難になると予想され、大

学教員の採用・昇進、処遇面でも国際競争力が必要となってくる。そのために大学間の講義

の共通化、単位互換、施設の共用などのネットワーク化が提案されている。国際人材育成の

ためのネットワーク化についての提言を以下に示す。 

(14) 教授人材、講義、施設利用のグローバルなネットワーク化を図り、また、業績に対する

評価基準や単位の認定をグローバルスタンダードに沿ったものにする。そのためのネッ

トワークのハブとなる中心的推進組織の設立を図る。 

(15) 学校教育を経て企業、研究機関、官公庁での研修に至るまで長いスパンでの国際原子力

人材のキャリアパスを明確にしたうえで、人材育成の総合的な企画・調整を図る原子力

人材育成のネットワーク及びそのネットワークマネージャーの創設を検討する。 

(16) 我が国で研修を受けた近隣アジア諸国の研修修了者のネットワーク化と一元管理のた

めのデータベースを構築する。 

(17) 産官学の有する施設、人材等のリソースを総合的に活用し、我が国がアジアの原子力人

材育成ネットワークのハブとなることを目指して、その中核となる実施主体を創設する。 

(18) 既存の国際的なネットワークと各国の原子力関連研究機関、大学をさらに世界規模のネ

ットワークに拡張し、欧米、アジア地域を包括するような国際的な原子力教育の戦略的

国際連携を推進し実現化するため、国内外の関係諸機関との連携協力の推進を図ること

が期待される。 

 

＜提言４ アジア諸国等に対する原子力人材育成について＞ 

アジア諸国の経済発展や支援対象国の拡大と我が国のプラントメーカーの海外展開に伴い、

我が国がこれまで近隣アジア諸国に対して行ってきた原子力人材育成は、従前の「支援」に

重点を置いた一方通行の人材育成から、対等なパートナーとして、「競争と協調」そして互恵、

共存共栄へと変質が求められており、アジア支援はパラダイムの転換点を迎えている。この

ような状況を踏まえたアジア諸国等に対する原子力人材育成についての提言を以下に示す。 

(19) アジア諸国をはじめとする原子力発電新規導入国に対する人材育成への支援・協力を国

家戦略ととらえ、その意義、目的を明確化し、国主導のもとに一体的に危機感とスピー

ド感をもって主導的に進める。 

(20) シニア人材の持つ豊富な経験をアジア諸国の人材育成に活用することを推進するため

のシステムを構築する。 

(21) 我が国の核不拡散・保障措置・核セキュリティの技術や知見を活用し、アジア諸国にお

ける核不拡散体制の確立・強化に貢献するため、IAEA との連携のもと核不拡散関連技

術分野での人材育成を推進する。このためこれまでの保障措置トレーニングコースなど

の人材育成支援の取組みを一層強化する。 
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(22) 我が国が主導する FNCA の取組みを土台として、グローバル・エリート養成機関の創設

など東アジア地域における原子力分野の更なる連携・強化策について検討する。 

(23) アジア原子力教育ネットワーク ANENT の活用と ANENT と FNCA の活動との連携を検討す

る。 

(24) 育成対象を中間技術者層あるいは現場技能者レベルにまで拡大するには現地語での研

修が必要であり、教材類の現地語への翻訳を進める。 

 

おわりに 

 

原子力人材育成関係者協議会に設けられた「原子力人材育成に関する国際対応作業会」にお

いて、国際的に活躍できる我が国の原子力人材育成、及びアジア諸国等から我が国への人材育

成ニーズに対し、産官学が一体となって連携協力し、現状を把握するとともに、課題を同定す

ることにより、効果的かつ効率的な対応を行うための戦略・方策を検討し、検討結果を産官学

が実施すべき提言としてまとめた。今後、各機関において、この報告書に示された方向性に基

づき、具体的な取組みがなされ、我が国原子力界の発展に貢献する人材が維持・育成されると

ともに、アジア諸国を中心とした原子力人材育成に貢献することを期待するものである。 

最後に、本報告書をまとめるにあたり、データの提供やアンケート調査に協力して頂いた関

係各位に感謝申し上げます。 
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原子力人材育成関係者協議会 「原子力人材育成に関する国際対応作業会」 

名     簿 

 

（敬称略：区分毎 五十音順） 

 

主査： 杉本 純 (独)日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 

 

委員：＜大学＞ 

小佐古 敏荘 東京大学大学院 工学系研究科 原子力専攻 教授 

齊藤 正樹 東京工業大学 原子炉工学研究所 教授 

吉田 正 東京都市大学 工学部 原子力安全工学科 教授 

 

＜電力＞ 

大串 直人 東京電力（株） 原子力・立地業務部 総括グループ 副長 

齋藤 昌之 関西電力（株） 原子力事業本部 原子力企画グループ マネジャー 

村上 浩史 東京電力（株） 原子力品質・安全部 部長 

 

＜メーカー＞ 

内田 誠 三菱重工業（株） 原子力事業本部 原子力技術部 

 原子力技術企画課 主席技師 

村田 扶美男 日立 GE ニュークリア・エナジー（株） 技術主管兼国際協力室長 

森 建二 (株)東芝 電力システム社 原子力事業部 技監 

 

＜国＞ 

上田 洋二 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 企画官 

川﨑 哲史 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 課長補佐 

河原 卓 文部科学省 研究開発局 研究開発戦略官付 国際原子力協力官 

多田 克行 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 課長補佐 

田所 隆司 文部科学省 研究開発局 研究開発戦略官付 調査員 

 

＜研究機関、団体＞ 

上田 欽一 (社)日本原子力産業協会 政策推進部 主任 

氏田 博士 (財)エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部 主管研究員 

木藤 啓子 (社)日本原子力産業協会 政策推進部 主管 

清水 健 電気事業連合会 原子力部 副部長  

原 秀策 (社)日本原子力産業協会 政策推進部 マネージャー 

 

幹事： 北端 琢也 (独)日本原子力研究開発機構 敦賀本部経営企画部 研究主席 兼 国際

協力グループリーダ  

 山本 俊弘 (独)日本原子力研究開発機構 原子力研修センター 研究主幹 
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原子力人材育成関係者協議会 「原子力人材育成に関する国際対応作業会」検討経過 

 

１）第 8回会合（平成 21 年 7 月 23 日） 

・21 年度の活動方針 

・国際原子力協力協議会 

・原産協会欧州調査報告 

 

２）第 9回会合（平成 21 年 8 月 25 日） 

・報告書目次案 

・国際機関への日本人の派遣 

・大学の海外人材の受入実態 

 

３）第 10 回会合（平成 21 年 10 月 6 日） 

・国際機関への日本人の派遣 

・アンケート結果 

 

４）第 11 回会合（平成 21 年 10 月 28 日） 

・国際対応 WG 報告書骨子案 

・大学の海外人材受入、国際協力 

・アンケート結果 

 

５）第 12 回会合（平成 21 年 11 月 27 日） 

・国際対応 WG 報告書案 

 

６）第 13 回会合（平成 21 年 12 月 25 日） 

・国際対応 WG 報告書案 

 

７）第 14 回会合（平成 22 年 2 月 1日） 

・国際対応 WG 報告書案 
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参考資料 

 

a) 日本原子力学会 WG 報告書「国際的な原子力技術者の育成の為の今後の方策」 

b) 大学における国際的な取組みの例 

c) IAEA, OECD, ITER 機構での日本人の活躍支援についての関係者へのインタビュー結果 

d) アジア諸国他の原子力人材育成に対する主な我が国の支援 

e) 原子力研究交流制度における過去の招請者の現職（ハイレベル職）一覧 

f) 原子力人材育成に関する国際的な取組みの概要 

g) 総合資源エネルギー調査会電力事業分科会原子力部会 国際戦略検討小委員会報告（第

23 回原子力委員会 資料第 2-1 号）（図表添付省略） 
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国
際

原
子

力
人

材
育

成
基

本
方

針
検

討
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

報
告

書
 

  

概
要

 

 

原
子

力
分

野
の

国
際

的
な

人
材

育
成

の
強

化
は

、
我

が
国

が
原

子
力

研
究
・
開

発
に

お
け

る
世

界

の
先

導
的

役
割

を
果

た
す

た
め

の
み

な
ら

ず
、
今

後
、
我

が
国

の
原

子
力

産
業

が
積

極
的

に
国

際
展

開
を

計
る

た
め

に
も

、
重

要
な

我
が

国
の

基
本

的
な

国
家

戦
略

の
一

つ
で

あ
る

。
 

 こ
の

た
め

、
日

本
原

子
力

学
会

に
お

い
て

も
、

海
外

の
原

子
力

学
会

等
と

の
連

携
の

み
な

ら
ず

、

各
国

の
原

子
力

研
究
・
開

発
施

設
や

国
際

原
子

力
機

関
の

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

制
度

の
活

用
や

こ
れ

ら
の

国
際

的
な

原
子

力
関

連
機

関
と

連
携

し
た

新
た

な
国

際
的

な
原

子
力

人
材

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム

等
に

も
積

極
的

に
参

画
し

て
ゆ

く
こ

と
が

重
要

で
あ

り
、
そ

の
た

め
の

基
本

方
針

を
早

急
に

策
定

す

る
こ

と
が

望
ま

れ
る

。
 

 本
報

告
書

は
、
日

本
原

子
力

学
会

国
際

活
動

委
員

会
の

下
に

設
置

さ
れ

た
「

国
際

原
子

力
人

材
育

成
基

本
方

針
検

討
会

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
」
で

、
特

に
、
以

下
の

課
題

に
つ

い
て

集
中

的
に

審
議

し
、

今
後

の
我

が
国

の
国

際
原

子
力

人
材

育
成

に
関

す
る

基
本

方
針

を
ま

と
め

た
も

の
で

あ
る

。
 

 

・
 
国

際
原

子
力

機
関

（
Ｉ

Ａ
Ｅ

Ａ
）

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

制
度

の
活

用
方

策
 

・
 
国

際
原

子
力

機
関

（
Ｉ

Ａ
Ｅ

Ａ
）

に
お

け
る

日
本

人
若

手
ス

タ
ッ

フ
の

充
実

方
策

 

・
 
世

界
原

子
力

大
学

(
W
o
r
l
d
 N
u
c
l
e
a
r
 U
n
i
v
e
r
s
i
t
y
:
 W
N
U
)
の

国
際

的
原

子
力

人
材

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

支
援

と
活

用
方

策
 

・
 
そ

の
他

関
連

す
る

事
項

 

 
 

検
討

結
果

の
ま

と
め

：
 

国
際
原

子
力
人

材
育
成

に
お
い

て
は

、
基
本
的

に
は

そ
の
育

成
の
基

礎
と
な

る
大
学

の
役
割

が
も

っ
と

も
重

要
で
は

あ
る
が

、
今

後
は

、
産

官
学
が

よ
り

強
い
連

携
を
図

り
、
協
力
し

合
っ

て
育
成

す

べ
き
あ
る
。
そ
の
育
成
に
当
た
っ
て
は
、
産
業
界
、
公
的
研
究
機
関
、
国
、
大
学
が
そ
れ
ぞ
れ
の
役

割
を

果
た

す
こ
と

が
望
ま

れ
る
。

 

 原
子

力
を

取
り

巻
く

地
球
規

模
の
グ

ロ
ー
バ
ル

な
新
し

い
展

開
に
対

す
る
対

応
は
、
長
期
的

な
展

望
を

持
っ
て

、
産

官
学

の
強
い

連
携
の

下
に

、
更

に
「
戦
略

的
国
際

連
携
」
へ

と
発
展

さ
せ
て

、
国

際
協

力
を
基

に
グ

ロ
ー

バ
ル
に

研
究
・
開

発
、
人
材

育
成
を

進
め
る

こ
と
が

重
要
で

あ
り

、
不

可
欠

で
あ

る
。
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特
に
、
科
学
技

術
立
国

を
国
是

と
し

て
い

る
我

が
国

に
お

い
て

は
、
こ

の
分

野
に

お
け

る
国

際
的

人
材

育
成

は
、

将
来

、
我

が
国

の
原

子
力

産
業

の
国

際
的

な
発

展
を

支
え

る
重

要
な

基
礎

で
あ

り
、

我
が

国
が

、
こ

れ
ま

で
培

っ
て

き
た

原
子

力
科

学
技

術
に

関
す

る
実

績
を

基
盤

と
し

て
、
（

広
く

海

外
か

ら
の

次
世

代
を

支
え

る
留

学
生

・
研

修
生

も
受

け
入

れ
、
）

我
が

国
の

国
際

化
、

国
際

競
争

力

の
強
化
、
国
際
社
会

へ
の
貢
献

を
積

極
的

に
推

進
す

る
こ

と
が

肝
要

で
あ

る
。
 

 具
体

的
に

は
、

国
際

原
子

力
機

関
（

I
AE
A
:
 
I
n
t
e
r
n
a
t
i
o
n
a
l
 
A
t
o
m
i
c
 
E
n
e
r
g
y
 
A
g
e
n
c
y
）
、

世

界
原

子
力

大
学

(
W
N
U
:
 
W
o
r
l
d
 
N
u
c
l
e
a
r
 
U
n
i
v
e
r
s
i
t
y
)
、

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
原

子
力

教
育

ネ
ッ

ト
ワ

ー

ク
機
構
(
E
N
E
N
:
 E
u
r
o
p
e
a
n
 N
u
c
l
e
a
r
 E
d
u
c
a
t
i
o
n
 N
e
t
w
o
r
k
)
、
I
A
E
A
の

ア
ジ

ア
原

子
力

教
育

ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
機
構
（
A
N
E
N
T
:
 A
s
i
a
n
 N
u
c
l
e
a
r
 E
d
u
c
a
t
i
o
n
 N
e
t
w
o
r
k
）
や
海
外
の
原
子
力
研
究
・
教

育
に
関
係
す
る
拠

点
大
学

や
研
究

所
等

と
「

戦
略

的
に

連
携

」
し
て
、
グ

ロ
ー

バ
ル

原
子

力
教

育
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
（

G
N
E
N
:
 G
l
o
b
a
l
 N
u
c
l
e
a
r
 E
d
u
c
a
t
i
o
n
 N
e
t
w
o
r
k
）

を
構

築
し

、
我
が
国
の
次
世
代

の
優
秀
な
国
際
原

子
力
人

材
を
育

成
す

る
こ

と
が

肝
要

で
あ

る
。
科

学
・
技

術
力

の
み

な
ら

ず
、
哲

学
や
各
国
固
有
の

歴
史
や

文
化
を

理
解

し
、
高

い
国

際
・
社

会
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
、
デ

ベ
ー

ト
力
等
を
持
っ
た

次
世
代

の
国
際

的
リ

ー
ダ

ー
の

育
成

が
重

要
で

あ
る

。
 

  今
後

の
取

り
組

み
に

向
け

て
の

提
言

：
 

 

日
本
の
原
子
力
世

界
戦
略
の

一
環

と
し

て
、
国

際
原

子
力

人
材
育

成
の

た
め

の
国

際
連

携
を

構
築

す
る
。
国
内
連
携

は
そ
の

世
界
戦

略
を

支
え

る
基

盤
と

す
る

。
 

 こ
の

た
め

に
は

、
産

官
学

の
強

い
連

携
で

「
国

際
原

子
力

人
材

育
成

関
係

者
協

議
会

（
仮

称
）
」

を
日
本
原
子
力
学

会
の
主

導
の
下

に
設

立
し

、
我

が
国

の
み

な
ら

ず
、
米

国
や

欧
州
（

特
に

フ
ラ

ン

ス
）
の
人
材
育
成
に

関
す
る
調

査
や

、
特

に
近

隣
の

ア
ジ

ア
諸

国
に

お
け

る
人

材
育

成
活

動
や

我
が

国
へ
の
人
材
育
成

の
ニ
ー

ズ
に
関

す
る

調
査
・
分

析
を

し
、
今

後
我

が
国

と
し

て
必

要
な

国
際

原
子

力
人
材
の
需
要
と

供
給
予

測
や
育

成
戦

略
・

方
策

を
具

体
的

に
検

討
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。
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１
．

背
景

 

 

原
子
力
科
学
技
術

は
、
エ

ネ
ル

ギ
ー
・
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

観
点

の
み

な
ら

ず
環

境
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ

の
観
点
か
ら
も
、
2
1
世

紀
に
お

い
て

は
不

可
欠

な
科

学
技

術
で

あ
る

。
既

に
、
先

進
国

に
お

け
る

原

子
力
発
電
所
建
設
中
・
新
規
建

設
計

画
（

構
想

段
階

を
含

む
）（

例
え
ば
、
米
国
に
お
け
る
３
２
基
、

ロ
シ
ア
３
５
基
）
の

み
な
ら

ず
、
中

国
（

１
２

１
基

）
、
イ

ン
ド
（

２
５

基
）
、
南

ア
フ

リ
カ
（

２
５

基
）
を

始
め
、
ア
ジ

ア
各
国
や

中
東

諸
国

等
も

原
子

力
発

電
所

建
設

に
参

入
し

始
め

て
い

る
。
世

界

原
子

力
協

会
（

W
N
A
）

に
よ

れ
ば

、
既

存
の

原
子

力
発

電
所

４
３

９
基

に
対

し
て

、
建

設
中

・
計

画

中
の
原
子
力
発
電

所
は
世

界
３
６

カ
国

・
地

域
で

合
計

３
４

９
基

に
達

す
る

。
 

 こ
の

よ
う

な
最

近
の

原
子

力
国

際
情

勢
（

世
界

的
な

「
原

子
力

ル
ネ

ッ
サ

ン
ス

」
）

の
基

に
、

今

後
、
世

界
的
に
原
子
力

の
平
和

利
用

が
大

き
く

進
展

す
る

状
況
を

鑑
み

る
と

、
原

子
力

産
業

は
、
今

後
、
「

グ
ロ

ー
バ

ル
産

業
」

と
し

て
、

国
境

を
超

え
た

再
編

成
・

集
約

化
が

加
速

す
る

。
 

 こ
の
よ
う
に
原

油
高
騰

や
地
球

温
暖

化
問

題
を

背
景

に
、

 

（
１
）
 わ

が
国
の
み

な
ら
ず
、

世
界

的
に

原
子

力
関

連
研

究
者

・
技

術
者

が
十

分
確

保
で

き
る

の
 
 

か
？
 

 

（
２
）
 世

界
的
に

急
成
長
す

る
原

子
力

ビ
ジ

ネ
ス

に
お

い
て

日
本

が
存

在
感

を
示

せ
る

か
？

 

（
３
）
 発

途
上
国

等
が
原
子

力
発

電
所

を
安

全
に

運
転

で
き

る
の

か
？

 

（
４
）
 わ

が
国
の

ウ
ラ
ン
資

源
の

確
保

は
十

分
か

？
 

（
５
）
 燃

料
濃
縮

や
使
用
済

み
燃

料
の

管
理

な
ど

核
拡

散
の

問
題

を
ど

う
す

る
の

か
？

 

な
ど
、
今
後
の
多
く
の

課
題
が

見
え

て
く

る
。

 

 

し
か
し
、
こ
の
よ

う
な
状
況

に
も

か
か

わ
ら

ず
、
次

世
代

を
支

え
る

原
子

力
人

材
の

不
足
・
空

洞

化
が
世
界
的
に
深
刻
な

状
況
に

な
り

つ
つ

あ
る

。
 

 こ
の
様
な
激
変
す
る

原
子
力

国
際

情
勢

の
中

で
、
我

が
国

の
み

な
ら

ず
世

界
規

模
（

開
発

途
上

国

も
含

め
）

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

安
全

保
障

の
確

立
と

地
球

環
境

問
題

の
一

体
的

解
決

に
貢

献
す

る
た

め
、

こ
れ
ま
で
我
が
国
が

積
み
上
げ

て
き

た
原

子
力

科
学
・
技

術
を
基

に
、
核

不
拡
散

と
原

子
力

の
平

和

利
用
の
両
立
及
び
安

全
確
保
を

基
本

と
し

て
、
我

が
国

が
世

界
的

な
原

子
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
促

進

の
先
導
的
役
割
を
果

た
す
こ
と

が
重

要
で

あ
り

、
そ

の
た

め
に

は
、
我

が
国

の
原

子
力

研
究
・
開

発

機
関
（
大
学
を
含

め
）
及
び
原

子
力

産
業

界
が

国
際

的
に

一
層

強
い

競
争

力
と
先

進
力

を
持

つ
よ

う

に
体
質
を
強
化
す
る

こ
と
が
重

要
で

あ
り

、
そ

の
た

め
の

中
長

期
的

な
国

家
戦
略

の
構

築
が

必
要

で

あ
る
。
 

 そ
の

国
家

戦
略

の
要

が
、
「

国
際

的
原

子
力

人
材

育
成

」
で

あ
る

。
 

 

 

1 

２
．

期
待

さ
れ

る
国

際
原

子
力

人
材

像
 

 

原
子

力
は

、
石

油
・
ガ

ス
な

ど
の

化
石

燃
料

あ
る

い
は

風
力
・
太

陽
光

発
電

な
ど

の
自

然
エ

ネ
ル

ギ
ー

と
は

異
な

っ
た

特
長

と
制

約
を

持
つ

エ
ネ

ル
ギ

ー
源

で
あ

る
。
産

油
国

も
含

め
た

多
く

の
国

が
、

新
た

に
原

子
力

を
エ

ネ
ル

ギ
ー

源
と

し
て

採
用

す
る

動
き

が
出

て
き

て
い

る
。
こ

の
よ

う
に

グ
ロ

ー

バ
ル

に
原

子
力

が
展

開
さ

れ
る

現
在

、
国

際
的

に
共

通
な

価
値

観
で

原
子

力
を

捉
え

る
こ

と
の

重
要

性
が

非
常

に
高

く
な

っ
て

い
る

。
こ

の
国

際
的

に
共

通
な

価
値

観
と

は
、
発

電
に

お
け

る
安

全
、
安

定
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
、
放
射
性
廃
棄
物
の
安
全
な
管
理
、
核
不
拡
散
の
担
保
、
規
格
基
準
、
規
制

制
度

、
経

済
性

な
ど

多
岐

に
わ

た
る

。
 

 国
際

的
に

共
通

な
価

値
観

は
、

異
な

る
習

慣
、

文
化

、
価

値
観

な
ど

を
持

つ
国

の
枠

を
超

え
て

、

共
有

さ
れ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
更

に
、
こ

の
価

値
観

は
産

業
界

、
電

力
業

界
、
研

究
機

関
、
政

府
・

省
庁

、
大

学
な

ど
の

分
野

を
超

え
て

共
有

さ
れ

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

 

 日
本

が
育

成
す

る
べ

き
国

際
的

な
人

材
と

は
、

 

「
原

子
力

の
国

際
的

に
共

通
な

価
値

観
を

、
異

な
る

価
値

観
を

有
す

る
国

・
分

野
に

定
着

さ
せ

、
原

子
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

平
和

利
用

す
る

社
会

を
グ

ロ
ー

バ
ル

に
構

築
す

る
こ

と
を

リ
ー

ド
す

る
人

材
（
国

際
的

に

共
通

な
価

値
観

を
も

つ
リ

ー
ダ

ー
）
で

あ
る

。
」
 

 具
体

的
に

は
、

 

• 
原

子
力

を
含

め
た

エ
ネ

ル
ギ

ー
・
環

境
の

問
題

を
グ

ロ
ー

バ
ル

か
つ

長
期

的
に

捉
え

る
能

力
 

• 
国

際
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

 

• 
変

革
意

欲
、

チ
ャ

レ
ン

ジ
精

神
 

• 
人

や
組

織
を

動
か

す
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
能

力
 

• 
オ

リ
ジ

ナ
リ

テ
ィ

の
あ

る
研

究
を

構
想

・
実

行
 

• 
英

語
能

力
 

な
ど

が
挙

げ
ら

れ
る

。
 

 

以
下

に
、

期
待

さ
れ

る
人

材
像

を
分

野
別

に
挙

げ
る

。
 

 

2
.
1
 

産
業

界
（

製
造

業
界

）
 

産
業

界
で

は
既

に
国

際
的

な
統

合
や

提
携

が
進

ん
で

お
り

、
国

際
的

人
材

を
必

要
と

す
る

こ
と

は
現

在
の

こ
と

で
あ

り
、
将

来
の

こ
と

で
は

な
い

。
原

子
力

施
設

を
国

際
協

力
の

基
で

設
計
・
製

作
し

、
日

本
ば

か
り

で
な

く
諸

外
国

に
も

原
子

力
施

設
を

建
設
・
運

転
す

る
た

め

の
３

つ
の

課
題

と
そ

れ
に

対
応

す
る

人
材

像
が

あ
る

。
 

 

課
題

１
 

ク
リ

ー
ン

な
安

定
エ

ネ
ル

ギ
ー

源
と

な
る

原
子

力
発

電
施

設
の

建
設

 

・
 こ

れ
は

、
安

定
エ

ネ
ル

ギ
ー

源
と

し
て

世
界

に
貢

献
し

、
途

上
国

に
新

エ
ネ

ル
ギ

ー

2 
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源
を
も
た

ら
す
。

 

 

課
題
２
 
原

子
力
の
安

全
性

と
信

頼
性

の
向

上
 

・
 核

不
拡
散

の
取
組

活
動

（
N
P
T
,
 
C
T
B
T
）

が
共

通
な

価
値

観
の

構
築

に
必

要
で

あ
る

。
 

・
 運

転
情
報
お

よ
び

運
転

経
験

の
公

開
と

共
有

が
安

全
性

と
信

頼
性

を
向

上
さ

せ
る

。
 

・
 発

電
所
立
地

地
域

で
の

安
定

し
た

社
会

基
盤

の
確

保
が

信
頼

性
を

向
上

さ
せ

る
。

 

 

課
題
３
 

原
子

力
技
術

開
発

の
推

進
 

・
 技

術
開

発
は

多
国

籍
チ

ー
ム

が
協

力
し

て
進

め
る

時
代

で
あ

り
、

国
際

協
力

プ
ロ

グ

ラ
ム
軽
水

炉
開
発

、
G
N
E
P
、

I
T
E
R
等

）
に

積
極

的
に

推
進

役
と

し
て

参
加

す
る

。
 

・
 原

子
力
エ
ネ

ル
ギ

ー
を

将
来

に
わ

た
り

継
続

利
用

す
る

た
め

に
、
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

、

放
射
性
廃

棄
物
処

理
処

分
な

ど
の

枠
組

み
の

制
定
を

国
際

的
に

リ
ー

ド
す

る
。

 

 

産
業

界
（

製
造

業
界

）
の

国
際

人
材

像
 

上
記
の
３

課
題
そ

れ
ぞ

れ
に

対
処

で
き

る
人

材
が
必

要
で

あ
る

。
 

-
 

原
子
力

産
業
を

積
極

的
に

国
際

展
開

で
き

る
人

材
 

-
 

国
際
機

関
で
活

動
で

き
る

人
材

 

-
 

原
子
力

技
術
開

発
の

世
界

的
な

リ
ー

ダ
ー

 

 

2
.
2
 

電
気
事
業
者

 

電
気

事
業

者
の

社
会

的
使

命
は

電
力

の
安

定
供

給
で

あ
る

。
さ

ら
に

、
電

気
事

業
者

は
電

力
自
由
化
と
い

う
市
場

競
争

を
勝

ち
抜

か
な

け
れ

ば
な
ら

な
い

。
こ

れ
ら

の
国

内
事

情
と

は

別
に
、
電
気
事

業
者
に

も
下

記
に

示
す

国
際

活
動

が
大
い

に
期

待
さ

れ
て

い
る

。
 

 

課
題
１
 

次
世
代

原
子
炉

の
世

界
標

準
化

を
目

指
し

た
活

動
 

・
 次

世
代

軽
水

炉
お

よ
び

高
速

炉
に

基
づ

く
原

子
力

発
電

設
備

を
導

入
す

る
際

に
も

、

電
力

事
業
者
は

電
力

安
定

供
給

の
使

命
を

果
た

さ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

・
 電

力
安

定
供

給
の

要
は

、
次

世
代

発
電

設
備

の
建

設
・

運
転

・
保

守
等

を
確

実
な

も

の
に

す
る

こ
と

で
あ

り
、

こ
の

目
的

の
た

め
に
、

発
電

設
備

の
主

要
部

分
を

世
界

標

準
と

す
る
こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
 

・
 世

界
標

準
化
の

活
動

に
電

力
事

業
者

も
積

極
的

に
参

加
す

る
。

 

 

課
題
２
 

原
子
力
を

新
規

に
導

入
す

る
国

へ
の

協
力

 

・
 ベ

ト
ナ

ム
や

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

等
の

ア
ジ

ア
諸

国
、

石
油

を
産

出
す

る
中

東
諸

国
な

ど

が
原

子
力
発
電

を
新

規
に

導
入

す
る

も
の

と
想

定
さ

れ
る

。
し
か

し
、
こ

れ
ら

の
国

々

に
は

原
子
力
の

専
門

家
が

明
ら

か
に

不
足

し
て

い
る

。
 

・
 こ

の
問

題
に

対
し

、
電

力
事

業
者

は
専

門
家

派
遣

や
研

修
生

受
入

を
数

十
名

の
規

模

で
行

っ
て

い
る

が
、

こ
の

事
業

を
さ

ら
に

拡
充
す

る
。

こ
の

協
力

活
動

を
通

し
て

、

3 

核
燃

料
製

造
か

ら
バ

ッ
ク

エ
ン

ド
に

至
る

ま
で
、

原
子

力
に

関
す

る
世

界
共

通
の

価

値
観

を
新

規
導

入
国

の
専

門
家

に
伝

え
る

。
 

 

課
題

３
 
海

外
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
参

画
 

・
 原

子
力

発
電

設
備

や
バ

ッ
ク

エ
ン

ド
分

野
等

で
国

内
メ

ー
カ

ー
と

海
外

企
業

の
提

携

が
拡

大
し

て
い

る
。

 

・
 こ

れ
に

伴
い

、
海

外
で

新
規

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

計
画

さ
れ

る
場

合
、

電
気

事
業

者

も
産

業
界

と
連

携
し

て
海

外
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

参
画

し
、
法

規
制

、
電

力
グ

リ
ッ

ド
、

電
力

安
定

供
給

、
運

転
管

理
な

ど
の

分
野

で
貢

献
す

る
。

 

 

電
気

事
業

者
の

国
際

人
材

像
 

-
 

国
際

的
な

活
躍

を
支

え
る

た
め

に
、

諸
外

国
の

人
々

と
議

論
し

、
理

解
と

協
力

を
得

る
こ

と
が

で
き

る
国

際
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
を

備
え

た
人

材
。

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
力

の
背

景
に

は
、

協
業

す
る

意
識

、
責

任
感

・
使

命
感

、
論

理
的

・
多

面
的

な
思

考
力

、
倫

理
観

が
求

め
ら

れ
る

。
 

-
 

さ
ら

に
、
前

例
や

慣
習

に
と

ら
わ

れ
ず

、「
よ

り
良

く
」
変

え
て

い
こ

う
と

す
る

強
い

変
革

意
欲

、
お

よ
び

、
自

ら
目

標
を

掲
げ

、
そ

の
達

成
に

向
け

て
主

体
的

に
取

組
み

、
目

標
を

達
成

す
る

チ
ャ

レ
ン

ジ
精

神
を

持
つ

人
材

。
 

 

2
.
3
 

公
的

研
究

開
発

機
関

 

研
究

開
発

機
関

は
、

効
果

的
・

効
率

的
に

研
究

開
発

を
展

開
す

る
た

め
に

「
国

際
協

力
を

活
用

し
た

研
究

開
発

」
を

必
要

と
し

て
い

る
。
こ

れ
は

、
次

世
代

原
子

力
シ

ス
テ

ム
が

国
際

的
に

共
通

な
価

値
観

に
基

づ
く

も
の

で
あ

り
、
国

際
的

に
協

力
し

て
研

究
開

発
を

展
開

す
る

こ
と

が
グ

ロ
ー

バ
ル

な
利

益
と

な
る

か
ら

で
あ

る
。

さ
ら

に
、
「

国
際

貢
献

」
の

役
割

が
あ

る
。
我

が
国

の
研

究
開

発
機

関
は

、
先

進
工

業
国

の
研

究
開

発
機

関
と

し
て

、
発

展
途

上
国

が
健

全
な

原
子

力
開

発
を

進
め

る
よ

う
に

支
援

す
る

重
要

な
役

割
を

担
っ

て
い

る
。

 

 

課
題

１
 

世
界

的
な

第
一

人
者

 

・
 研

究
開

発
機

関
の

研
究

者
や

技
術

者
は

な
ん

ら
か

の
形

で
国

際
的

な
業

務
に

従
事

し

て
い

る
が

、
世

界
的

な
第

一
人

者
と

し
て

認
知

さ
れ

て
い

る
者

が
少

な
い

。
 

 

課
題

２
 

国
際

的
な

研
究

開
発

リ
ー

ダ
ー

 

・
 国

際
協

力
を

活
用

し
た

研
究

開
発

に
お

い
て

、
日

本
の

研
究

開
発

成
果

を
デ

フ
ァ

ク

ト
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
と

す
る

こ
と

は
日

本
の

国
益
と

な
る

。
そ

の
た

め
、

国
際

協
力

研

究
開

発
に

主
導

的
な

役
割

を
果

た
す

た
め

に
、
世

界
的

に
「

顔
」

が
認

知
さ

れ
る

優

秀
な

リ
ー

ダ
ー

を
輩

出
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

 

・
 具

体
的

な
例

と
し

て
I
T
E
R
開

発
研

究
を

挙
げ

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 

4 
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課
題
３
 

国
際

機
関
の

人
材

 

・
 I
A
E
A
や

O
E
C
D
/
N
E
A
な

ど
の

国
際

機
関

で
活

躍
で

き
る

人
材

は
重

要
で

あ
る

に
も

関

わ
ら
ず
、

少
な
い

。
 

 

公
的

研
究

開
発

機
関

の
国

際
人

材
像

 

-
 

研
究

開
発

の
第

一
人

者
に

要
求

さ
れ

る
資

質
と

、
国

際
的

な
枠

組
み

で
指

導
力

を
発

揮
す

る
リ

ー
ダ

ー
に

要
求

さ
れ

る
資

質
は

厳
密

に
は

区
別

さ
れ

る
。

研
究

開
発

の
第

一
人

者
は

、
オ

リ
ジ

ナ
リ

テ
ィ

の
あ

る
研

究
目

標
を

設
定

す
る

構
想

力
、

そ
の

研
究

目
標

を
達

成
で

き
る

研
究

力
、

研
究

開
発

の
成

果
を

世
界

に
周

知
さ
せ
る

情
報

発
信

力
を

備
え

る
人

材
で

あ
る

。
 

-
 

国
際

的
な

枠
組

み
の

リ
ー

ダ
ー

は
、

研
究

開
発

の
実

績
を

持
ち

、
研

究
開

発
の

大
き

な
枠

組
み

を
構

想
で

き
、

人
を

動
か

す
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
力

が
あ

り
、

英
語

な
ど

の
外

国
語

に
強

い
、

コ
ス

モ
ポ

リ
タ

ン
で

あ
る

。
コ

ス
モ

ポ
リ

タ
ン

は
国

際
的
に
共

通
な

価
値

観
を

共
有

す
る

。
 

 2
.
4
 
大

学
 

自
然

科
学

、
特

に
理

工
学

の
分

野
で

は
世

界
の

大
学

間
の

競
争

が
激

し
く

な
っ

て
い

る
。

米
国
の
一
流

大
学
が

世
界

ラ
ン

キ
ン

グ
の

上
位

を
独

占
し

、
原

子
力

の
分

野
で

は
M
I
T
が

ラ

ン
キ
ン
グ
の

ト
ッ
プ

で
あ

る
。

M
I
T
は

数
年

前
か

ら
O
C
W
 (
O
p
e
n
 C
o
u
r
s
e
 W
a
r
e
)
を

充
実

さ

せ
、
講
義

内
容
を

W
e
b
上

に
公

開
し

て
い

る
。
こ

の
こ

と
は

原
子

力
教

育
に

お
い

て
、
教

育

内
容
が
国
際

的
に
共

通
な

水
準

を
満

た
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

で
あ

り
、
教

育
水

準
の

国
際
競
争
が

始
ま
っ

て
い

る
と

言
え

る
。

 

 一
流

大
学

が
世

界
中

か
ら

優
秀

な
学

生
を

集
め

る
国

際
競

争
の

時
代

で
あ

り
、

そ
の

た
め

に
も

O
C
W
等

を
通
し

て
教

育
内

容
を

世
界

に
公

表
し

、
高

度
な

教
育

を
す

る
こ

と
を

保
証

し

な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 

 他
方

、
国

際
標

準
と

な
り

う
る

原
子

力
教

育
を

行
う

た
め

に
は

、
研

究
も

国
際

水
準

を
超

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
な
お
、
最
近
、
原
子
力
を
教
育
す
る
国
内
の
大
学
で
は
、
国
際
的

に
活
躍
で
き
る

原
子
力

人
材

を
養

成
す

る
こ

と
に

力
を
入

れ
る

よ
う

に
な

っ
て

お
り

、
そ

の

た
め
の
ユ
ニ
ー

ク
な
試

み
が

始
ま

っ
て

い
る

。
 

 

課
題
１
 

国
際
水

準
の
講

義
 

・
 国

際
水

準
を
満

た
す

講
義

内
容

を
構

築
し

、
O
C
W
を

充
実

さ
せ

る
。

 

 

課
題
２
 

英
語
で

の
講
義

 

・
 留

学
生

に
英
語

で
十

分
な

講
義

を
行

う
。

 

 

5 
6 

課
題

３
 

国
際

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

 

・
 優

秀
な

学
生

を
国

内
だ

け
で

な
く

世
界

中
か

ら
集

め
る

た
め

に
、

国
際

的
な

人
の

ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

作
る

。
 

 

大
学

の
国

際
人

材
像

 

-
 

国
際

的
に

水
準

を
超

え
る

（
研

究
開

発
機

関
の

研
究

第
一

人
者

と
共

通
す

る
）

研
究

力
、

国
際

水
準

の
講

義
を

実
行

す
る

教
育

力
、

留
学

生
の

教
育

や
O
C
W
の

作
成

に
十

分
な

英
語

力
、

国
際

的
な

人
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
す

る
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
、

な
ど

を
備

え
た

人
材

で
あ

る
。

 

 2
.
5
 

官
庁

 

官
庁

の
役

割
は

、
産

業
界

、
電

力
、

研
究

開
発

機
関

、
大

学
な

ど
が

原
子

力
分

野
で

世
界

を
リ

ー
ド

し
、
日

本
が

発
信

す
る

標
準

や
規

格
が

国
際

的
な

デ
フ

ォ
ル

ト
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
と

な
る

よ
う

に
各

界
を

先
導

し
支

援
す

る
こ

と
で

あ
る

。
さ

ら
に

、
ウ

ラ
ン

資
源

、
原

子
力

シ

ス
テ

ム
の

安
全

、
バ

ッ
ク

エ
ン

ド
環

境
の

確
保

な
ど

、
原

子
力

を
含

む
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ス

テ

ム
に

関
す

る
政

策
の

構
想

と
実

施
で

あ
る

。
 

 

官
庁

の
国

際
人

材
像

 

-
 

原
子

力
を

含
め

た
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
環

境
の

問
題

を
グ

ロ
ー

バ
ル

に
捉

え
る

こ
と

が
で

き
、

長
期

的
な

展
望

を
持

ち
、

各
界

を
先

導
で

き
る

人
材

で
あ

る
。

国
際

間
の

問
題

に
対

し
て

、
国

際
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
を

発
揮

す
る

人
材

で
あ

る
。
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1
／

2
 

pp
.8

-
9
（
R

6
・
提

出
）
期

待
さ

れ
る

国
際

的
原

子
力

人
材

に
つ

い
て

 

  １
．

原
子

力
産

業
と

し
て

必
要

と
さ

れ
る

国
際

化
と

は
（
全

体
論

と
し

て
）
 

 
 

海
外

に
あ

っ
て

は
、

途
上

国
で

あ
ろ

う
と

先
進

国
で

あ
ろ

う
と

、
習

慣
や

価
値

観
が

異
な

る
。

 
ま

た
、

原
子

力

の
安

全
文

化
や

規
制

制
度

が
異

な
る

。
 

更
に

原
子

力
導

入
を

計
画

し
て

い
る

途
上

国
で

は
、

原
子

力
を

受
入

れ
る

社
会

基
盤

の
形

成
が

必
要

と
の

現
状

認
識

を
踏

ま
え

る
と

、
 

「
国

際
化

」
と

は
、

“
あ

る
価

値
観

（
こ

こ
で

は

原
子

力
）
”
を

“
価

値
観

が
異

な
る

地
域

に
定

着
さ

せ
る

こ
と

”
、

原
子

力
に

つ
い

て
考

え
れ

ば
 
「
原

子
力

の
価

値

観
を

受
入

れ
る

社
会

基
盤

を
地

域
に

構
築

す
る

こ
と

／
そ

の
こ

と
に

貢
献

す
る

こ
と

」
 
が

国
際

化
で

あ
る

と
考

え

ら
れ

る
。

 
 

 

こ
こ

で
の

「
原

子
力

の
価

値
観

」
と

は
、

安
全

文
化

（
発

電
の

安
全

に
加

え
て

核
不

拡
散

を
含

む
）
、

規
格

基
準

、

規
制

制
度

、
経

済
性

な
ど

を
指

す
。

 

２
．

期
待

す
る

国
際

的
原

子
力

人
材

の
人

材
像

（
全

体
論

と
し

て
）
 

 
原

子
力

を
国

際
的

に
推

進
し

て
い

く
上

で
の

課
題

と
そ

れ
に

対
応

す
る

人
材

像
と

し
て

以
下

が
考

え
ら

れ
る

。
 

 
(課

題
１

) 
ク

リ
ー

ン
な

安
定

エ
ネ

ル
ギ

ー
源

と
し

て
の

原
子

力
発

電
施

設
の

建
設

の
推

進
 

 
 

 
・
原

子
力

発
電

施
設

建
設

の
推

進
：
世

界
の

安
定

エ
ネ

ル
ギ

ー
源

と
途

上
国

の
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
源

 

 
 

 
⇒

 
原

子
力

産
業

を
積

極
的

に
国

際
展

開
で

き
る

人
材

が
必

要
。

 

 
(課

題
２

) 
原

子
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

安
全

性
と

信
頼

性
の

向
上

 

 
 

 
・
核

不
拡

散
の

取
組

活
動

（
N

P
T
、

C
T
B

T
) 

 
 

 
・
安

全
性

と
信

頼
性

を
向

上
さ

せ
る

た
め

の
運

転
情

報
、

経
験

の
公

開
、

共
有

 

 
 

 
・
発

電
所

立
地

地
域

で
の

安
定

し
た

社
会

基
盤

の
確

保
 

 
 

 
⇒

 
国

際
機

関
で

の
活

動
を

通
じ

て
安

全
性

と
信

頼
性

の
向

上
及

び
社

会
基

盤
の

構
築

に
貢

献
で

き
る

人
材

 

 
 

 
 

 
が

必
要

。
 

 
(課

題
３

）
 原

子
力

技
術

開
発

の
推

進
 

 
 

 
・
国

際
協

力
プ

ロ
グ

ラ
ム

推
進

 
（
軽

水
炉

開
発

、
Ｇ

Ｎ
Ｅ

Ｐ
、

ＩＴ
Ｅ

Ｒ
等

）
 

 
 

 
・
原

子
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
継

続
利

用
の

た
め

の
枠

組
み

の
制

定
（
競

争
と

協
調

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
、

放
射

性
廃

棄
物

処
理

処
分

、
等

 

 
 

 
⇒

 
原

子
力

技
術

開
発

で
世

界
的

な
先

導
的

役
割

を
果

た
せ

る
人

材
が

必
要

。
 

       

３
．

期
待

す
る

国
際

的
原

子
力

人
材

が
備

え
る

べ
き

能
力

（
メ

ー
カ

ー
の

視
点

か
ら

）
 

（
３

．
１

）
メ

ー
カ

ー
と

し
て

の
国

際
原

子
力

人
材

へ
の

ニ
ー

ズ
 

 
 

メ
ー

カ
ー

の
視

点
か

ら
見

る
と

国
際

的
な

活
躍

の
舞

台
と

し
て

原
子

力
施

設
(軽

水
炉

)の
建

設
が

想
定

さ
れ

る
。

 
こ

れ
を

行
う

に
は

、
様

々
な

技
術

者
が

必
要

で
あ

り
、

海
外

の
市

場
、

規
制

、
技

術
を

理
解

す
る

と
共

に
、

海
外

の
顧

客
、

連
携

す
る

企
業

、
サ

ブ
ベ

ン
ダ

ー
、

或
い

は
大

学
・
研

究
所

等
を

相
手

に
、

交
渉

、
協

力
、

調

整
、

依
頼

等
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

と
り

な
が

ら
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

進
め

る
必

要
が

あ
る

（
表

－
１

）
。

 
具

体
的

に
は

下
記

の
と

お
り

で
あ

る
。

 

○
研

究
開

発
技

術
者

･･
･世

界
の

技
術

の
動

向
を

把
握

し
な

が
ら

、
プ

ラ
ン

ト
、

機
器

設
備

の
改

良
・
新

規
提

案
に

繋
が

る
独

創
的

な
研

究
開

発
を

推
進

す
る

と
共

に
、

研
究

成
果

を
国

際
学

会
等

で
発

表
し

、
学

会
活

動
で

も
世

界
を

リ
ー

ド
で

き
る

研
究

者
 

○
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
技

術
者

･･
･海

外
顧

客
の

信
頼

を
得

て
、

連
携

す
る

企
業

チ
ー

ム
の

技
術

者
を

リ
ー

ド
し

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

受
注

、
許

認
可

か
ら

建
設

、
引

渡
し

ま
で

を
と

り
ま

と
め

完
遂

す
る

た
め

に
必

要
な

技
術

力
、

コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

、
統

率
力

を
備

え
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

リ
ー

ド
で

き
る

技
術

者
 

○
設

計
技

術
者

･･
･海

外
の

法
令

・
規

制
・
技

術
基

準
を

踏
ま

え
設

備
・
機

器
の

仕
様

を
明

確
に

し
海

外
顧

客

へ
提

案
し

、
連

携
す

る
企

業
チ

ー
ム

の
技

術
者

と
調

整
・
協

力
し

な
が

ら
、

要
求

品
質

を
満

足
さ

せ
る

設
計

を
行

う
と

共
に

、
技

術
の

グ
ロ

ー
バ

ル
な

標
準

化
等

の
活

動
で

も
世

界
の

技
術

者
を

リ
ー

ド
で

き
る

技
術

者
 

○
調

達
技

術
者

･･
･調

達
先

を
幅

広
く
グ

ロ
ー

バ
ル

に
求

め
、

サ
ブ

ベ
ン

ダ
ー

の
技

術
能

力
、

品
質

能
力

、
工

程
管

理
能

力
、

コ
ス

ト
競

争
力

を
見

極
め

、
自

ら
の

技
術

力
と

交
渉

能
力

で
品

質
、

工
程

、
コ

ス
ト

の
諸

要
求

を
満

足
さ

せ
る

調
達

を
行

う
調

達
技

術
者

 

○
フ

ィ
ー

ル
ド

技
術

者
･･

･海
外

の
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
会

社
と

共
に

、
ロ

ー
カ

ル
の

多
様

な
工

事
業

者
を

良
く

理
解

し
、

そ
の

協
力

と
信

頼
を

得
て

、
要

求
さ

れ
る

仕
様

、
品

質
、

工
程

を
満

足
さ

せ
る

工
事

を
安

全
第

一

で
完

遂
で

き
る

フ
ィ

ー
ル

ド
技

術
者

、
建

設
所

長
。

 

 

期
待

さ
れ

る
国

際
的

原
子

力
人

材
に

つ
い

て
 

（
改

訂
１

）
H

1
9
.8

9
.2

1
 

東
芝

／
日

立
／

三
菱

 

 
“
原

子
力

の
価

値
観

“
を

異
な

る
価

値
観

を
有

す
る

他
の

地
域

に
定

着
さ

せ
、

原
子

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

を

平
和

利
用

す
る

社
会

基
盤

を
構

築
す

る
／

貢
献

で
き

る
、

リ
ー

ダ
と

な
れ

る
人

材
 

 
 

 

表
－

１
 

メ
ー

カ
ー

と
し

て
の

海
外

原
子

力
施

設
建

設
に

お
け

る
ア

ク
テ

ィ
ビ

ィ
テ

ィ
 

ケ
ー

ス

区
分

 
先

進
国

に
建

設
す

る
場

合
 

途
上

国
に

建
設

す
る

場
合

 

技
術

開
発

 
共

同
開

発
、

国
際

標
準

化
 

技
術

開
発

体
制

構
築

支
援

、
核

不
拡

散
 

設
計

 
建

設
・
運

転
の

許
認

可
取

得
 

海
外

連
携

先
、

発
注

先
と

の
共

同
作

業
 

技
術

者
の

指
導

、
教

育
 

規
格

基
準

整
備

の
援

助
 

製
造

／
検

査
／

建
設

／
 

（
運

転
）
保

守
 

相
手

国
の

規
格

基
準

で
の

製
造

／
検

査
 

海
外

ベ
ン

ダ
ー

、
E
n
g

会
社

へ
の

発
注

 
技

術
指

導
・
人

材
育

成
の

支
援

 

社
会

基
盤

 
運

転
情

報
共

有
等

ｸ
ﾞﾛ

ｰ
ﾊ

ﾞﾙ
ﾈ

ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
強

化
 

規
制

制
度

制
定

の
援

助
 

 

 
＜

メ
ー

カ
ー

の
視

点
で

は
＞

 

そ
れ

ぞ
れ

の
技

術
分

野
で

の
基

本
的

な
技

術
力

、
課

題
解

決
力

、
及

び
経

験
と

共
に

、
海

外
の

技
術

者
、

関
係

者
と

十
分

に
意

思
の

疎
通

を
図

れ
る

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
と

リ
ー

ド
能

力
、

異
文

化
の

理
解

、
グ

ロ
ー

バ
ル

な
人

的
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

形
成

で
き

る
人

間
力

を
備

え
た

、
自

主
性

と
独

創
性

の
あ

る
自

立
し

た
技

術
者

で
あ

り
、

リ
ー

ダ
の

資
質

を
有

す
る

人
材
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2
／

2
 

pp
.8

-
9
（
R

6
・
提

出
）
期

待
さ

れ
る

国
際

的
原

子
力

人
材

に
つ

い
て

 

（
３

．
２

）
海

外
建

設
に

お
け

る
能

力
要

件
と

そ
れ

を
得

る
た

め
の

方
策

 

 
表

－
２

に
示

す
。

 

                                    

   

表
－

２
 

海
外

建
設

に
お

け
る

能
力

要
件

と
そ

れ
を

得
る

た
め

の
方

策
 

要
件

を
得

る
た

め
の

方
策

注
)  

区
分

 
能

力
要

件
 

（
必

要
と

さ
れ

る
技

術
や

知
識

の
具

体
例

）
 

学
会

活
動

へ
の

期
待

 
メ

ー
カ

と
し

て
の

育
成

施
策

 
備

考
 

①
 

共
通

 

①
自

分
の

技
術

分
野

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

精
通

し
て

い
る

こ
と

 

②
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

、
デ

ィ
ベ

ー
ト

力
 

③
人

間
力

（
異

文
化

へ
の

理
解

、
人

的
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

 
日

本
国

に
対

す
る

文
化

や
歴

史
が

語
れ

る
、

等
）
 

④
海

外
の

法
令

・
技

術
基

準
、

許
認

可
体

系
の

知
識

 

（
途

上
国

の
場

合
は

そ
れ

ら
の

整
備

の
助

言
等

）
 

⑤
国

際
的

な
原

子
力

の
諸

課
題

に
対

す
る

知
識

と
理

解
 

・
 

国
際

ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ
ｯ
ﾌ
ﾟへ

の
参

画
 

・
 

IA
E
A

や
法

制
規

制
組

織
へ

の
人

材
派

遣
 

・
 

国
際

的
な

大
学

（
W

N
U

、
専

門
職

大
学

院
国

際
コ

ー
ス

な
ど

）
へ

の
派

遣
（
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
育

成
）
 

・
 

学
会

活
動

（
対

外
発

信
・
人

材
ﾈ

ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
）
 

・
 

大
学

で
の

国
際

化
教

育
の

実
施

（
語

学
は

も
と

よ

り
外

国
の

ビ
ジ

ネ
ス

文
化

・
思

想
の

理
解

）
 

・
社

内
教

育
（
共

通
）
 

・
Ｏ

Ｊ
Ｔ

（
海

外
現

地
事

務
所

・
サ

イ
ト

へ

の
派

遣
、

実
J
O

B
へ

参
画

）
（
共

通
）
 

・
ロ

ー
カ

ル
人

材
の

雇
用

（
共

通
）
 

 

②
 

営
業

技
術

者
 

①
相

手
組

織
に

関
す

る
経

営
や

営
業

情
報

 

②
国

際
的

な
価

格
情

報
 

③
資

金
調

達
や

相
手

組
織

の
財

務
状

況
 

④
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

力
 

 

・
O

J
T
（
海

外
J
O

B
経

験
）
 

 

③
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

技
術

者
 

①
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
推

進
に

伴
う

関
係

組
織

情
報

や
そ

れ
ら

を
組

織
す

る
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
能

力
（
商

社
、

建
設

関
係

、
相

手
国

の
関

連
す

る
会

社
を

纏
め

る
等

）
、

Ｐ
Ｍ

Ｐ
(P

ro
je

c
t 

M
an

ag
e
m

e
n
t 

P
ro

fe
ss

io
n
al

)等
の

資
格

 

②
日

本
官

庁
、

相
手

国
官

庁
と

の
折

衝
力

 

③
期

限
や

責
任

範
囲

に
関

す
る

意
識

や
実

態
 

 

・
 

O
J
T
（
海

外
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ経

験
）
 

・
 

国
際

P
M

P
教

育
コ

ー
ス

受
講

や
資

格
取

得
な

ど
 

 

④
 

設
計

技
術

者
 

①
設

計
能

力
 

②
海

外
で

の
建

設
認

可
取

得
に

対
応

で
き

る
能

力
、

Ｐ
Ｅ

等
の

資
格

 

③
海

外
で

の
規

格
基

準
制

定
（
国

際
共

通
規

格
基

準
へ

の
展

開
）
に

参

画
出

来
る

能
力

 

・
 

国
際

的
技

術
プ

ロ
グ

ラ
ム

へ
の

参
加

 

・
 

規
格

基
準

の
制

定
活

動
へ

の
参

画
 

 

・
O

J
T
（
海

外
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ経

験
）
 

・
海

外
公

的
資

格
取

得
（
P

E
な

ど
) 

・
海

外
留

学
 

 

⑤
 

研
究

開
発

技
術

者
 

①
相

手
国

研
究

分
野

と
研

究
レ

ベ
ル

の
高

さ
を

理
解

 

②
国

や
組

織
の

研
究

方
針

 

③
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

力
 

・
 

国
際

的
技

術
プ

ロ
グ

ラ
ム

へ
の

参
加

 

（
安

全
、

材
料

、
解

析
技

術
等

の
原

子
力

基
盤

技
術

の
世

界
標

準
化

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

を
取

る
）
 

・
O

J
T
（
海

外
研

究
J
O

B
経

験
）
 

・
海

外
留

学
 

 

⑥
 

製
造

技
術

者
 

①
製

造
技

術
力

 

②
製

造
他

の
技

術
を

指
導

で
き

る
能

力
 

 
・
O

J
T
（
海

外
J
O

B
経

験
）
 

・
・
・
・
・
・
②

に
つ

い
て

 

 

⑦
 

調
達

技
術

者
 

①
調

達
先

と
の

折
衝

能
力

 

②
調

達
品

の
品

質
保

証
に

係
る

能
力

 

③
納

期
管

理
能

力
 

 

・
O

J
T
（
海

外
J
O

B
経

験
）
 

・
海

外
拠

点
、

連
携

先
へ

の
派

遣
 

 

⑧
 

フ
ィ

ー
ル

ド
技

術
者

 

（
建

設
）
 

概
ね

現
地

工
事

や
検

査
を

指
導

す
る

立
場

と
な

ろ
う

か
ら

、
 

①
 
製

品
に

関
す

る
知

識
と

現
地

雇
用

者
へ

の
説

明
能

力
 

②
 
組

合
や

労
働

者
を

指
導

す
る

能
力

 

 

・
O

J
T
（
海

外
J
O

B
経

験
）
 

・
海

外
サ

イ
ト

で
の

実
習

 

 

  

注
）
：
原

子
力

分
野

の
基

礎
学

力
・
素

養
が

一
定

の
レ

ベ
ル

に
あ

る
事

を
前

提
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国
際

的
な

原
子

力
技

術
者

の
育

成
の

為
の

今
後

の
方

策
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
0
0
7
年

9
月

2
1
日

 

M
H
I
,
東

芝
、

H
G
N
E
 

研
究

機
関

と
し
て
の

活
動
 

原
子

力
産

業
界

で
の

活
動

 

（
電

力
事

業
者

）
 

日
本
代

表
と

言
う

立
場

で
の

 

国
際
貢

献
 

 
 

原
子

力
に

魅
力

を
感

じ
さ

せ
 

優
秀

な
学

生
を

集
め

る
 

学
生

の
育

成
 

原
子

力
産

業
界

で
の

活
動

 

（
メ

ー
カ

ー
）

研
究

機
関

で
の

活
動

 

原
子

力
産

業
界

で
の

活
動

 

（
電

力
事

業
者

）
 

日
本

代
表

と
言

う
立

場
で

の
 

国
際

貢
献

 

国
際

的
に

活
躍

す
る

場
面

 

優
秀

な
学

生
を

 

原
子

力
産

業
界

へ
 

（
１
）
 実

務
で
の
訓
練
（
O
J
T
:
 
O
n 

th
e 
Jo

b 
Tr
a
in

in
g、

）
 

（
２
）
 国

際
・
海

外
実
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

へ
の
参
画

 

（
３

）
 W
NU

/I
AE

A
な

ど
へ

の
参

画
 

（
４
）

 原
子
力

開
発
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

へ
参
画

 

・
プ
ラ
ン
ト
建
設
運
転
経
験
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し
た

d
e
-
f
a
c
t
o
 
s
t
a
n
d
a
r
d
の

原
子

力
設

備
の

開
発

 

（
５

）
 海

外
の

研
究
者

の
国

レ
ベ
ル

で
の

原
子

力
開

発
へ

の
参

画
 

・
海

外
の

研
究

者
と

の
共
同

作
業

に
よ

る
相

互
切

磋
琢

磨
、

 
・

海
外

人
材
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

広
が

り
を

形
成

 
（
６
）

 海
外

大
学
や

研
究

機
関
（
海

外
の

国
立
研

な
ど

）
へ

の
派

遣
 

（
７
）

 企
業

内
戦
略
に

対
応
し
た

再
教
育

 

＜
メ
ー

カ
で
の
活

動
を
主
体

と
し
た
国

際
貢
献
の

例
＞

 

（
１
）

 国
際
標

準
炉
の
開

発
で
の
リ

ー
ダ
シ
ッ

プ
 

（
２

）
 国

際
規

格
・
基

準
・

標
準
化

の
リ

ー
ド

 
（

３
）
 途

上
国

で
の
技

術
指

導
・
人

材
育

成
へ

の
貢

献
 

（
４

）
 運

転
情

報
共
有

等
グ

ロ
ー
バ

ル
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
強

化
へ

の
貢

献
 

（
５
）

 Ｉ
Ａ
Ｅ

Ａ
等
の
国

際
機
関
で

の
活
動
へ

の
貢

献
 

 

（
１
）

 大
学
と

企
業
の
共

同
研
究
＊

、
技
術
交

流
 

 
 

 
 

 
 

＊
企
業
若
し
く
は
企
業
経
由
国
の
予
算
で
行
う
研
究
 

（
２
）
 企

業
で
の
イ

ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
参

画
 

（
３
）
 企

業
か
ら
大

学
へ
の
講

師
派
遣

 

（
４
）
 企

業
の
見
学

な
ど
を
通

じ
て
の
職

場
の

理
解

 

こ
れ
ら
の
活

動
を
通
し

て
 

・
 

原
子
力
産
業
の
前
向
き
な

P
R
（
原
子
力
に
魅
力
を
感
じ
て
も
ら
う
）
 

・
 

世
界
を
リ

ー
ド
す
る

日
本
原
子

力
産

業
の

状
況
と

将
来
展

望
 

・
 

原
子
力
技

術
者
の
活

躍
分
野
の

紹
介

 

（
１
）

 国
際
イ

ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
参

画
 

（
２

）
 W
NU

/I
AE

A
参

加
 

（
３
）

 原
子
力

技
術
開
発

＊
へ
参
画

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
＊
国
の
予
算
に
よ
る
大
学
と
し
て
の
研
究
 

原
子
力
基

盤
技
術
分

野
を
研
究

テ
ー

マ
化

し
て
、

基
盤
技

術
の
広

が
り
を

確
保

 

（
４

）
 海

外
の

研
究
者

が
参

画
す
る

国
レ

ベ
ル

で
の

原
子

力
開

発
へ

の
参

画
 

・
海

外
の

研
究

者
と

の
共
同

作
業

に
よ
る

相
互

切
磋

琢
磨

、
 

・
海

外
人

材
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

広
が
り

を
形

成
 

（
５

）
 

海
外

大
学

や
研

究
機

関
（
海
外

の
国

立
研

な
ど

）
へ

の
派

遣
 

 （
１
）
原
子
力
産
業
の
前
向
き
な
活
動
を

P
R
す
る
場
の
提
供
（
原
子
力
に
魅
力
を
感
じ
て
も
ら
う
）

 

・
 

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
解
決
(
地
球
温
暖
化
、
核
燃
サ
イ
ク
ル
等
を
含
む
)
の
国
際
社
会
に
お
け
る
原
子
力

産
業
の

役
割
と
そ

の
将
来
展
望

 

・
 

世
界
を

リ
ー
ド
す

る
日
本
原
子

力
産

業
の
状

況
と
将

来
展
望

 

・
 

原
子
力
技
術
者
(
国
際
的
な
活
動
の
場
と
し
て
の
原
子
力
)
の
活
躍
分
野
の
紹
介

 

・
 

国
レ
ベ

ル
で
の
継

続
し
た
原
子

力
技

術
開
発

の
紹
介

 

官
庁

、
規

制
側

で
の

活
動

 

注
：
太

字
イ
タ

リ
ッ

ク
の
項

目
を
学
会

主
導
で
推

進
 

児
童

・
生

徒
に

エ
ネ

ル
ギ

ー
 

や
科

学
に

興
味

を
持

た
せ

る
 

学
部
・
院

生
 

高
校

・
高

専
 

教
養

学
部

就
職

に
向

け
て

小
・

中
・

高
生

 

（
１

）
エ

ネ
ル
ギ
ー

環
境
教

育
の
支
援
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３
．

 
ま

と
め

と
今

後
の

取
り

組
み

に
向

け
て

の
提

言
 

 

3
.
1
 
期
待
さ
れ
る

国
際
原
子

力
人

材
像

ま
と

め
 

第
2
章
で
検
討
し

た
期
待
さ

れ
る

国
際

原
子

力
人

材
像

を
ま

と
め

る
と

、
以

下
の

３
つ

の
人

材
像

で
代

表
さ
れ
る
。
 

 

（
１

）
 エ

ネ
ル
ギ
ー

、
環
境
、
核

不
拡

散
等

、
人

類
の

生
存

基
盤

を
脅

か
す

グ
ロ

ー
バ

ル
な

課
題

に

対
し

、
2
1

世
紀

に
お

い
て

は
、

原
子

力
科

学
技

術
は

「
人

類
の

生
存

基
盤

を
支

え
る

不
可

欠
な

科
学

技
術

」
で
あ
る
。
原
子
力
産
業
は
、
今
後
グ
ロ
ー
バ
ル
産
業
と
し
て
、
国
境
を
超

え
た
再
編
成

・
集
約

化
が

加
速

す
る

だ
ろ

う
。
（
「

原
子

力
は

グ
ロ

ー
バ

ル
産

業
」
）

 

 ―
―

＞
人

類
の

生
存

基
盤

を
支

え
原

子
力

が
グ

ロ
ー

バ
ル

産
業

と
し

て
、

積
極

的
に

国
際

展
開

で
き

る
人

材
。
（

世
界

的
に

拡
大

す
る

原
子

力
国

際
市

場
で

活
躍

す
る

人
材

）
 

 

（
２

）
 I
A
E
A
等

国
際
機

関
等
と

連
携

し
て

、
原

子
力

技
術

の
安

全
性

向
上

、
信

頼
性

向
上

、
原

子

力
防
災

対
策
、
核
廃
棄

物
対

策
・
核

不
拡

散
対

策
、
核

テ
ロ

対
策

等
、
原

子
力

平
和

利
用

、

住
民

の
生

活
と

福
祉

の
向

上
に

貢
献

す
る

世
界

共
通

の
原

子
力

科
学

技
術

を
受

け
入

れ
る

国
際
的

社
会
基

盤
構
築

に
貢

献
で

き
る

人
 

 

―
―

＞
原

子
力

技
術

を
受

け
入

れ
る

社
会

基
盤

を
構

築
し

、
原

子
力

を
社

会
に

マ
ッ

チ
ン

グ
さ

せ
る

人
材

 

 （
３
）
 原

子
力

科
学

技
術

の
創

出
、

技
術

革
新

(
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

)
の

推
進

に
お

い
て

、
世

界
的

な
先
導

役
を
果

た
せ
る

人
材

 

 ―
―

＞
新

し
い

原
子

力
科

学
技

術
を

研
究

す
る

人
材
（

起
業

精
神

等
に

あ
ふ

れ
た
「

出
る

杭
」
を

育
成

す
る

）
原

子
力

科
学

技
術

の
創

出
・

革
新
（

知
の

創
造

）
基

礎
・
基

盤
分

野
 

 

上
記
の
人
材
像
育
成

に
お
い

て
は

、
産

業
界

、
公

的
研

究
機

関
、
大

学
が

そ
れ

ぞ
れ

の
役

割
を

果

た
す
べ
き
で
あ
る
が
、
基

本
的

に
は

そ
の

育
成

の
基

礎
と

な
る

大
学

教
育

の
役

割
が

も
っ

と
も

重
要

で
は
あ
る
。
ま
た
、
今
後
は
、
国
家
戦
略
と
し
て
、
産
官
学
が
よ
り
強
い
連
携
を
図
り
、
協
力
し
合

っ
て
育
成
す
べ
き
あ
る

。
 

 

3
.
2
 
今
後
の
取
り
組
み

に
向
け

て
の

提
言

 

原
子
力
を
取
り
巻
く

グ
ロ
ー

バ
ル

な
新

し
い

展
開

に
対

す
る

対
応

は
、
長

期
的

な
展

望
を

持
っ

て
、

国
内
の
産
官
学
の
強
い
連
携
の
下
に
、
更
に
「
戦
略
的
国
際
連
携
」
へ
と
発
展
さ
せ
て
、
国
際
協
力

を
基
に
グ
ロ
ー
バ
ル
に

研
究
・
開

発
、
人

材
育

成
を

進
め

る
こ

と
が

重
要

で
あ
り

、
不

可
欠

で
あ

る
。
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特
に

、
科

学
技

術
立

国
を

国
是

と
し

て
い

る
我

が
国

に
お

い
て

は
、
こ

の
分

野
に

お
け

る
国

際
的

人
材

育
成

は
、

将
来

、
我

が
国

の
原

子
力

産
業

の
国

際
的

な
発

展
を

支
え

る
重

要
な

基
礎

で
あ

り
、

我
が

国
が

、
こ

れ
ま

で
培

っ
て

き
た

原
子

力
科

学
技

術
に

関
す

る
実

績
を

基
盤

と
し

て
、
我

が
国

の

国
際

化
、
国

際
競

争
力

の
強

化
、
国

際
社

会
へ

の
貢

献
を

積
極

的
に

推
進

す
る

こ
と

が
肝

要
で

あ
る

。
 

 具
体

的
に

は
、

国
際

原
子

力
機

関
（

I
AE
A
:
 
I
n
t
e
r
n
a
t
i
o
n
a
l
 
A
t
o
m
i
c
 
E
n
e
r
g
y
 
A
g
e
n
c
y
）
、

世

界
原

子
力

大
学

(
W
N
U
:
 
W
o
r
l
d
 
N
u
c
l
e
a
r
 
U
n
i
v
e
r
s
i
t
y
)
、

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
原

子
力

教
育

ネ
ッ

ト
ワ

ー

ク
機

構
(
E
N
E
N
:
 E
u
r
o
p
e
a
n
 N
u
c
l
e
a
r
 E
d
u
c
a
t
i
o
n
 N
e
t
w
o
r
k
)
、

I
A
E
A
の

ア
ジ

ア
原

子
力

教
育

ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
機
構
（
A
N
E
N
T
:
 A
s
i
a
n
 N
u
c
l
e
a
r
 E
d
u
c
a
t
i
o
n
 N
e
t
w
o
r
k
）
や
海
外
原
子
力
に
関
係
す
る

拠
点

大
学

や
拠

点
研

究
所

等
と

「
戦

略
的

に
連

携
」

し
て

、
「

グ
ロ

ー
バ

ル
原

子
力

教
育

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

（
G
N
E
N
:
 
G
l
o
b
a
l
 
N
u
c
l
e
a
r
 
E
d
u
c
a
t
i
o
n
 
N
e
t
w
o
r
k
）
」

を
構

築
し

、
我

が
国

の
次

世
代

の
優

秀
な

国
際

的
原

子
力

人
材

を
育

成
す

る
こ

と
が

肝
要

で
あ

る
。
科

学
・
技

術
力

の
み

な
ら

ず
、
哲

学

や
各

国
固

有
の

歴
史

や
文

化
を

理
解

し
、
高

い
国

際
・
社

会
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
、
デ

ィ
ベ

ー

ト
力

等
を

持
っ

た
次

世
代

の
国

際
的

リ
ー

ダ
ー

の
育

成
が

重
要

で
あ

る
。

 

 日
本

の
原

子
力

世
界

戦
略

の
一

環
と

し
て

、
国

際
原

子
力

人
材

育
成

の
た

め
の

国
際

連
携

を
構

築

す
る

。
国

内
連

携
は

そ
の

世
界

戦
略

を
支

え
る

基
盤

と
す

る
。

 

 こ
の

た
め

に
は

、
産

官
学

の
強

い
連

携
で

「
国

際
原

子
力

人
材

育
成

関
係

者
協

議
会

（
仮

称
）
」

を
日

本
原

子
力

学
会

の
主

導
の

下
に

設
立

し
、
我

が
国

の
み

な
ら
ず

、
米

国
や

欧
州
（

特
に

フ
ラ

ン

ス
）
の

人
材

育
成

に
関

す
る

調
査

や
、
特

に
近

隣
の
ア

ジ
ア

諸
国

に
お

け
る

人
材

育
成

活
動

や
我

が

国
へ

の
人

材
育

成
の

ニ
ー

ズ
に

関
す

る
調

査
・
分

析
を

し
、
今

後
我

が
国

と
し

て
必

要
と

な
る

国
際

原
子

力
人

材
の

需
要

と
供

給
予

測
や

育
成

戦
略
・
方
策

を
具

体
的

に
検

討
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。
 

 

当
面

の
具

体
的

な
取

り
組

み
に

向
け

て
の

提
言

 

国
際

原
子

力
機

関
（

I
A
E
A
）
、
世

界
原

子
力

大
学

(
W
N
U
)
、
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

原
子

力
教

育
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
機

構
(
E
N
E
N
)
、
ア

ジ
ア

原
子

力
教

育
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
機

構
（

A
N
E
N
T
）
、
海

外
原

子
力

に
関

係
す

る

拠
点

大
学

や
拠

点
研

究
所

等
と
「

戦
略

的
に

連
携

」
し

て
、
我

が
国

の
次

世
代

の
優

秀
な

国
際

的
原

子
力

人
材

を
育

成
す

る
具

体
的

取
り

組
み

の
提

言
を

以
下

に
記

す
。

 

 

(
1
)
 

国
際

原
子

力
機

関
（

I
A
E
A
）

 

I
A
E
A
の

国
際

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

制
度

を
活

用
し

て
、
国

際
的

な
原

子
力

の
平

和
利

用
活

動
に

関
す

る
知

識
や

国
際
・
社

会
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
等

を
習

得
す

る
た

め
、
ウ

イ
ー

ン
の

I
A
E
A
本

部
に

、
大

学
や

大
学

院
の

学
生

を
３

ヶ
月

～
半

年
間

程
度

派
遣

す
る

。
 

 各
大

学
が

競
争

的
に

個
別

で
実

施
す

る
こ

と
も

重
要

で
あ

る
が

、
派

遣
手

続
や

現
地

の
宿

舎
等

の
確

保
等

、
未

経
験

な
場

合
は

困
難

で
あ

る
の

で
、
学

会
が

ま
と

め
て

全
国

の
関

連
大

学
・

機
関

に
公

募
を

し
、

選
抜

し
て

派
遣

す
る

制
度

を
確

立
す

る
こ

と
が

望
ま

れ
る

。
（

東
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工
大
は
既
に
、
１
１
名
の
大
学
院
生
（
修
士
２
名
、
博
士
９
名
）
を
派
遣
し
た
実
績
を
有
す

る
の
で
、
そ

の
ノ
ウ
ハ

ウ
を

学
会

に
移

転
す

る
こ

と
も

可
能

で
あ

る
。
）

 

 

提
言
：
数
名

／
年
の
派

遣
 

 必
要
な
資

金
：
数

百
万
～

１
.
5
千

万
円

程
度

／
年

 

 

現
行

の
原

子
力

人
材

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

活
用

（
学

会
が

ま
と

め
て

公
募

で
き

る
よ

う
に

制
度
を
変
更

す
る
必

要
が

あ
る

が
）
が

挙
げ

ら
れ

る
が
、
別

途
、
国

際
原

子
力

育
成

の
た

め

の
新
た
な
資

金
支
援

策
を

政
府

と
交

渉
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。
さ

ら
に

、
原

子
力

関
連

の
産
業
界
等

か
ら
資

金
支

援
を

依
頼

し
、
派

遣
の

た
め

の
基

金
を

学
会

内
に

設
立

す
る

こ
と

を
提
言
す
る

。
 

 
 

ま
た
、
I
A
E
A
イ
ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
派

遣
の

み
な

ら
ず

、
I
A
E
A
の

正
規

職
員

と
し

て
若

手
を

積
極
的
に
派

遣
す
る

こ
と

は
、
こ

れ
ま

で
我

が
国

が
積

み
上

げ
て

き
た

原
子

力
科

学
・
技

術

を
基
に
、
核
不

拡
散
と

原
子

力
の

平
和

利
用

の
両

立
及

び
安

全
確

保
を

基
本

と
し

て
、
我

が

国
が
世
界
的

な
原
子

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

促
進

の
先

導
的

役
割

を
果

た
し

、
我

が
国

の
国

際

化
、
国
際

競
争
力

の
強
化

、
国

際
社

会
へ

の
貢

献
に

お
い

て
重

要
な

こ
と

で
あ

る
。
各

大
学

に
お
い
て
も

、
こ
の

よ
う

な
人

材
を

育
成

す
る

こ
と

が
望

ま
れ

る
。

 

 

(
2
)
 

世
界
原
子
力

大
学
（

W
N
U
）

 

W
N
U
は
、

ア
イ
ゼ
ン

ハ
ワ

ー
大

統
領

の
”

A
t
o
m
s
 
f
o
r
 
P
e
a
c
e
”

宣
言

の
5
0
周

年
記

念
に

当
た
る

2
0
0
3
年

に
、
国

際
機

関
（

I
A
E
A
、

O
E
C
D
/
N
E
A
）
と

原
子

力
産

業
界

の
国

際
的

な
機

関
（

W
N
A
、

WN
O
）

の
支

援
に

よ
り

設
立

さ
れ

、
（

日
本

か
ら

は
東

大
と

東
工

大
が

設
立

式
典

に
参
加
し
た

。
）
、

本
部
（

W
M
U
C
C
）

は
ロ

ン
ド

ン
に

あ
る

。
 

 

主
な
活
動
目

的
は
、

 

・
原
子
力
専

門
家
の

国
際

的
な

次
世

代
リ

ー
ダ

ー
の

育
成

（
若

手
、

中
堅

）
 

・
原
子
力
科

学
技
術

や
法

律
の

教
育

の
強

化
 

・
原
子
力
技

術
の
公

衆
の

理
解

の
促

進
 

等
で
あ
る
。

 

 

設
立

さ
れ

て
ま

だ
日

が
浅

い
が

、
現

在
、

特
に

注
目

す
べ

き
活

動
は

”
S
u
m
m
e
r
 

I
n
s
t
i
t
u
t
e
(
S
I
)
”

（
夏

季
セ

ミ
ナ

ー
）

で
あ

る
。

こ
の

夏
季

セ
ミ

ナ
ー

は
、

次
世

代
を

世

界
の
原
子
力

界
を
リ

ー
ド

す
る

若
手
（

参
加

資
格
：
3
5
歳

以
下

、
産

業
界

等
で

の
経

験
を

有

す
る
か
、
大
学
院

博
士
課

程
以

上
の

学
生

）
の

育
成

の
た

め
に

、
世

界
の

原
子

力
界

に
お

け

る
著
名
な
講

師
に
よ

る
講

演
や

小
グ

ル
ー

プ
に

よ
る

討
議

や
演

習
を

6
週

間
実

施
す

る
。
講

義
内
容
は
、
原
子
炉

物
理

や
放

射
線

等
の

原
子

力
の

基
礎

知
識

を
有

し
て

い
る

こ
と

が
前

提
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で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
、
地
球
環
境
問
題
、
核
不
拡
散
問
題
、
核
廃
棄
問
題
等
グ
ロ
ー

バ
ル
な
課
題
に
つ
い
て
、
講
演
し
、
受
講
者
間
で
議
論
を
す
る
。
こ
れ
ま
で
、
エ
ル
バ
ラ
ダ

イ
I
A
E
A
事

務
総

長
や

ブ
リ

ッ
ク

ス
元

I
A
E
A
事

務
総

長
等

が
講

演
を

し
て

い
る

。
2
0
0
5
年

夏

に
最

初
の

”
S
u
m
m
e
r
 
I
n
s
t
i
t
u
t
e
”

が
米

国
I
N
L
の

ホ
ス

ト
で

開
催

さ
れ

た
。

(
参

加
者

は

7
7

名
)
第

2
回

は
、

2
0
0
6

年
夏

ス
エ

ー
デ

ン
(
S
w
e
d
e
n
’

s
 
R
o
y
a
l
 
I
n
s
t
i
t
u
t
e
 
o
f
 

T
e
c
h
n
o
l
o
g
y
 
と

S
w
e
d
i
s
h
 C
e
n
t
e
r
 f
o
r
 N
u
c
l
e
a
r
 T
e
c
h
n
o
l
o
g
y
)
と

フ
ラ

ン
ス

（
C
E
A
：

施

設
見

学
）
が

ホ
ス

ト
で

開
催

さ
れ

、
第

3
回

は
2
0
0
7
年

夏
に

韓
国

(
K
A
E
R
I
)
が

ホ
ス

ト
で

開

催
さ

れ
た

。
2
0
0
8

年
は

カ
ナ

ダ
で

開
催

さ
れ

る
こ

と
が

決
定

さ
れ

て
い

る
。

こ
れ

ま
で

に

5
0
数

カ
国

、
2
7
0
名

の
卒

業
生

”
F
e
l
l
o
w
”

が
誕

生
し

、
国

際
的

な
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

構
築

し
、

各
国

で
活

躍
し

て
い

る
。

こ
れ

ま
で

、
日

本
か

ら
は

、
2
0
0
5
年

に
2
名

（
東

工
大

と

J
A
E
A
）
、

2
0
0
6
年

に
1
名

（
東

工
大

）
、

2
0
0
7
年

に
1
名

（
東

工
大

）
参

加
し

て
い

る
。

 

 各
大

学
が

競
争

的
に

個
別

で
実

施
す

る
こ

と
も

重
要

で
あ

る
が

、
学

会
が

ま
と

め
て

全
国

の
関

連
大

学
・
機

関
に

公
募

を
し

、
選

抜
し

て
派

遣
す

る
制

度
を

確
立

す
る

こ
と

が
望

ま
れ

る
。

 

 参
加

費
は

、
約

1
0
,
0
0
0
ド

ル
（

ユ
ー

ロ
）
（

参
加

費
：

受
講

料
、

宿
舎

、
食

費
等

。
た

だ

し
、

現
地

往
復

の
交

通
費

は
別

途
）

 

 提
言

：
数

名
／

年
派

遣
 

 必
要

な
資

金
：

１
千

万
円

程
度

／
年

 

 

現
行

の
原

子
力

人
材

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

活
用

（
学

会
が

公
募

で
き

る
よ

う
に

制
度

を
変

更
す

る
必

要
が

あ
る

が
）
が

挙
げ

ら
れ

る
が

、
別

途
、
国

際
原

子
力

育
成

の
た

め
の

新
た

な

資
金

支
援

策
を

政
府

と
交

渉
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。
さ

ら
に

、
原

子
力

関
連

の
産

業
界

等
か

ら
資

金
支

援
を

依
頼

し
、
派

遣
の

た
め

の
基

金
を

学
会

内
に

設
立

す
る

こ
と

を
提

言
す

る
。

 

 W
N
U
の

活
動

の
基

本
的

に
は

各
国

の
原

子
関

係
機

関
か

ら
の

職
員

の
派

遣
で

行
わ

れ
て

い

る
。
S
I
以

外
に

も
今

後
原

子
力

関
連

の
科

学
セ

ミ
ナ

ー
や

中
堅

ク
ラ

ス
の

将
来

の
幹

部
候

補

を
育

成
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

等
も

企
画

検
討

さ
れ

て
い

る
。
我

が
国

が
世

界
的

な
原

子
力

人
材

育
成

の
先

導
的

役
割

を
果

た
す

た
め

に
も

、
我

が
国

が
ロ

ン
ド

ン
の

本
部

に
職

員
を

派
遣

し
、

S
I
を

始
め

今
後

の
M
N
U
の

ト
ッ

プ
マ

ネ
ー

ジ
メ

ン
ト

に
積

極
的

に
参

画
、
世

界
の

原
子

力
人

材
育

成
に

貢
献

す
べ

き
で

あ
る

。
ま

た
、

2
0
1
0
年

に
S
I
が

ア
ジ

ア
地

区
で

開
催

さ
れ

る
予

定
で

あ
る

。
そ

れ
を

わ
が

国
に

誘
致

し
、
我

が
国

が
国

際
原

子
力

人
材

育
成

の
先

導
的

役
割

を
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。
海

外
で

は
C
E
A
等

国
の

研
究

機
関

が
職

員
を

派
遣

し
て

い
る

例
も

認
め

ら
れ

る
。
わ

が
国

も
適

切
な

機
関

が
職

員
を

派
遣

す
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
こ
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の
国
際
貢
献

に
つ
い
て

は
、

早
急

に
関

係
各

所
と

検
討

・
調

整
を

開
始
す

べ
き

で
あ

る
。

 

 (
3
)
 

ヨ
ー
ロ

ッ
パ
原

子
力
教

育
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
機

構
(
E
N
E
N
:
 E
u
r
o
p
e
a
n
 N
u
c
l
e
a
r
 E
d
u
c
a
t
i
o
n
 

N
e
t
w
o
r
k
)
 

E
N
E
N
は

2
0
03

年
9
月

に
、

高
度

な
原

子
力

教
育

と
知

識
伝

承
を

目
的

と
し

て
、

設
立

さ

れ
、
現
在
ヨ

ー
ロ
ッ

パ
の

1
8
カ

国
4
4
機

関
が

参
加

し
て

い
る

。
本

部
は

、
C
E
A
サ

ク
レ

ー

研
究
所
内
に

あ
る
。
原
子

力
工

学
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

理
学

修
士
号
（

E
M
A
N
E
:
 

E
u
r
o
p
e
a
n
 M
a
s
t
e
r
 

o
f
 
S
c
i
e
n
c
e
 
i
n
 
N
u
c
l
e
a
r
 
E
n
g
i
n
e
e
r
i
n
g
）

を
授

与
し

て
い

る
。

原
子

炉
運

転
、

中
性

子

測
定

、
原

子
炉

安
全

性
等

の
講

義
を

含
む

原
子

炉
物

理
実

験
コ

ー
ス

(
E
u
g
e
n
e
 
W
i
g
n
e
r
 

C
o
u
r
s
e
)
 
が

2
0
0
3
年
か

ら
毎

年
開

始
し

て
い

る
。

そ
の

他
、

各
種

専
門

分
野

の
教

育
コ

ー

ス
（
セ
ミ
ナ

ー
）
が

毎
年

準
備

さ
れ

て
い

る
。

 

ヨ
ー
ロ
ッ
パ

の
国
で

な
く

て
も

加
盟

す
る

こ
と

が
（

”
A
s
s
o
c
i
a
t
e
d
 
M
e
m
b
e
r
”

と
し

て
）

可
能
で
あ
る

。
（
加

盟
費
約

5
0
万

円
／

年
）

 

 

E
N
E
N
 
教
育

プ
ロ
グ
ラ

ム
へ

の
参

加
は

、
各

大
学
・
機

関
が

個
別

で
実
施

す
る

こ
と

が
基

本

と
考
え
る
。

 

 (
4
)
 

ア
ジ
ア

原
子
力

教
育
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
（

A
N
E
N
T
）

 

I
A
E
A

の
原

子
力

知
識

管
理

活
動

の
一

環
と

し
て

、
A
N
E
N
T
(
A
s
i
a
n
 
N
e
t
w
o
r
k
 
f
o
r
 

E
d
u
c
a
t
i
o
n
 i
n
 N
u
c
l
e
a
r
 T
e
c
h
n
o
l
o
g
y
)
は

、
ア

ジ
ア

地
区

の
原

子
力

教
育

の
強

化
を

目
的

と
し
て
設
立

さ
れ
た

。
A
N
E
N
T
設

立
の

た
め

の
準

備
の

た
め

に
、
2
0
0
3
年

に
韓

国
で

、
韓

国

原
子
力
研
究

所
（
K
A
E
R
I
）

と
共

催
で

、
A
N
E
N
T
に

関
す
る

す
る

I
A
E
A
諮

問
会

議
が

開
催

さ

れ
た
。
第

1
回
の

A
N
E
N
T
の

会
議

理
事

会
が

2
0
0
4
年

に
マ

レ
ー

シ
ア

で
開

催
さ

れ
た

。
現

在
、
1
2
カ

国
（
オ

ー
ス
ト

ラ
リ

ア
、
中

国
、
イ

ン
ド

、
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
、
韓

国
、
マ

レ
ー

シ

ア
、
モ
ン
ゴ

ル
、
パ
キ

ス
タ

ン
、
フ

ィ
リ

ピ
ン

、
ス

リ
ラ

ン
カ

、
タ

イ
、
ベ

ト
ナ

ム
）
が

加

盟
し
て
い
る

。
日
本

は
2
0
0
8
年

に
東

工
大

が
加

盟
し

た
。

ア
ジ

ア
地

区
の

原
子

力
科

学
技

術
の
ニ
ー
ズ

や
原
子

力
発

電
所

の
建

設
ニ

ー
ズ

が
高

ま
っ

て
い

る
現

状
か

ら
す

る
と

、
早

急

に
日
本
も
、
I
A
E
A
と
協

力
し

て
、
A
N
E
N
T
を

ベ
ー

ス
に

ア
ジ

ア
地

区
の

原
子

力
教

育
の

支
援

に
貢
献
す
べ

き
で
あ

ろ
う

。
現

在
は

韓
国

K
A
E
R
I
が

A
N
E
N
T
活

動
を

主
導

し
て

い
る

。
し

か

し
、

ア
ジ

ア
地

区
の

原
子

力
教

育
・

訓
練

の
支

援
に

つ
い

て
は

、
A
N
S
N
(
A
s
i
a
n
 
N
u
c
l
e
a
r
 

S
a
f
e
t
y
 N
e
t
w
o
r
k
)
や

F
N
C
A
(
F
o
r
u
m
 f
o
r
 N
u
c
l
e
a
r
 C
o
o
p
e
r
a
t
i
o
n
 i
n
 A
s
i
a
)
と
の
関
係

を

ど
う
す
る
か
整

理
が
必

要
で

あ
る

。
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(
5
)
 

留
学

生
・

研
修

生
の

受
け

入
れ

 

海
外

か
ら

の
留

学
生

に
対

し
て

は
、

大
学

で
の

教
育

に
、

企
業

の
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
を

組
み

込
む

こ
と

が
重

要
で

は
あ

る
が

、
修

士
・
博

士
修

了
後

、
母

国
の

基
盤

原
子

力
組

織
に

帰
る

前
に

、
大

学
と

連
携

し
て

、
J
A
E
A
や

産
業

界
に

お
い

て
ポ

ス
ド

ク
等

で
期

限
付

き
で

の

雇
用

や
研

修
を

可
能

に
す

る
原

子
力

国
際

戦
略

教
育

研
究

シ
ス

テ
ム

の
構

築
が

望
ま

れ
る

。
 

 

3
.
3
 

各
界

の
役

割
 

（
1
）

 
大

学
 

2
.
4
章

で
述

べ
た

要
請

に
こ

た
え

る
た

め
に

は
、
「

原
子

力
科

学
技

術
と

世
界

倫
理

＊
に

裏

打
ち

さ
れ

た
高

い
専

門
知

識
を

有
し

、
自

由
な

発
想

と
全

体
を

見
通

す
能

力
を

有
し

た
「

個

性
輝

く
」

国
際

的
科

学
技

術
者

を
育

成
す

る
。
」

こ
と

が
肝

要
で

あ
る

。
 

＊
：
世

界
平

和
を

願
う

心
。
A
t
o
m
s
 
f
o
r
 
P
e
a
c
e

の
心

。
 

 

そ
の

た
め

に
は

、
従

来
の

修
士

論
文

や
博

士
論

文
指

導
や

古
典

的
な

原
子

力
教

育
研

究
の

み
な

ら
ず

、
①

国
際

水
準

の
講

義
（

国
際

水
準

を
満

た
す

講
義

内
容

を
構

築
し

、
O
C
W
を

充

実
さ

せ
る

。
）
②

 
英

語
で

の
講

義
（

留
学

生
に

英
語

で
十

分
な

講
義

を
行

う
。
）
③

 
国

際

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
（

優
秀

な
学

生
を

国
内

だ
け

で
な

く
世

界
中

か
ら

集
め

る
た

め
に

、
国

際
的

な
人

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

作
る

。
）

や
博

士
課

程
学

生
に

対
し

て
も

、
コ

ー
ス

ワ
ー

ク
と

し

て
、
以

下
の

よ
う

な
グ

ロ
ー

バ
ル

セ
キ

ュ
リ

テ
イ

＆
国

際
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

分
野

の
教

育
も

実
施

す
べ

き
で

あ
る

。
 

 
・

 
国

際
エ

ネ
ル

ギ
ー

セ
キ

ュ
リ

テ
イ

戦
略

 
・

 
地

球
環

境
セ

キ
ュ

リ
テ

イ
戦

略
 

・
 
原

子
力

国
際

法
（
原

子
力

安
全

条
約

、
核

不
拡

散
国

際
条

約
、

核
廃

棄
物

国
際

条

約
）
 

・
 
国

際
政

治
学

、
国

際
経

済
学

 
・

 
哲

学
、

歴
史

、
世

界
倫

理
、

文
化

、
異

文
化

融
合

 
・

 
語

学
（
特

に
、

英
語

能
力

）
 

 
ま

た
、

博
士

課
程

の
学

生
に

対
し

て
も

、
国

内
の

み
な

ら
ず

長
期

的
な

海
外

イ
ン

タ
ー

ン

シ
ッ

プ
や

フ
ィ

ー
ル

ド
ワ

ー
ク

を
重

視
し

、
学

生
が

積
極

的
に

参
加

で
き

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
場

合
に

よ
っ

て
は

必
修

科
目

と
し

て
）

を
準

備
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

 

 

(
2
)
 

国
 

こ
れ

ま
で

我
が

国
が

積
み

上
げ

て
き

た
原

子
力

科
学

・
技

術
を

基
に

、
核

不
拡

散
と

原
子

力
の

平
和

利
用

の
両

立
及

び
安

全
確

保
を

基
本

と
し

て
、
我

が
国

が
世

界
的

な
原

子
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
促

進
の

先
導

的
役

割
を

果
た

す
こ

と
が

重
要

で
あ

り
、
そ

の
た

め
に

は
、
我

が

国
の

原
子

力
研

究
・
開

発
機

関
（

大
学

を
含

め
）
及

び
原

子
力

産
業

が
国

際
的

に
一

層
強

い
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競
争
力
と
先

進
力
を
持

つ
よ

う
に

体
質

を
強

化
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ
り

、
そ

の
た

め
の

中

長
期

的
な

国
家

戦
略

の
構

築
が

必
要

で
あ

る
。

そ
の

国
家

戦
略

の
要

が
、
「

国
際

的
原

子
力

人
材

育
成

」
で

あ
る

。
 

 こ
の

た
め

の
わ

が
国

と
し

て
も

国
際

原
子

力
人

材
育

成
に

向
け

ら
統

合
的

な
国

家
基

本
的

戦
略
を
早
急

に
構
築

し
、
そ

の
実

現
を

裏
打

ち
す

る
た

め
の

財
政

対
策

を
検

討
す

べ
き

で
あ

る
。
 

 (
3
)
 

産
業
界

 

産
業

界
で

は
既

に
国

際
的

な
統

合
や

提
携

が
進

ん
で

お
り

、
こ

の
状

況
の

中
で

Ｏ
Ｊ

Ｔ
等

の
実
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

業
務

を
通

し
て

国
際

的
人

材
育

成
に

努
め

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

 

今
後

も
、

国
際

協
力

の
基

、
ク

リ
ー

ン
な

安
定

エ
ネ

ル
ギ

ー
源

と
な

る
原

子
力

発
電

施
設

の
建
設
、
原

子
力
の

安
全

性
と

信
頼

性
の

向
上

、
原

子
力

技
術

開
発

の
推

進
に

取
組

む
こ

と

で
国
際
原
子
力

人
材
の

育
成

に
努

め
る

こ
と

が
重

要
で
あ

る
。

 

 ま
た

、
海

外
か

ら
の

留
学

生
に

対
し

て
は

、
在

学
中

に
企

業
で

の
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
を

受
け
入
れ
、
修
士
・
博

士
終

了
後

に
は

期
限

付
き

で
の

雇
用

や
研

修
行

う
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。
 

 

(
4
)
 

J
A
E
A
 

開
発

技
術

の
国

際
標

準
技

術
化

や
、

開
発

期
間

短
縮

、
施

設
・

予
算

・
要

員
有

効
活

用
、

研
究

開
発

リ
ス

ク
低

減
と

い
っ

た
研

究
開

発
の

効
果

的
・

効
率

的
推

進
の

視
点

に
立

っ
て

、

関
係
者
・
関

係
機
関

と
協

力
し

て
、
国

際
共

同
研

究
や

国
際

共
同

作
業

を
含

む
国

際
協

力
を

進
め
て
い
く
中

で
、
国

際
原

子
力

人
材

の
育

成
に

意
識

的
・
組

織
的

に
取

り
組

ん
で

い
く

こ

と
が
期
待
さ
れ

る
。
 

 

(
5
)
 

日
本
原
子

力
学
会

 

以
上

の
検

討
結

果
を

基
に

、
次

世
代

を
担

う
に

原
子

力
国

際
人

材
育

成
に

つ
い

て
、

学
会

内
で
の
基
本
戦

略
を
早

急
に

策
定

し
て

、
関

係
各

所
に

そ
の

実
現

に
向
け

、
先

導
す

る
こ

と

が
望
ま
れ
る
。

 

16
 

17
 

添
付

資
料

 

 １
．

 
国

際
原

子
力

人
材

育
成

基
本

方
針

検
討

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
の

構
成

員
及

び
開

催
日

 

２
．

 
I
A
E
A
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ
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国
際

原
子

力
人

材
育

成
基

本
方

針
検

討
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

構
成

員
及

び
開

催
日

 

 (1
) 

構
成

員
 

 
秋

友
 

典
夫

 
三

菱
重

工
業

株
式

会
社

 

 
 

 
原

子
力

事
業

本
部

 
原

子
力

技
術

統
括

室
 

室
長

 

主
査

 
小

川
 

雅
生

 
駒

沢
大

学
医

療
健

康
科

学
部

教
授

(*
1
)  

 
 

 
東

京
工

業
大

学
名

誉
教

授
 

幹
事

 
北
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琢
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独

立
行

政
法

人
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原
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研
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熊
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子
力

調
査

グ
ル

ー
プ

 
課

長
 

幹
事

 
齊

藤
 

正
樹

 
東

京
工

業
大

学
原

子
炉

工
学

研
究

所
 

教
授

 

 
坂

田
 

文
彦

(*
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茨
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大
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茨
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研
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参考資料 b) 大学における国際的な取組みの例（「原子力国際人材育成の必要性と戦略」

（原子力システム研究懇話会）に記載のあった大学の取組みを抜粋） 

大 学 プログラム名 国際的取組みの概要 

グローバル COE プロ

グラム「世界を先導

する原子力イニシア

チブ」(H19 より) 

 カリフォルニア大学バークレー校に交流室を設け、若手を常駐。

インターネットテレビ会議によりゼミ、コロキュウムの開催。 

 博士院生の自身のプラニングによる海外訪問・交流 

 「原子力発電プラント」、「放射線計測」、「放射線廃棄物・社会論」

の 3種類の国際サマースクールの開催。2009 年夏に、米、中、韓

の若手、院生約 60 名が参加する原子力発電プラント国際サマー

スクールを東海村で開催。今後も、日米中韓の順番で開催予定。

原子力特別コース 

(H1 より) 

外国人大学院生向けの奨学金付の原子力特別コース 

東京大学 

大学院原子力国際専

攻 

 国際保障学講座で、国際原子力政策特論（世界の原子力政策・不

拡散政策）、国際原子力プロジェクト特論（世界の原子力平和利

用および不拡散に係るプロジェクト）、国際保障措置特論（国際

保障措置システムの政策・技術の詳細）のシリーズ講座を実施 

 学生の国内インターン（原子力機構、日本原燃、核物質管理セン

ター）、IAEA 等国際機関へのインターン派遣 

21 世紀 COE プログラ

ム国際拠点形成活動

(H15～H19) 

 大学院生の IAEA のインターンシップへ 3ヶ月程度派遣。2009 年
までに計 15 名派遣 

 世界原子力大学 WNU に 2005～2007 年まで毎年 1名ずつ派遣 
 アジア原子力教育ネットワーク ANENT に加盟 
 ヨーロッパ原子力教育ネットワーク ENEN に 2009 年に加盟。学生

の派遣、受入を行う予定。 

東京工業

大学 

経産省原子力人材育

成プログラム(チャ

レンジ原子力体感プ

ロ グ ラ ム )(H19 ～

H21) 

原子核工学専攻在籍の修士・博士学生を対象に IAEA にインターンシ

ップとして毎年度 2名派遣 

グローバル COE プロ

グラム「地球温暖化

時代のエネルギー科

学拠点-CO2 ゼロエミ

ッションをめざして

－」 

(2008～2012) 

 持続可能なエネルギーと環境(SEE)会合の開催 

 アジア太平洋圏 8ヶ国の連携ネットワークとして Expression of 

Intent on New Energy Initiatives の採択(2006) 

 2009 年にバンコク、ジャカルタで開催 

「魅力ある大学院教

育」イニシアティブ 

(2007～2008) 

国際学会での発表や国外研修に単位を認定する制度の導入 

京都大学 

  大学院エネルギー科学研究科で、2001 年から博士後期課程 3年間

に 1学年 8名の国費留学生の受入。英語による教育の実施。 

 臨界実験装置 KUCA の大学院生実験で、韓国 6 大学、スウェーデ

ン 1大学の大学院生の教育を実施。 

東海大学 「アジア人財資金構

想」－「原子力発電

分野における高度人

材育成プログラム

GIANT」(2008～) 

 東海大学を管理法人として、各プラントメーカー、燃料加工メー
カー、電力、商社からなる産学連携コンソーシアムが構築 

 アジアトップクラスの理工系学部を卒業した留学生を対象とし
て、奨学金支給、日本企業での就職支援 

 原子力工学関連の修士課程のカリキュラムと「高度専門教育プロ
グラム」、日本企業就職支援プログラム、工場・発電所等でのイ
ンターンシップの実施 

 現在、タイ、ベトナム、インドネシア、モンゴル、カザフスタン
の 8名の留学生が参加 
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参考資料 c) IAEA、 OECD、 ITER 機構での日本人の活躍支援についての関係者へのイン

タビュー結果  

 

 

IAEA、 OECD、 ITER機構等の国際機関での日本人の活躍を支援するための研修制度等について、

これら国際機関の現、元職員や国際機関に関連する業務に従事している関係者にインタビューを

行った。 

これらは、今後国際機関での日本人の活躍を促進していくうえで参考になると思われるので、

以下にほぼ原文のまま掲載する。 
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１．IAEA 日本人職員 A氏の意見 
 

Q1. 天野新 IAEA 事務局長を支援する相当数の優秀な日本人職員がそもそも必要でしょうか。 

A1. 事務局長を直接支援する人材を置く事はありえるとは思いますが、この点はまさに新事務局

長のお考えによるところかと思います。少数を置くことは考えられますが、相当数となる事はな

いと思います。内部より外部から支援する人材が多く必要になると思います。 

新事務局長を間接的に支援するために、多くの人材を IAEA に出す事は大変重要と思います。

この点は言うまでも無いことかと思います。 

 

Q2. もし必要だとして、上記のような研修コースが有効となるように研修の設計は可能でしょう

か。 

A2. 直接支援する人材に要請される能力は研修を通じて得るようなものではない事はご承知の

通りかと思います。間接的に支援するために、多くの人材を IAEA に出すためには、採用試験を

通ることが必要になりますが、このための研修はあり得るかと思います。 

 

Q3. もし可能だとして、研修生の対象はどこら辺にターゲットを置けばよいでしょうか。 

A3. 採用試験のための研修と考えれば、P3 から P5 が対象かと思います。 
 

Q4. また、研修では例えば、どのような科目が必要でしょうか。 

A4. 応募書類の書き方、面接の仕方が直ぐに思い付くところですが、この他には業務品質管理な

どどの分野にも共通する事項としてあるかと思います。採用後に必要な能力としては、多種のカ

ルチャーが混在する中でのコミュニケーションも重要な点なのですが、研修ということと馴染む

かどうか？？？なお、語学は言うまでもありませんが大変重要です。私など何時まで経っても進

歩が無く、いまだに理解できずにいます。この点は、どうしたら解決できるのか私にはわかりま

せん。英語というよりは文化の違い？？ 

 

Q5. 研修コースの期間はどの程度が適当でしょうか。 

A5. 上記のような科目は座って勉強したら身につくものではなさそうです。研修をし、それを踏

まえて実践し、また研修と。繰り返しが必要な科目かと思います。IAEA の中の研修でも、そう

したステップを取る研修があります。 

 

Q6. その他、研修以外で有効なことがあるでしょうか。 

A6. 今更言うまでも無いことかと思いますが、人材育成、人材派遣は短期的なものではないので、

中長期的な視点を持てるような環境が重要な気がします。IAEA に来て感じる事は、日本人（日

本国と言うと対象がハッキリしなくなるので、あえて日本人と言わせて頂きますが）の国際化が

最も遅れていると感じる事です。この点を解消できれば多くの問題が解決でききるような気がし

ます。 
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２．IAEA 日本人職員 B氏の意見 

 

Q1. 天野新 IAEA 事務局長を支援する相当数の優秀な日本人職員がそもそも必要でしょうか。 

A1. 公式非公式に直接間接に優秀な日本人職員は必要だと思います。ただ、うまい説明は難しい

です。以下は、思いつくままに書いてみます。健全な運営は、優秀な人材と安定した収入（拠出

金）確保であり、それが新 DG(Director General)の新政策やその実施を支えます。出資金割合

と職員出身国は、ある程度見合った割合であることが健全で安定した運営だと思います。新 DG

は、国際人として働くのが原則ですが、わたしが DG 選を近くてみた経験からして、日本人 DG と

いう受け止め方はかなり強いです。今の普通でない日本人スタッフ数は、新 DG にはマイナスな

ので普通の状態に早くしたほうがよいです。例えば、高位の日本人来訪者が現 DG や

DDG-MT(Deputy Director General for Management)を表敬訪問すると、必ず日本人職員を増やす

ためにいい人材の応募を頼まれると聞きます。新 DG は今後そういう場面でどう対応するのでし

ょうか。スタッフ国のバランスは即、IAEA 会議や会合における開催国や出席者や専門家のバラ

ンスにも反映されます。わたしは、国際機関であれば会議会合の結果がいくらよくても特定の国

や地域がリードした形では他の加盟国や国連本部から運営上の高い評価は得られないと見てい

ます。正確な数字はわかりませんが、職員数の少ない日本は この点での IAEA への貢献も少な

いでしょう。IAEA 会議ではないですが、WNU もその例だと思います。現場の声は 日本で会議会

合を開催したいけど（日本に出張を希望するスタッフや専門家は多い－観光だけでなく知的な好

奇心とか原子力開発への期待が大です）手続きが面倒とか協力機関が見つからないとか、日本か

らの発表数が少ないとか、出てきてもおとなしくて発言が少ないとか、などです。これは特殊な

日本の制度や国民性を理解してうまく交渉できるスタッフが現場に少ないためです。極端にいう

と、よほどの日本通か本物の日本人でないとできないかもしれません。わたしは内部にいて強く

感じます。あとは新 DG が日本人スタッフから内部情報を得ることができる－なんて大っぴらに

はできないので公式の理由にはならないですね。 

 

Q2. もし必要だとして、上記のような研修コースが有効となるように研修の設計は可能でしょう

か。 

A2. 大いに可能だと思います。わたしのケースも旧日本原子力産業会議(JAIF)での実務のほか

JAIF の国際研修講座に出席したり担当したときの経験や知識が、応募も今も大いに役立ちまし

た。原子力機関勤務の日本人は全般的に IAEA 応募にあたり原子力の知識やマネジメント能力は

すでに十分ある。不足しているのは英語即戦力や表現力だけと言っても過言でない。英語を聞く

能力よりもグループで話したりまとめたりする能力が必要。その点 JAIF が以前開催した講座は

的を得ていたのでは。JAIF も再編にあたり断念したが新しい形で再開したい意向がある。 
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Q3. もし可能だとして、研修生の対象はどこら辺にターゲットを置けばよいでしょうか。 

A3. 文系理系を問わず IAEA や国際組織に関心あってその適性のある人材がターゲットです。き

っかけは業務命令でも個人の意思であっても本人のやる気や国外勤務向きがないと結局インタ

ビューや現地での勤務はうまくいかないので投資は無駄になります。理科系は IAEA は研究職が

少ないので来てみてガッカリかもしれません。国際経験を積んでかつ帰国後も活躍するにはいい

ポストを選ぶ必要があるでしょうね。文科系は逆に IAEA 応募をしり込みする傾向があると察し

ます。ただ JAEA レベルの文系にはたくさんのチャンスがあります。そういう情報を提供する必

要があると感じます。 
 

Q4. また、研修では例えば、どのような科目が必要でしょうか。 

A4.JAIF の国際研修講座の改良版でやはり英語中心がいいと思います。英語というと企画が通ら

ないかもしれないので国際論とか異文化コミュニケーションとか討論議論ディベートとか？経

験談も有益ですが、堅苦しい話だとあまり参考にならないかも。 

 

Q5. 研修コースの期間はどの程度が適当でしょうか。 

A5. 移動を入れて月から金の 5日間が負担なく緊張感続いていいかも。その代わり夜を使う。た

だ時間の感覚はよく覚えていません。 

 

Q6. その他、研修以外で有効なことがあるでしょうか。 

A6. 新 DG 支援であれば JAEA が日本で IAEA 会議をホストや後援したり、国外の IAEA 行事に発表

者や出席者を送りだすことが目に見えて有効です。これに関わった JAEA 職員が IAEA 勤務に関心

もって応募するのは理想的で説得力があります。IAEA むけの人材養成に有効なことは、ひとつ

は上記のような機会に IAEA と接することです。目だった活躍あれば、その場で応募を誘われる

こともあるそうです。その他、国内での専用研修のほか 人材の国際化や IAEA など UN 機関勤務

の準備策として 以下を加えます。 

●国外の研修やワークショップへの出席：例 

・Various training courses by European Nuclear Education Network (ENEN)  

・Summer Institute by World Nuclear University  

・IAEA School on Nuclear Knowledge Management by NKM Unit, NE 

 

●国外での国際会議や学会 

・International Youth Nuclear Congress by IYNC 

・Various conferences by ANS, ENS, etc. 

 

●国内での国際業務 

・Various fellowships and training courses by JAEA 

・IAEA Technical Cooperation including RCA 

・Regional Cooperation including FNCA 
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３．元 IAEA 日本人職員 C氏の意見 

 

Q1. 天野新 IAEA 事務局長を支援する相当数の優秀な日本人職員がそもそも必要でしょうか。 

A1. 必要だと思います。天野新事務局長を支援すると言うことだけではなく、IAEA での日本の

プレゼンスを高めるために職員数を増やすべきです。 

 

Q2. もし必要だとして、上記のような研修コースが有効となるように研修の設計は可能でしょう

か。 

A2. 出来るような気がします。 

 

Q3. もし可能だとして、研修生の対象はどこら辺にターゲットを置けばよいでしょうか。 

A3. 原子力機構、大学の先生方、原子力関連企業及び団体の中堅職員 
 

Q4. また、研修では例えば、どのような科目が必要でしょうか。 

A4. IAEA の使命、IAEA の組織及び業務内容、職員採用試験の内容、応募の仕方、面接試験の受

け方の講義と実習、などだと思います。 

 

Q5. 研修コースの期間はどの程度が適当でしょうか。 

A5. 2,3 日で充分だと思います。 

 

Q6. その他、研修以外で有効なことがあるでしょうか。 

A6. （1）普段から原子力科学技術の成果を挙げておく 

（2）英語及びその他の外国語を上達しておく。 

（3）国際会議などの参加、外国人研修生の受け入れなどをし、国際経験を積む。 

（4）上に示した 3つの要件を充実させ、内容豊かな CV を作る努力。 
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４．元 IAEA 日本人職員 D氏の意見 

 

Q1. 天野新 IAEA 事務局長を支援する相当数の優秀な日本人職員がそもそも必要でしょうか。 

A1. DG(Director General)は国際機関のトップであって中立であるべきなので、自分の国のため

に何かをしたり、自分の国の人間を周りにおいて支援してもらったりするのはまずいでしょう。

よって DG 支援という理由で、日本人職員を入れるのは不要だと思います。ただ、日本は米国と

並んで under representation の最たる国で、さらに、管理職はほとんどいない状態です。日本

人が DG になれば、我が国からそれなりの人的貢献も期待されるので、「相当数の優秀な日本人職

員」を送り込んで、P5 以上のポストをいくつかとるべきです。それに、そうすることが、IAEA

を本当に利用するための手段だと思います。最初から P5 以上として入るのはかなり困難なので、

P4 以下の若手職員を送り込み、数年後に、再度 P5 以上として行ってもらうという長期戦略も必

要です。 

 

Q2. もし必要だとして、上記のような研修コースが有効となるように研修の設計は可能でしょう

か。 

A2. IAEA で仕事が順調にできるためには、本人の性格や社交性や管理能力、専門知識、語学力

などの、研修では簡単に変わらない要素が重要なので、役に立つ研修を設計するのはとても難し

いですね。 

 

Q3. もし可能だとして、研修生の対象はどこら辺にターゲットを置けばよいでしょうか。 

A3. ターゲットは大きく 2つに分けられると思います。国際機関未経験の若手対象と、P5 以上

の管理職候補対象です。その境目は年齢でいうと約 40 才。 

 

Q4. また、研修では例えば、どのような科目が必要でしょうか。 

A4. 世界各国の事情（経済、文化等）に関する一般知識。外人から見た日本国と日本人。国際協

力（二国間とマルチ）。IAEA の役割、組織、仕事の内容と流れ。マルチ文化の同僚や上司や部下

とうまくやっていく（うまくやるというのは、なにも仲良くするばかりではない）ための心構え。

応募申請書の書きぶりや、採用試験の面接時の態度のテクニック。仕事以外では、オーストリア

に住むことが精神的ストレスにならないよう、オーストリアやドイツ人の考え方・文化・習慣・

ルール等。日常生活、買い物、余暇の過ごし方。 

 

Q5. 研修コースの期間はどの程度が適当でしょうか。 

A5. 上記 A4 の講義（日本語）に、role play や難題に対処するような演習（英語！）も加える

と、3～4日でしょうか。（受講者の移動も考えて、月曜午後から金曜午前まで？） 

 

Q6. その他、研修以外で有効なことがあるでしょうか。 

A6. 言うまでもありませんが、いくら専門知識があっても、IAEA で P5 以上でやって行くには、

英検なら 1級、TOEIC なら 900 点以上、TOEFL（IBT）なら 100 点以上、TOEFL（PBT）なら 600 点

以上が、絶対必要条件だと思います。 
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５．元 OECD 日本人職員 E氏の意見 

 

Q1. IAEA や OECD/NEA などの国際機関に相当数の優秀な日本人職員がそもそも必要でしょうか。

A1. 日本のプレゼンスを高めるには必要と思いますし、その際には、数は力になると思います。

日本の原子力の世界に対するアピール度はあまりに低いし、欧米はいまだ対等にはみていないと

思います。 

ただ、どう、日本の原子力を国際社会を使って展開して行くか、国としてまた行政として明確

な方針があってその上で、対応を取るのなら、優秀な人が必要でしょう。その場合には、10 年

計画での人の配置と、ポストを戦略的にとっていく対応が必要でしょう。 

そうでないなら（現状がこれにあたると思いますが）、個人に任せるしかない。その人の仕事

に対する興味と、Carrier 形成に対する期待、職業選択の自由が決め手になるでしょう。また、

決して給料は高いものではないし、外国人が生活すれば大体そこで生活しているその国の人の倍

はかかると思いますので、言葉の不自由さからの生活上の問題と、仕事の満足度との兼ね合いで

決まるのではないでしょうか。 

 

Q2. もし必要だとして、上記のような研修コースが有効となるように研修の設計は可能でしょう

か。 

A2. これは、はっきりいって、わかりません。NEA に関して見れば、コストフリーは別とすると、

外国でする仕事に関しては、プロ中のプロが選ばれるわけで、研修で仕事が出来るようになると

いった、そう簡単なものではないと思うからです。 

また、付け焼刃でやっても、面接のはしはしで、本当のところはわかるからです。パネルで聞

いていれば、それはすぐわかります。採用する方は、その人の地をみて、本当のところ自分を出

している人を選びます。性格、人付き合いが良いこと、自分を出していることが、NEA では重視

されます。 

私の今回の NEA での 3年間で 8人（A3：3 人、B2：2 人、B3：2 人、A4：1 人）採用の経験から

は、一般化された研修など出来っこないし、無理だとの感触を持ちます。 

パネル対応の模擬形式の講習はできるかもしれないが、それが本当にその人の採用に役にたつ

かはわかりません。応募してくる人は、一匹オオカミがほとんど、仕事に関してはシビアー、人

の仕事には全く手を出さないのが普通です。協調性がないのは、かなりの減点となりますが、ま

ず、仕事ができることが第一であり、協調性と、仕事ができる、できないはあまり関係がなく、

雇ってみたら、グループを引っ掻きまわされたというのもある。自立して仕事が出来ないといけ

ないのは当然。 

NEA の採用は、基本的に、書面審査で、40-50 人の応募者（Long List）の中から、4-5 人（Short 

List: 最低 3人：仕事ができることの他に、性別、国別、年齢では差別しない）に絞り、そのあ

と一人 45 分から１時間のパネル（採用パネル：（4-5 人の人からなる採用グループ：担当課長（採

用する部門、課の長）1人、部門外の同じ領域の専門家１人、NEA 以外の OECD 内の似た領域の専

門家１人、人事部門１人から構成）で、仕事を中心とした話、チームワーク、抱負、何がしたい

か等の面接を経て、さらには、筆記試験（英語、フランス語による小論文）１時間、その後、次

長面接（15-30 分）が行われます。以上、かなりフェアーな競争での選別がなされるということ。

また、NEA では、大体、人となりが分かっている人を取るというのが原則。そのため、リファレ
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ンスとして、3人程度の身元保証人を挙げてもらい、最終段階で、そこへコンタクトして、パネ

ルの結果と齟齬がないかチェックして判断をするというプロセスを取っている。 

したがって、面接のコツとか、あとは、機関の概略、どういう人がいて、どのような仕事をし

ているか。ただ、例えば NEA に関して言えば、NEA の仕事のすべてを分かっている人はいないし、

紹介できる人もいないのではないかと思います。幅が広すぎるし、しかもその分野では、かなり

のプロの仕事ですから。 

 

Q3. もし可能だとして、研修生の対象はどこら辺にターゲットを置けばよいでしょうか。 

A3. ポストに応募している、受験者。将来応募することを考えている人。 

 

Q4. また、研修では例えば、どのような科目が必要でしょうか。 

A4. 面接のノウハウ（採用する方は、どういう人を取りたいと考えているか）。模擬面接の実施。

マルチカルチャー対応の仕方。 

 

Q5. 研修コースの期間はどの程度が適当でしょうか。 

A5. せいぜい 1日。 

 

Q6. その他、研修以外で有効なことがあるでしょうか。 

A6. 国際機関にアプライする人は、できるだけマルチカルチャーの体験を持つこと。日本人は、

まったくのモノカルチャーで、他人はすべて自分と同じだろうという認識の下にある。これが、

ほとんどすべてのミスアンダースタンディングの原因である。日本人は、一言いえば十伝わって

いると思っているが、現実は、何も伝わっていない、変なこと言ってるなーと思われるのが関の

山で、詳しくとことん話さないとだめなことが多かった。 

できる限り、自分の得意分野で、バックグラウンドを培って置く事が必要。国際会議での発表、

ワークショップでの英語での討論等で。日本にいる時から、外国人と付き合って、自分とはまっ

たく違う考えの人もいっぱいいることに慣れておく必要がある。そうでないと、行ってから、カ

ルチャーショックで大変なことになる。No が簡単にいえること。相手の間違いを、間違いとす

ぐ指摘できることも、仕事や生活をして行く上で重要なことではないかと思います。 
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ITER 機構の日本人採用状況について 

 

１．ITER 機構職員公募への日本からの応募の状況（応募者の所属機関、年令、職種）とポジショ

ン獲得状況 

 2006 年 12 月に ITER 機構職員公募がスタートし、2009 年 9 月までに公募されたポスト

は、専門職員が 241、支援職員が 200、全体で 441。 

 日本人の応募者は、専門職員が延べ 208 人、支援職員が延べ 101 人（ひとりで複数のポ

ストに応募できる）。 

 2009 年 9 月初め時点で、ITER 機構の日本人職員は、専門職員が 23 人、支援職員が 6人

（内定 1 人を含む）。ITER 機構職員公募で採用された人は専門職員 12 人、支援職員 4

人。残りは ITER 機構の前身である ITER 国際チーム員から移行。 

 2009 年 8月末時点の ITER 機構職員は専門職員 274 人、支援職員 119 人、全体で 393人。 

 日本人応募者の出身機関は、国内研究機関（原子力機構を含む）、国内メーカー、その

他の国内企業、在外企業、国際機関など。職種としては、研究者、エンジニア、事務職、

コンサルタント、コード開発、CAD デザイナー、秘書、販売、編集者など。応募者の年

齢は、30 歳前から 60 歳過ぎまで。 

 

２．どのような人がどのポジションをとって、どのような人が活躍しているのか。 

 ITER 機構日本人職員のポジションは下表のとおり。出身別に見ると、専門職員は、文

科省関係 2、原子力機構関係 10、メーカなどの企業 9、国内外研究所 2。支援職員は、

企業 5、原子力機構 1（内定）。（平成 21 年 9 月時点） 

 

３．応募者の希望の度合い、応募者の優秀度 

 ITER 機構職員公募では、応募資格などを規定した“Job Description”が職務ごとに定

められ、応募者は適切と考える希望のポストにいくつでも応募することができる。国内

では予備選考は実施されない。応募書類はすべて ITER 機構へ提出し、ITER 機構が書類

審査および面接試験を行う。 

 

４．ITER 機構への派遣中の派遣元での身分、帰国後の処遇の考慮の有無 

 派遣元を退職する場合と、出向の場合がある。出向の場合は帰国後派遣元の機関へ戻る。 

 

５．日本人が獲りやすいポジション、逆に獲りにくいポジションは何か？ 

 ITER 機構により応募書類の審査および面接試験が行われ、採用の可否は、ITER 機構の

選考委員会で決定される。国内の予備選考は実施されない。また、特定の極の応募者を

優先的に採用するなどの条件が提示されることはない。 
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６．日本から積極的に職員を増やそうとしているのか。日本から派遣することの意義（ITER プロ

ジェクトでの主導権、現地と日本のパイプ役、人材育成の一環などの観点から） 

 日本から積極的に職員を増やそうとしている。ITER 機構職員には、日本の貢献分約 9％

及び EU からの割譲分約 9％の合計約 18％の枠が取り決められているが、現在専門職員

は 8.4％に留まっている。ITER 機構日本人職員の増加は、ITER プロジェクトへの貢献

の増大、国際的な人材の育成、大規模プロジェクトの経験者の養成、技術と人材の継承

などの観点から大きな意義がある。 

 

７．ITER のような国際的な研究開発プロジェクトに参画して活躍できる人材に必要な資質、能力

として、専門性、語学力、コミュニケーション能力に加えてプラスアルファとして特に要求さ

れるようなものは何か。（例えば、学位がないと相手にされない？など） 

 博士号の学位はポジションによって要求される場合もあるが、多くのポジションでは要

求事項ではない。 

 応募者に必要な資質としては、専門性と語学力（英語の能力）が求められる。とくに、

多くの日本人は、面接試験における英語での自己アピール（プレゼンテーション）と質

問への答え方が欧米などの外国人に比べて弱い。自分の考えを言葉（英語）で表現でき

ること、仕事に対する熱意、ポジティブな思考、国際的環境への適応性が重要。 
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表 ITER 機構日本人職員のポジション 

(1) 専門職員  

 ポジション 出身 

1 機構長 

2 ITER 理事会事務局長 
文科省 

3 中心統合技術オフィス/ヘッド 

4 管理部門/財務・予算 

5 機構長オフィス/ヘッド 

6 核融合科学・工学部門/ダイバータ・プラズマ壁相互作用 

7 中心技術・プラント支援部門/燃料供給設備・セクションリーダー 

8 中心統合技術オフィス/遠隔保守 

9 中心技術・プラント支援部門/トリチウムプラント 

10 核融合科学・工学部門/プラズマ運転 

11 核融合科学・物理部門/プラズマ安定性・制御 

12 制御・IT・加熱・計測部門 /制御システム 

原子力機構 

13 建設土木・サイト支援オフィス/建屋 

14 トカマク部門/真空容器・ディビジョンヘッド 

15 安全・セキュリティ部門/品質保証 

16 制御・IT・加熱・計測部門 /NBI システム 

17 プロジェクトオフィス/タスク管理 

18 トカマク部門/真空容器 

19 プロジェクトオフィス/リスク管理 

20 中心統合技術オフィス/RAMI 解析 

21 トカマク部門/真空容器内機器ブランケット 

企業 

22 トカマク部門/真空容器内機器ダイバータ 海外研究所 

23 トカマク部門/トロイダル磁場コイル 国内研究所 

(2)支援職員  

1 設計オフィス/CAD 

2 設計オフィス/CAD 

3 管理部門/財務・予算 

4 核融合科学・物理部門/シミュレーションコード開発 

5 制御・IT・加熱・計測部門/秘書  

企業 

6 中心統合技術オフィス/技術統合部/秘書（内定） 原子力機構 
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度

実
践

留
学

生
育

成
事

業
 

（
地

域
主
体

の
事

業
）

 
2
0
年
度
約

1
0
0
0
人

 
1
9
年
度
約

4
0
0
人

 
※
2
0
年
度
は
、
継
続
実
施
分
の
留
学
生

数
を

含
む
。

 

原
子

力
発

電
所

運
転

管
理

等
国

際
研

修
事

業
（

通
称

「
千

人
研

修
」）

 
原

子
力

発
電

所
の

運
転

管
理

に
関

す
る
研
修
 

対
象
；
技
術
者
/
技
能
者
 

旧
ソ
連
､
東
欧
諸
国
、
中

国
の

原
子

力
発

電
関

係
者

 

1
99
2～

2
00
1
年
度

（
1
0
年
間
）
 

海
電

調
 

電
力

会
社

等
か

ら
講

師
派

遣
 

終
了

 
研

修
生

受
入

れ
実

績
 

1
,0
42

人
／
10

年
 

原
子

力
発

電
所

安
全

管
理

等
国

際
研
修
事

業
 

「
千

人
研
修

」
の

成
果

を
踏

ま
え

、
ア
ジ
ア
、
ロ
シ
ア
、

東
欧

対
象
に

受
入

れ
研

修
。
ま
た

、
現
地
に
専
門
家
を

派
遣

し
て
セ

ミ
ナ

ー
を

開
催

。
 

中
国

、
ベ

ト
ナ

ム
、

ロ
シ
ア
・
東
欧
 

 

2
00
2～

2
00
6
年
度

（
5
年
間
）
 

海
電

調
 

電
力

会
社

等
か

ら
講

師
派

遣
 

 

終
了

 
研

修
生

受
入

れ
実

績
 

2
3
5
人

／
5
年
 

原
子

力
発

電
所

安
全

管
理

等
人

材
育
成
事

業
 

中
国

、
ベ

ト
ナ
ム

の
原

子
力

発
電

運
転
管
理
に
携
わ
っ

て
い

る
者
な

ど
を

対
象

に
研

修
を

実
施
。
ま
た
、
現
地

に
専

門
家
を

派
遣

し
て

セ
ミ

ナ
ー

を
開
催
。
 

中
国
、
ベ
ト
ナ
ム

 
 

2
0
0
6
年
度
～
 

海
電
調
 

電
力

会
社

等
か

ら
講

師
派

遣
 

研
修

生
受
入

れ
人

数
 
約

70
名

 
（
1
9
年
度
実
績
）
 

 

経
済
産

業
省

 
（

原
子

力
安

全
・
保

安
院

）
 

 

原
子

力
発

電
所

安
全

管
理

等
国

際
研
修
事

業
 

中
国

を
始

め
と

し
た

ア
ジ

ア
諸

国
の

原
子

力
発

電
所

の
規

制
当
局

に
対

し
、

原
子

力
安

全
に
関
す
る
研
修
、

セ
ミ

ナ
ー
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、
安
全
管
理
に
関
す
る

レ
ベ

ル
の
向

上
を

図
る

。
 

中
国
、
ベ
ト
ナ
ム

 
 

2
0
0
5
年
度
～
 

 
J
N
E
S
 

研
修

生
受
入

れ
人

数
 
約

10
名

 
（
1
9
年
度
実
績
）
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参考資料 e) 原子力研究交流制度における過去の招請者の現職（ハイレベル職）一覧 

 

No.   氏名 国 参加年度 受入先 現職 

1 Mr. a A H11 原研 原子力委員会/委員 

2 Dr. b A H6 原研 原子力委員会/国際部/部長 

3 Mrs. c A H1 JNC 原子力委員会/企画開発部/部長 

4 Mr. d A H4 JNC 原子力委員会/地域トレーニング部/部長 

5 Dr. e A H16 原研 原子力委員会/原子力センター/所長 

6 Mr. f A H2 原研 
原子力委員会/核医学・超音波センター/ 

所長 

A H1 JNC 
7 Mr.  g 

A H10 原研 

原子力委員会/ 原子力研究所/原子炉運転・

保守部/部長 

8 Mr.  h A H16 原研 
原子力委員会/原子力研究所/原子力科学技

術研究所/原子炉・中性子物理部/部長 

9 Mr. I A H10 JNC 

原子力委員会/原子力研究所/エレクトロニ

クス研究所/原子力エレクトロニクス部/ 

部長 

10 Dr. j A H5 JNC 
原子力委員会/原子力研究所/核鉱物ユニッ

ト/部長 

11 Ms. k A H4 原研 
原子力委員会/原子力研究所/組織バンク・バ

イオマテリアル研究ユニット/部長 

12 Mr. l A H6 JNC 
原子力委員会/原子力研究所/原子力安全・放

射線管理部/部長 

13 Mr. a B H8 JNC 国家原子能機構/国際合作司/司長 

14 Mr. b B H4 JNC 核動力研究設計院/副理事長 

15 Mr. c B H6 放医研 輻射防護研究院/副学部長 

16 Mr. d B H6 原研 核工程研究設計院/副理事長 

17 Mr. e B H1 原研 工程物理研究院/副理事長 

18 Mr.  f B H6 原研 原子力経済情報センター/副所長 

19 Mr.  g B H8 JNC 理工大学/副学院長 

20 Mr.  h B H9 JNC 理工大学/副学院長 

21 Mr.  i B H9 JNC 理工大学/学部長 

22 Mr.  j B H6 原研 大学/放射線医学部/学部長 

23 Mr. a C H9 原研 原子力庁/次官 

24 Dr. b C H7 JNC 
原子力庁/原子炉技術・原子力安全センター/

所長 

25 Dr. c C H11 原研 原子力庁/放射性廃棄物技術センター/所長 

26 Mr.  d C H18 JAEA 原子力庁/原子燃料技術センター/所長 
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No.   氏名 国 参加年度 受入先 現職 

27 Mr. e C H2 JNC 
原子力規制庁/原子炉安全評価センター/所

長 

28 Mr. a D S62 原研 原子力庁/専務理事 

29 Mr. b D H1 原研 原子力許認可委員会/長官 

30 Mr. c D H11 原研 大学/原子力研究所/副所長 

31 Dr. a E S61 原研 原子力研究所/所長 

32 Dr. b E S60 原研 原子力研究所/副所長 

33 Mr. c E S60 原研 医療センターPET センターマネージャー 

S63 原研 
34 Mr.  a F 

H15 産総研 
原子力庁/総務部/部長  

H2 原研 

H6 JNC 35 Mr.  b F 

H16 RI 協会 

原子力庁/放射線防護部/部長 

36 Mr. c F H9 原研 大学/技術センター/所長 

37 Mr. d F H18 放医研 大学/化学部/学部長 

38 Mr. a G H6 JNC 原子力庁/政策戦略企画部/部長 

39 Mr. b G H2 原研 原子力技術研究所/副事務局長(学術) 

40 Mr. c G H5 原研 原子力技術研究所/副事務局長(管理) 

41 Ms. d G H6 JNC 原子力技術研究所/原子力研究開発部/部長 

42 Mr. e G H6 原研 
原子力技術研究所/原子力技術センター/ 

所長 

43 Mr. f G H5 原研 
原子力技術研究所/放射性廃棄物管理センタ

ー/所長 

44 Mr. g G H3 JNC 原子力技術研究所/照射センター/所長 

45 Dr. h G H5 放医研 国立がん研究所/がんセンター/所長 

46 Dr. i G H5 原研 
工科大学/サイクロトロン研究センター/ 

所長 

47 Dr. j G S62 JNC 技術大学/科学部/学部長 

48 Mr. a H H6 原研 原子力研究所/理事長 

49 Mr. b H H10 JNC 原子力研究所/原子力研究センター/所長 

50 Mr. c H H6 原研 
原子力研究所/原子力研究所センター/副所

長 

51 Mr. d H H8 原研 
原子力研究所/原子力研究センター/放射線

技術部/部長 

52 Mr. e H H9 放医研 
原子力研究所/原子力研究センター/企画国

際部/部長 
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No.   氏名 国 参加年度 受入先 現職 

53 Mr. f H H9 JNC 
原子力研究所/原子力研究センター/原子炉

センター/副所長 

54 Ms. g H H17 原研 
原子力研究所/原子力研究センター/原子炉

センター/副所長 

55 Mr. h H H12 JNC 
原子力研究所/原子力研究センター/環境モ

ニタリングセンター/副所長 

56 Mr. i H H11 放医研 
原子力研究所/原子力研究センター/分析技

術センター/副所長 

57 Mr. j H H16 原研 
原子力研究所/原子力研究センター/ＲＩ研

究製造センター/ＲＩ部/部長 

H8 原研 
58 Mr. k H 

H15 原研 

原子力研究所/原子力科学技術研究所/照射

センター/副所長 

59 Mr. l H H10 原研 
原子力研究所/原子力科学技術研究所/放射

線防護・環境モニタリングセンター/所長 

60 Mr. m H H10 JNC 原子力研究所/原子力技術センター/理事長 

61 Mr. n H H8 原研 
原子力研究所/放射線技術研究開発センター

/放射線技術部/部長 

H8 JNC 
62 Dr. o H 

H12 原研 
放射線・原子力安全庁/副局長 

63 Mr. p H H16 原研 大学/核物理学部/学部長 

64 Mr. q H H15 JNC 大学/環境科学部/学部長 

65 Mr. r H H15 放医研 がん研究所/放射線腫瘍学部/学部長 

66 Dr. s H H14 原研 病院/ミクロ生態学部/部長 
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参
考

資
料
 
f)
 
原

子
力
人

材
育

成
に
関

す
る
国
際
的
な
取
組
み
の
概
要
 

 

名
 
称

 
概

 
要

 
日

本
の
参

加
 

備
 
考

 

世
界

原
子

力
大

学
(
W
N
U
)
 

 I
AE

A,
OE

CD
/N
E
A,

WN
A,

WA
NO

の
支
援
で
設
立
 

2
0
0
3
年

設
立

 

○
活
動
目
的

 
・
原
子
力
専

門
家
の
国
際
的
な
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
（
若

手
、
中
堅
）
 

・
原
子
力
科
学
技
術
や
法
律
の
教
育
の
強
化

 
・
原
子
力
技
術
の
公
衆
の
理
解
の
促
進
 

○
主
な
活
動
 

”
S
u
m
m
e
r
 I
n
s
t
i
t
u
t
e
 (
S
I
)
”

（
6
週

間
の

夏
季

セ
ミ

ナ
ー

）
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
、
地
球
環
境
問
題
、
核
不
拡
散
問
題
、

核
廃

棄
問

題
等

グ
ロ

ー
バ

ル
な

課
題

に
つ

い
て

の
講

演
、

受
講
者
間
で
の
議
論
を
通
じ
リ
ー
ダ
ー
研
修

 
第

1
回

2
0
0
5
年
米
国
開
催
、
7
7
名
参
加
 

第
2
回

2
0
0
6
年
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
開
催
、
8
9
名
参
加

 
第

3
回

2
0
0
7
年
韓
国
開
催
、
1
0
2
名
参
加
 

第
4
回

2
0
0
8
年
カ
ナ
ダ
開
催
、
1
0
0
名
参
加

 
第

5
回

2
0
0
9
年
英
国
開
催
、
1
0
0
名
参
加
 

○
今
後
の
予
定

 
原

子
力

関
連

の
科

学
セ

ミ
ナ

ー
や

中
堅

ク
ラ

ス
の

将
来

の
幹

部
候
補
を
育
成
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
も
企
画
検
討
中
 

2
0
0
5
 
年
に

2
 
名
（
東
工
大
と

J
A
E
A
）

2
0
0
6
 
年
に

1
 
名
（
東
工
大
）

 
2
0
0
7
 
年
に

2
 
名
（
東
工
大
と

G
N
F
）

 
2
0
0
8
 
年
に

1
 
名
（
三
菱
重
工
）

 
2
0
0
9
 
年
に

5
 
名
（
東
電
，
中
部
電
，

 
日
立

G
E
，
三
菱
重
工
，
東
大
）

 
参
加

 (
社

)
日

本
原

子
力

産
業

協
会

が
2
00
9

年
か

ら
SI

へ
の

派
遣

支
援

を
若

干
名

に
対
し
て
行
っ
て
い
る
。
 

S
I
の

参
加

費
は

約
1
万

ド
ル

。
参
加
資
格
は

3
5
 
歳
以
下
、
産
業

界
等

で
の

経
験

を
有

す
る

か
、

大
学
院
博
士
課
程
以
上
の
学
生

 

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

 

h
tt

p:
//

ww
w.
w
or

ld
-n

uc
le
a
r

-
un
iv
er
si
ty
.
or
g/
 

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
原

子
力

教
育

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

機
構

(
E
N
E
N
)
 

 仏
C
E
A
が
事
務
局

 
2
0
0
3
年

設
立

 

○
活
動
目
的

 
欧

州
の

大
学

、
研

究
所

を
中

心
に

、
学

生
、

研
究

者
、

専
門

家
の

原
子

力
教

育
訓

練
の

促
進

と
協

力
、

原
子

力
教

育
訓

練
の
品
質
の
向

上
 

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
を
中
心
に

1
7
ヶ
国

5
1
機
関
が
参
加

 
○
主
な
活
動

 
原

子
炉

運
転

、
中

性
子

測
定

、
原

子
炉

安
全

性
等

の
講

義
を

含
む

原
子

炉
物

理
実

験
コ

ー
ス

(
Eu

ge
ne
 
W
ig

ne
r
 
C
ou
r
se

)
 

を
2
0
0
3
 
年
か
ら
毎
年
開
催
 

そ
の

他
、

各
種

専
門

分
野

の
教

育
コ

ー
ス

（
セ

ミ
ナ

ー
）

を
毎
年
開
催

 
欧
州
原
子
力
工
学
修
士
号
（
E
M
A
N
E
）
を
授
与

 

東
工
大
、
J
A
E
A
が

2
0
0
9
年
か
ら
加
盟
。

J
A
E
A
原

子
力

研
修

セ
ン

タ
ー

の
研

修
や

セ
ミ

ナ
ー

が
単

位
の

取
得

と
し

て
認

め
ら
れ
る
。

 

 

加
盟
費

5
,
0
0
0
ユ
ー
ロ

/
年
 

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

 
h
tt

p:
//

ww
w.
e
ne

n-
as

so
c.
o
r

g
/
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名
 
称

 
概

 
要

 
日

本
の

参
加

 
備

 
考

 

ア
ジ

ア
原

子
力

教
育

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
(
AN

EN
T)
 

 I
A
E
A
の

活
動

 
2
0
0
4
年

設
立

 

○
活
動
目
的
：
 
I
A
E
A
 
の
原
子
力
知
識
管
理
活
動
の
一
環
と
し
て
ア
ジ
ア
地

区
の
原
子
力

教
育
の
強
化
 

K
A
E
R
I
に
よ
っ
て
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
が
運
営
さ
れ
て
い
る
。

 
○
現
在
、

1
5
 
カ
国
（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
、
中
国
、
イ

ン
ド
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
韓
国
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
モ
ン
ゴ
ル

、
パ
キ
ス
タ
ン
、

シ
リ
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ス
リ
ラ
ン
カ
、
タ
イ
、

U
A
E
、
ベ
ト
ナ
ム
）
が
加

盟
 

東
工

大
が

20
0
8

年
に

加
盟

 

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

 

h
tt
p:
//
ww
w.
a
ne
nt
-i
ae
a.
o
rg
/
 

ア
ジ

ア
原

子
力

協
力

フ
ォ

ー
ラ

ム
（
F
N
C
A
）
 

 原
子
力
委
員
会
主
催

 
1
9
9
9
年

設
立

 

○
活
動
目
的

 
近
隣
ア
ジ
ア

諸
国
と
の
原
子
力
分
野
の
協
力
を
推
進
す
る
枠
組
み
 

○
参
加
国

 
日
本
、
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
、
中
国
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、

韓
国
、
マ
レ

ー
シ
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
タ
イ
、
ベ
ト
ナ
ム

 
○
主
な
活
動

 
(
1
)
研
究
炉
利
用
、
(
2
)
ラ
ジ
オ
ア
イ
ソ
ト
ー
プ
・
放
射
線
の
農
業
利
用
、
(
3)

医
学
利
用
、

(
4
)
原
子
力
広
報
、

(
5
)
放
射
性
廃
棄
物
管
理
、

(
6
)
原
子
力
安

全
文
化
、
(
7
)
人
材
養
成
、
(
8
)
工
業
利
用
の
各
分
野
に
お
い
て
、
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
等
で
意
見
交
換
や
情
報
交
換

 
人
材
養
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
ア
ジ
ア
地
域
の
原
子
力
科
学
技
術
分
野
の

H
R
D
に
お
け

る
ニ
ー
ズ
の
把
握
、
情
報
交
換
や
調
査
、
協
力
の
あ
り
方
の
検

討
、
教
材
の
共
同
作
成
な
ど
、
ア
ジ
ア
地
域
の

H
R
D
交
流
の
促
進
と
原
子
力

技
術
基
盤
の
強
化

 

原
子
力
委
員
会
で
主
催

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

 

h
tt
p:
//
ww
w.
f
nc
a.
me
xt
.g
o
.j
p

/
en
gl
is
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事
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レ
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独
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加

 
○
主
な
活
動

 
・
教
育
訓
練
・
安
全
解
析
・
発
電
炉
運
転
安
全
・
緊
急
時
対
応
・
放
射
性
廃

棄
物
管
理
・
情
報
技
術
サ
ポ
ー
ト
の

6
分
野
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
や
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
コ
ー

ス
の
実
施
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ェ
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経
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業
省
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原

子
力

安
全

・
保

安
院
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及

び
文

部
科

学
省

）
が

資
金

の
過

半
を

特
別

拠
出

（
文

部
科

学
省

は
2
0
0
7
年

度
ま

で
）
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ェ
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サ
イ
ト

 

h
tt
p:
//
ww
w.
a
ns
n-
jp
.o
rg
/
 



 

 －82－

参考資料 g) 総合資源エネルギー調査会電力事業分科会原子力部会 国際戦略検討小

委員会報告（第23回原子力委員会 資料第2-1号）（図表添付省略） 

第
２

３
回

原
子

力
委

員
会

資
料

第
２

－
１

号

           

総
合

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
調

査
会

電
気

事
業

分
科

会
原

子
力

部
会

 

国
際

戦
略

検
討

小
委

員
会

報
告

 

 
               

平
成

２
１

年
６

月
 

  

 
 

    
  

1
 

 

2
 

 

目
 

次
 

 

 １
．

は
じ

め
に

 
～

 
検

討
の

目
的

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 
1
 

  ２
．

原
子

力
発

電
を

巡
る

国
際

動
向

（
「

原
子

力
立

国
計

画
」

策
定

以
降

を
中

心
に

）
・

・
・

・
・

・
・

 
2
 

  ３
．

我
が

国
が

目
指

す
方

向
性

と
求

め
ら

れ
る

戦
略

性
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 
5
 

  ４
．

我
が

国
の

国
際

面
で

の
主

要
課

題
と

基
本

戦
略

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 
8
 

  
課

題
１

．
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

の
確

立
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 
8
 

 
戦

略
１

．
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

産
業

基
盤

強
化

と
国

際
連

携
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 
8
 

  
課

題
２

．
産

業
体

制
の

在
り

方
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
0
 

 
戦

略
２

．
電

力
・

メ
ー

カ
ー

連
携

、
官

民
連

携
の

促
進

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
0
 

  
課

題
３

．
核

不
拡

散
等

へ
の

対
応

と
相

手
国

と
の

関
係

強
化

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
2
 

 
戦

略
３

．
積

極
的

な
原

子
力

外
交

の
推

進
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
2
 

  
課

題
４

．
ビ

ジ
ネ

ス
リ

ス
ク

へ
の

対
応

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
4
 

 
戦

略
４

．
人

材
、

金
融

、
制

度
面

で
の

環
境

整
備

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
4
 

  
課

題
５

．
グ

ロ
ー

バ
ル

競
争

の
進

展
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
6
 

 
戦

略
５

．
素

材
・

部
材

産
業

ま
で

含
め

た
技

術
力

の
強

化
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
6
 

  ５
．

お
わ

り
に

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
1
8
 

           



3
 

 １
．

は
じ

め
に

 
～

 
検

討
の

目
的

 

  

世
界

は
、

ま
さ

に
原

子
力

ル
ネ

サ
ン

ス
を

迎
え

て
い

る
。

原
子

力
再

評
価

の
動

き
は

、
今

や
多

く
の

国

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

政
策

に
反

映
さ

れ
、

具
体

的
な

原
子
力

発
電

所
の

建
設

計
画

に
結

び
つ

き
つ

つ
あ

る
。

我

が
国

が
培

っ
て

き
た

技
術

力
と

産
業

力
に

対
し

、
世
界

か
ら

強
い

期
待

が
寄

せ
ら

れ
て

い
る

。
世

界
の

エ

ネ
ル

ギ
ー

安
全

保
障

、
気

候
変

動
対

策
及

び
経

済
発
展

に
我

が
国

が
主

導
的

に
貢

献
す

る
、

絶
好

の
機

会

が
今
そ
こ
に
あ
る
。
こ
の
貢

献
は

同
時

に
、

国
益

増
進

、
国

富
増

大
に

も
つ

な
が

る
。

 

 こ
の

こ
と

は
既

に
、
「

原
子

力
立

国
計

画
」
（

２
０

０
６

年
８

月
）

策
定

時
に

も
認

識
さ

れ
て

は
い

た
。

「
原

子
力

立
国

計
画

」
で

は
、
「

原
子

力
政

策
大

綱
」
（

２
０

０
５

年
１

０
月

）
を

踏
ま

え
、

特
に

国
際

面

で
次
の
よ
う
な
方
針
を
示

し
た
。
 

 

・
持

続
的

か
つ

自
立

し
た

相
当

規
模

の
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

関
連

産
業

を
我

が
国

国
内

に
確

保
す

る
こ

と

と
し
、
競
争
力
強
化
に

向
け

た
取

組
を

進
め

て
い

く
。

 

・
世

界
の

天
然

ウ
ラ

ン
の

供
給

量
を

拡
大

し
、

我
が

国
の

ウ
ラ

ン
資

源
安

定
供

給
を

確
保

す
る

観
点

か

ら
、
民
間
企
業
の
ウ
ラ

ン
鉱

山
開

発
参

画
を

促
進

・
支

援
し

て
い

く
。

 

・
世
界
市
場
で
通
用
す
る

規
模

と
競

争
力

を
持

つ
よ

う
我

が
国

メ
ー

カ
ー

の
体

質
を

強
化

す
る

。
 

・
核
不
拡
散
と
安
全
確
保

を
大

前
提

に
、

我
が

国
原

子
力

産
業

の
国

際
展

開
を

積
極

的
に

進
め

る
。

 

・
原

子
力

発
電

拡
大

と
核

不
拡

散
の

両
立

に
向

け
た

国
際

的
な

枠
組

み
作

り
へ

積
極

的
に

関
与

し
て

い

く
。
 

 

し
か
し
、
世
界
の
動
き
は

か
つ

て
な

く
速

い
。「

原
子

力
立

国
計

画
」
の

策
定

か
ら

わ
ず

か
２

年
余

の
間

に
、

原
子

力
を

取
り

巻
く

国
際

的
な

状
況

は
、

当
時
の

予
想

を
上

回
る

勢
い

で
大

き
く

変
化

し
て

い
る

。

エ
ネ

ル
ギ

ー
安

全
保

障
や

地
球

温
暖

化
問

題
へ

の
関
心

の
高

ま
り

は
、

世
界

的
な

原
子

力
発

電
導

入
の

動

き
を
一
層
拡
大
、
加
速
さ
せ

て
い

る
。

 

 こ
う

し
た

中
、

我
が

国
は

、
原

子
力

立
国

計
画

に
定

め
ら

れ
た

方
針

に
沿

っ
て

、
具

体
的

な
取

組
を

一

層
の
ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て

戦
略

的
に

強
化

、
実

行
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
核

不
拡

散
、
原

子
力

安
全

、

核
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
を

確
保

し
、

世
界

の
原

子
力

発
電
の

拡
大

に
貢

献
し

て
い

く
た

め
に

、
国

際
的

な
枠

組

み
作

り
や

新
規

導
入

国
の

基
盤

整
備

支
援

な
ど

を
積
極

的
に

進
め

て
い

く
べ

き
で

あ
る

。
他

方
、

世
界

的

な
原

子
力

発
電

の
拡

大
に

伴
う

燃
料

需
給

バ
ラ

ン
ス
の

変
化

や
産

業
再

編
の

進
展

な
ど

、
事

業
環

境
、

競

争
条
件
の
変
化
に
、
我
が
国

産
業

は
的

確
に

対
応

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

 

 

国
際
的
な
変
化
に
柔
軟
に

対
応

し
、「

原
子

力
立

国
計

画
」
で

確
立

し
た

方
針

を
迅

速
か

つ
戦

略
的

に
実

行
す

る
た

め
、

総
合

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
調

査
会

原
子
力

部
会

の
下

に
国

際
戦

略
検

討
小

委
員

会
が

設
置

さ

れ
た

。
小

委
員

会
は

、
２

０
０

８
年

１
０

月
よ

り
計
５

回
の

会
合

を
重

ね
、

国
際

動
向

の
分

析
及

び
我

が

国
の

今
後

の
国

際
対

応
の

在
り

方
に

関
す

る
検

討
を
集

中
的

に
行

っ
た

。
本

報
告

書
は

、
そ

の
議

論
の

結

果
を
と
り
ま
と
め
た
も
の
で

あ
る

。
 

 

4
 

 ２
．

原
子

力
発

電
を

巡
る

国
際

動
向

（
「

原
子

力
立

国
計

画
」

策
定

以
降

を
中

心
に

）
 

  

「
原

子
力

立
国

計
画

」
策

定
以

降
を

中
心

と
し

た
原

子
力

発
電

を
巡

る
国

際
動

向
は

、
特

徴
的

な
要

素

に
着

目
す

れ
ば

、
次

の
よ

う
に
概

観
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 （
１

）
原

子
力

発
電

の
導

入
、
推

進
の

本
格

化
と

そ
の

背
景
 

 「
原

子
力

立
国

計
画

」
策

定
後

、
原

子
力

発
電

の
導

入
・

推
進

の
流

れ
は

ま
す

ま
す

拡
大

・
加

速
し

、

世
界

的
に

本
格

化
し

て
い

る
。

 

 世
界

一
の

原
子

力
大

国
で
あ

る
米

国
で

は
、
１

９
７

０
年

代
以

降
、
新

た
な

原
子

力
発

電
所

の
建

設
は

途
絶

し
て

い
た

。
し

か
し

、
２

１
世

紀
に

入
り

、
約

３
０

年
ぶ

り
に

原
子

力
発

電
の

新
規

建
設

を
目

指
す

方
向

へ
政

策
が

転
換

さ
れ

、
現

在
で

は
３

０
基

以
上

の
新

規
建

設
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

 

 チ
ェ

ル
ノ

ブ
イ

リ
事

故
以
降

い
わ

ゆ
る

脱
原

子
力

政
策

の
拡

が
り

が
見

ら
れ

た
欧

州
に

お
い

て
も

、
イ

ギ
リ

ス
、
フ

ィ
ン

ラ
ン

ド
、
ス

ウ
ェ

ー
デ

ン
、
イ

タ
リ

ア
な

ど
が

相
次

い
で

原
子

力
の

推
進

に
再

び
政

策

の
舵

を
切

り
、

新
規

建
設

等
に

着
手

し
て

い
る

。
 

 経
済

成
長

が
著

し
い

新
興
国

で
は

、
原

子
力

発
電

の
導

入
拡

大
の

動
き

が
顕

著
で

あ
る

。
中

国
や

イ
ン

ド
で

は
、
原

子
力

発
電

の
導
入

計
画

を
さ

ら
に

上
方

修
正

し
、
今

で
は

、
原

子
力

発
電

設
備

容
量

を
２

０

２
０

年
ま

で
に

そ
れ

ぞ
れ

４
０

０
０

万
ｋ

Ｗ
、
２

０
０

０
万

ｋ
Ｗ

に
ま

で
増

強
す

る
こ

と
を

計
画

し
て

い

る
。
途

上
国

の
中

に
は

、
国
と

し
て

原
子

力
発

電
を

新
た

に
導

入
す

る
こ

と
を

検
討

、
計

画
す

る
動

き
も

本
格

化
し

つ
つ

あ
る

。
 

 

各
国

毎
に

事
情

は
異

な
る
も

の
の

、
こ

の
大

き
な

背
景

に
は

、
資

源
ナ

シ
ョ

ナ
リ

ズ
ム

の
台

頭
に

よ
る

エ
ネ

ル
ギ

ー
安

全
保

障
の

政
策

的
優

先
度

の
上

昇
や
、

地
球

温
暖

化
問

題
へ

の
関

心
の

高
ま

り
が

あ
る

。

こ
れ

が
供

給
安

定
性

や
経

済
性

に
優

れ
、
低

炭
素

電
源

と
し

て
環

境
面

で
も

ク
リ

ー
ン

で
あ

る
原

子
力

の

評
価

を
高

め
て

い
る

。
２

０
０

８
年

７
月

の
Ｇ

８
北

海
道

洞
爺

湖
サ

ミ
ッ

ト
の

首
脳

宣
言

で
も

、
気

候
変

動
と

エ
ネ

ル
ギ

ー
安

全
保

障
上

の
懸

念
に

取
り

組
む

た
め

の
手

段
と

し
て

、
原

子
力

計
画

へ
の

関
心

を
持

つ
国

が
増

大
し

て
い

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

 

 将
来

的
な

世
界

の
原

子
力

発
電

の
拡

大
の

規
模

や
ペ
ー

ス
に

つ
い

て
は

様
々

な
予

測
が

出
さ

れ
て

い
る

。

国
際

原
子

力
機

関
（

Ｉ
Ａ

Ｅ
Ａ

）
や

経
済

協
力

開
発
機

構
原

子
力

機
関

（
Ｏ

Ｅ
Ｃ

Ｄ
／

Ｎ
Ｅ

Ａ
）

を
始

め

と
し

た
国

際
機

関
等

が
最

近
発

表
し

た
レ

ポ
ー

ト
は
、

総
じ

て
、

こ
れ

ま
で

以
上

の
ペ

ー
ス

で
の

拡
大

を

見
通

し
て

い
る

。
世

界
の

温
室

効
果

ガ
ス

を
大

幅
削
減

す
る

た
め

に
は

、
原

子
力

発
電

の
拡

大
が

世
界

的

に
大

規
模

に
進

む
必

要
が

あ
る

と
す

る
国
際

エ
ネ

ル
ギ

ー
機

関
（

Ｉ
Ｅ

Ａ
）

の
報

告
も

あ
る

。
 

  （
２

）
導

入
国

・
地

域
の

多
様

化
、

地
理
的

な
拡

が
り
 

 

世
界

の
原

子
力

発
電

は
、
１

９
５

０
年
代

か
ら

７
０

年
代

に
か

け
て

欧
米

を
中

心
に

大
き

く
増

大
し

た
。

８
０

年
代

以
降

、
欧

米
で

の
新

規
建

設
は

停
滞

し
た
が

、
我

が
国

は
着

実
に

建
設

を
進

め
、

米
仏

に
次

ぐ

－83－
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 規
模

の
原

子
力

発
電

所
を

有
す

る
に

至
っ

て
い

る
。
現

在
、

世
界

の
原

子
力

発
電

所
約

４
３

０
基

の
う

ち

３
０
０
基
以
上
が
Ｇ
８
に

集
中
し

て
い

る
。

 

 近
年
で
は
中
国
、
イ
ン

ド
等
が

大
規

模
な

原
子

力
発

電
開

発
計

画
を

相
次

い
で

公
表

し
て

い
る

。
今

後
、

世
界
の
新
規
建
設
の
重
心

が
こ
れ

ら
の

国
に

移
っ

て
い

く
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
。

 

 

原
子

力
発

電
の

新
た

な
導

入
を

検
討

又
は

計
画

す
る

国
（

以
下

、
「

新
規

導
入

国
」

と
す

る
。
）

も
増

加

し
て

い
る

。
そ

の
数

は
今

や
約

３
０

に
も

上
っ

て
い
る

。
特

に
、

東
南

ア
ジ

ア
や

中
東

で
は

具
体

的
な

計

画
も

進
展

し
て

い
る

。
ベ

ト
ナ

ム
や

ア
ラ

ブ
首

長
国
連

邦
（

Ｕ
Ａ

Ｅ
）

で
は

、
２

０
２

０
年

前
後

の
初

号

機
運
転
開
始
の
計
画
が
現
実

的
に

な
っ

て
き

て
い

る
。

 

  

（
３
）
ウ
ラ
ン
燃
料
の
需
給

逼
迫

懸
念

の
高

ま
り
 

 ウ
ラ

ン
は

可
採

年
数

が
長

く
、

現
在

の
利

用
ペ

ー
ス

で
は

今
後

約
１

０
０

年
分

の
可

採
埋

蔵
量

が
存

在

す
る

と
さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

、
世

界
的

に
原

子
力
発

電
の

急
速

な
拡

大
が

見
込

ま
れ

る
一

方
、

世
界

の

ウ
ラ

ン
鉱

山
開

発
は

数
社

の
寡

占
状

態
に

あ
る

こ
と
な

ど
か

ら
、

将
来

的
に

ウ
ラ

ン
燃

料
の

需
給

が
逼

迫

す
る

懸
念

も
高

ま
っ

て
い

る
。

近
年

で
は

、
主

要
鉱
山

に
お

け
る

ト
ラ

ブ
ル

や
投

機
マ

ネ
ー

の
流

入
と

も

あ
い

ま
っ

て
、

ウ
ラ

ン
鉱

石
価

格
が

２
０

０
７

年
６
月

に
数

年
前

の
約

２
０

倍
の

過
去

最
高

値
を

付
け

た

後
、

急
速

に
低

下
す

る
と

い
っ

た
乱

高
下

も
見

ら
れ
た

。
こ

う
し

た
中

で
、

中
国

を
始

め
各

国
は

、
カ

ザ

フ
ス
タ
ン
や
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
、

ア
フ

リ
カ

等
の

鉱
山

権
益

獲
得

等
に

積
極

的
に

乗
り

出
し

て
い

る
。

 

 ウ
ラ

ン
濃

縮
を

始
め

と
す

る
燃

料
関

連
役

務
に

つ
い

て
も

、
今

後
需

要
の

高
ま

り
が

予
想

さ
れ

る
。

ウ

ラ
ン

濃
縮

役
務

の
供

給
は

、
引

き
続

き
米

国
、

ロ
シ
ア

、
欧

州
等

の
事

業
者

に
よ

る
寡

占
状

態
に

あ
る

。

現
在

は
、

ロ
シ

ア
の

米
国

向
け

解
体

核
ウ

ラ
ン

供
給
等

に
よ

り
世

界
の

需
給

バ
ラ

ン
ス

が
保

た
れ

て
い

る

が
、

こ
の

供
給

が
２

０
１

３
年

末
に

期
限

切
れ

を
迎
え

る
こ

と
、

各
国

で
計

画
さ

れ
て

い
る

ウ
ラ

ン
濃

縮

工
場

の
操

業
の

見
通

し
が

不
透

明
で

あ
る

こ
と

な
ど
、

ウ
ラ

ン
燃

料
供

給
に

は
様

々
な

不
確

定
要

因
が

存

在
す
る
。
 

  （
４
）
３
Ｓ
へ
の
関
心
の
高

ま
り
 

 

新
規
導
入
国
の
拡
大
に

伴
い
、
核

不
拡

散
（

保
障

措
置

）
、
原

子
力

安
全

及
び

核
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
（

３
Ｓ

）

の
必

要
性

に
つ

い
て

改
め

て
国

際
的

な
認

識
が

強
ま
っ

て
い

る
。

３
Ｓ

が
原

子
力

の
平

和
利

用
の

根
本

原

則
で

あ
り

、
そ

の
確

保
の

た
め

の
基

盤
整

備
の

重
要
性

に
つ

い
て

は
Ｇ

８
北

海
道

洞
爺

湖
サ

ミ
ッ

ト
で

も

確
認
さ
れ
た
。
 

 

核
不

拡
散

と
原

子
力

平
和

利
用

拡
大

を
両

立
さ

せ
る

た
め

、
い

わ
ゆ

る
核

燃
料

供
給

保
証

に
つ

い
て

、

各
国

や
民

間
団

体
等

か
ら

様
々

な
具

体
的

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
が

提
案

さ
れ

て
い

る
。

構
想

に
と

ど
ま

ら
ず

、

一
部
は
実
現
に
向
け
た

動
き
も
見

ら
れ

る
よ

う
に

な
っ

て
き

て
い

る
。
例

え
ば

、
米

国
の

民
間

団
体

で
あ

る
「

核
脅

威
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

」
（

Ｎ
Ｔ

Ｉ
）

が
提

案
し

て
い

る
Ｉ

Ａ
Ｅ

Ａ
に

よ
る

核
燃

料
バ

ン
ク

構
想

に
つ
い
て
は
、
米
国
や
Ｅ

Ｕ
を
含

む
３

１
カ

国
か

ら
資

金
的

支
援

の
約

束
が

得
ら

れ
、
２

０
０

９
年

６
月

、

Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
理
事
会
で
具

体
的
な
枠

組
み

に
つ

い
て

の
審

議
を

目
指

す
こ

と
と

な
っ

て
い

る
。
ま

た
、
ロ

シ

6
 

 

ア
の

提
案

す
る

ア
ン

ガ
ル

ス
ク

の
国

際
ウ

ラ
ン

濃
縮

セ
ン

タ
ー
（

Ｉ
Ｕ

Ｅ
Ｃ

）
に

つ
い

て
は

、
既

に
カ

ザ

フ
ス

タ
ン

、
ア

ル
メ

ニ
ア

、
ウ

ク
ラ

イ
ナ

が
参

加
を

コ
ミ

ッ
ト

す
る

な
ど

、
多

国
間

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

化
に

向
け

て
進

捗
が

見
ら

れ
る

。
 

 原
子

力
安

全
に

も
国

際
的

な
関

心
が

高
ま

っ
て

い
る

。
原

子
力

安
全

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
国

が
責

任
を

も

っ
て

対
応

す
る

こ
と

が
前

提
で

あ
る

が
、

同
時

に
、
各

国
が

相
互

に
知

見
を

活
用

す
る

こ
と

も
重

要
で

あ

る
。

主
要

原
子

力
利

用
国

の
間

で
は

、
原

子
力

安
全
の

有
効

性
と

効
率

性
を

高
め

る
た

め
、

安
全

基
準

や

規
制

手
法

の
国

際
的

調
和

に
向

け
た

活
動

が
活

発
化
し

て
い

る
。

多
国

間
で

安
全

規
制

の
共

通
化

を
目

指

す
国

際
的

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
と
し

て
進

め
ら

れ
て

い
る

「
多

国
間

設
計

評
価

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

Ｍ
Ｄ

Ｅ
Ｐ

）
」

は
そ

の
一

例
で

あ
る

。
 

 

原
子

力
発

電
の

導
入

国
が

地
理

的
に

拡
大

し
、

産
業

の
国

際
展

開
が

活
発

化
し

て
い

る
こ

と
に

伴
い

、

原
子

力
損

害
賠

償
に

関
す

る
国

際
的

な
制

度
的

枠
組
み

の
整

備
も

課
題

と
な

っ
て

い
る

。
特

に
、

ア
ジ

ア

太
平

洋
地

域
で

は
、

多
く

の
国

で
原

子
力

損
害

賠
償
制

度
の

整
備

が
遅

れ
て

お
り

、
関

連
す

る
国

際
条

約

も
未

締
結

で
あ

る
。

こ
の

点
に

つ
い

て
は

、
２

０
０
８

年
５

月
に

米
国

が
原

子
力

損
害

の
補

完
的

補
償

に

関
す

る
条

約
（

Ｃ
Ｓ

Ｃ
）

を
批

准
し

、
そ

の
発

効
に
向

け
て

各
国

に
加

盟
を

働
き

か
け

る
な

ど
の

新
た

な

動
き

が
あ

る
。

 

  （
５

）
国

境
を

越
え

た
産

業
再
編

と
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
構

築
、

技
術

開
発

の
進

展
 

 

原
子

炉
メ

ー
カ

ー
に

つ
い

て
は

、
国

際
的

な
再

編
と

企
業

間
提

携
が

更
に

進
展

し
て

い
る

。
我

が
国

の

原
子

炉
メ

ー
カ

ー
は

、
東

芝
が

米
国

の
ウ

エ
ス

テ
ィ
ン

グ
ハ

ウ
ス

社
を

買
収

、
日

立
が

米
国

の
Ｇ

Ｅ
社

と

原
子

力
分

野
で

の
合

弁
会

社
を

設
立

、
三

菱
重

工
は
仏

の
ア

レ
バ

社
と

中
型

炉
の

共
同

開
発

や
燃

料
加

工

部
門

で
の

提
携

を
進

め
る

な
ど
、

産
業

再
編

の
中

で
中

心
的

な
プ

レ
ー

ヤ
ー

と
な

っ
て

い
る

。
 

 

原
子

炉
メ

ー
カ

ー
は

、
フ

ロ
ン

ト
エ

ン
ド

も
含

め
た

グ
ロ

ー
バ

ル
な

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

構
築

に
向

け

て
努

力
し

て
い

る
。

フ
ラ

ン
ス

や
ロ

シ
ア

で
は

、
政
府

が
中

心
と

な
っ

て
、

原
子

炉
製

造
分

野
と

フ
ロ

ン

ト
エ

ン
ド

、
さ

ら
に

は
バ

ッ
ク

エ
ン

ド
も

含
め

た
産
業

再
編

が
進

展
し

、
関

連
産

業
の

垂
直

統
合

化
が

進

ん
で

い
る

。
 

 

高
速

炉
に

つ
い

て
は

、
ウ

ラ
ン

資
源

の
有

限
性

や
使

用
済

燃
料

の
管

理
な

ど
の

課
題

の
克

服
に

有
力

な

オ
プ

シ
ョ

ン
で

あ
る

こ
と

が
再

認
識

さ
れ

て
い

る
。
近

年
、

フ
ラ

ン
ス

や
米

国
の

み
な

ら
ず

、
ロ

シ
ア

、

中
国

、
イ

ン
ド

で
も

研
究

開
発

が
積

極
的

に
進

め
ら
れ

て
い

る
。

ま
た

、
Ｇ

Ｉ
Ｆ

（
第

４
世

代
原

子
力

シ

ス
テ

ム
に

関
す

る
国

際
フ

ォ
ー

ラ
ム

）
な

ど
の

高
速
炉

の
研

究
開

発
を

目
的

と
す

る
国

際
協

力
の

枠
組

み

も
活

性
化

し
て

い
る

。
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 ３
．

我
が

国
が

目
指

す
方

向
性

と
求

め
ら

れ
る

戦
略

性
 

  （
１
）

今
こ

そ
求
め
ら
れ
る

積
極

的
な

国
際

協
力

、
国

際
貢

献
 

 

世
界

的
に

原
子

力
発

電
所

の
新

規
建

設
が

計
画

さ
れ

る
中

で
、

我
が

国
の

安
全

で
信

頼
性

の
高

い
技

術

や
豊

富
な

経
験

を
活

か
し

た
協

力
に

、
新

規
導

入
国
を

含
む

多
く

の
国

か
ら

期
待

が
寄

せ
ら

れ
て

い
る

。

特
に

、
１

９
８

０
年

代
以

降
の

「
原

子
力

の
冬

の
時
代

」
に

も
着

実
に

国
内

の
新

増
設

を
進

め
て

き
た

実

績
に
裏
打
ち
さ
れ
た
「
予
算

内
、

予
定

工
期

通
り

（
o
n
 b
u
d
g
e
t
,
 o
n
 s
c
h
e
d
u
l
e
）
」

の
建

設
能

力
が

我
が

国
の
強
み
と
な
っ
て
い
る
。

 

 ３
Ｓ

を
確

保
し

つ
つ

、
原

子
力

分
野

で
の

協
力

を
積

極
的

に
進

め
、

原
子

力
平

和
利

用
の

拡
大

に
積

極

的
に

貢
献

す
る

こ
と

は
、

原
子

力
基

本
法

の
精

神
に
も

沿
っ

た
我

が
国

の
基

本
方

針
で

あ
る

。
原

子
力

先

進
国

た
る

我
が

国
と

し
て

、
各

国
か

ら
の

期
待

が
高
ま

っ
て

い
る

今
こ

そ
、

こ
れ

ら
に

応
え

て
積

極
的

に

国
際

協
力

を
進

め
、

ア
ジ

ア
及

び
世

界
で

の
エ

ネ
ル
ギ

ー
・

環
境

先
進

国
と

し
て

の
存

在
感

を
高

め
、

グ

ロ
ー
バ
ル
な
課
題
の
解
決
へ

積
極

的
に

貢
献

し
て

い
く

べ
き

で
あ

る
。

 

 

こ
う
し
た
国
際
協
力
の
意

義
は

、
次

の
よ

う
に

整
理

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

 

①
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保

障
を

通
じ

た
世

界
・

地
域

の
安

定
と

発
展

へ
の

貢
献
 

世
界

的
な

エ
ネ

ル
ギ

ー
需

要
の

急
増

、
資

源
ナ

シ
ョ

ナ
リ

ズ
ム

の
台

頭
、

地
政

学
リ

ス
ク

の
増

大
等

の
中

で
、

ア
ジ

ア
を

始
め

国
際

的
に

原
子

力
発
電

が
適

切
に

拡
大

す
る

こ
と

は
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
問
題
の
解
決

に
寄
与

し
、
結

果
と

し
て

世
界
・
地

域
の

安
定

と
発

展
に

貢
献

す
る

こ
と

と
な

る
。

 

②
安
全
確
保
・
核

不
拡
散

へ
の

貢
献

 

原
子

力
安

全
に

細
心

の
注

意
を

払
い

、
非

核
兵

器
国

と
し

て
唯

一
商

業
規

模
で

の
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

を
有

す
る

我
が

国
と

し
て

、
世

界
の

原
子

力
発
電

の
拡

大
が

安
全

確
保

や
核

不
拡

散
と

両
立

す
る
も
の
と
な

る
よ
う

徹
底

し
て

い
く

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
 

③
世
界
的
な
地
球

温
暖
化

対
策

へ
の

貢
献
 

発
電

過
程

で
Ｃ

Ｏ
２

を
排

出
し

な
い

原
子

力
発

電
の

導
入

・
拡

大
は

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

拡
大

に
伴

う
Ｃ

Ｏ
２

を
含

め
た

世
界

の
温

室
効

果
ガ

ス
の
抑

制
・

低
減

に
つ

な
が

る
。

原
子

力
発

電
の

導
入
・
拡
大
へ

の
貢
献

は
、

地
球

温
暖

化
対

策
へ

の
貢

献
で

も
あ

る
。

 

  （
２
）
我
が
国
に
と
っ

て
の
意

義
 

 原
子

力
分

野
で

の
積

極
的

な
国

際
協

力
は

、
我

が
国

が
原

子
力

政
策

を
持

続
的

か
つ

安
定

的
に

進
め

る

上
で

重
要

で
あ

る
。

原
子

力
関

連
産

業
基

盤
を

維
持
・

強
化

し
、

原
子

力
関

連
産

業
が

将
来

を
担

う
リ

ー

デ
ィ
ン
グ
産
業
と
し
て
日
本

経
済

の
成

長
発

展
に

貢
献

す
る

、
と

い
っ

た
観

点
か

ら
意

義
が

大
き

い
。

 

 ①
ウ
ラ
ン
燃
料
等
の
安

定
供

給
確

保
 

ウ
ラ

ン
資

源
や

ウ
ラ

ン
濃

縮
等

の
ウ

ラ
ン

燃
料

関
連

技
術

を
有

す
る

国
と

の
互

恵
的

な
協

力
を

進
め

て
い

く
こ

と
は

、
日

本
の

国
内

需
要

は
も

と
よ
り

、
将

来
的

な
海

外
向

け
の

供
給

も
視

野
に

入
れ

た
ウ

ラ
ン

燃
料

の
安

定
的

確
保

に
貢

献
す

る
。
原

油
や

鉱
物

資
源

等
を

保
有

す
る

資
源

国
と

8
 

 

の
間

で
の

原
子

力
協

力
の

進
展

が
、

ひ
い

て
は

我
が
国

の
幅

広
い

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
安

定
供

給
確

保
に

繋
が

っ
て

い
く

こ
と

も
期

待
さ

れ
る

。
 

 

②
我

が
国

産
業

基
盤

の
維

持
強

化
、
日

本
経

済
の

持
続

的
成

長
へ

の
貢

献
 

我
が

国
の

原
子

力
関

連
産

業
が

海
外

で
活

躍
し

、
国

際
的

な
実

績
と

信
頼

を
積

み
重

ね
て

い
く

こ
と

は
、

技
術

力
と

産
業

力
を

一
層

高
め

、
優

秀
な
人

材
を

国
内

に
保

持
し

、
原

子
力

施
設

の
安

全
性

の
確

保
や

将
来

の
国

内
の

リ
プ

レ
ー

ス
需

要
に
対

応
す

る
た

め
に

不
可

欠
で

あ
る

。
原

子
力

産
業

の
基

盤
が

維
持

強
化

さ
れ

る
こ

と
は

、
我

が
国
の

原
子

力
政

策
を

今
後

と
も

自
立

的
に

進
め

て
い

く
上

で
も

重
要

で
あ

る
。

 

ま
た

、
極

め
て

高
い
信

頼
性

等
が

要
求

さ
れ

る
原

子
力

関
連

技
術

は
、
他

の
産

業
分

野
へ

適
用
・

応
用

さ
れ

る
事

例
も

多
く

、
我

が
国

の
も

の
づ

く
り

力
全

体
へ

の
貢

献
が

期
待

さ
れ

る
。

 

他
分

野
へ

の
波

及
も

含
め

、
世

界
的

か
つ

構
造

的
な

需
要

拡
大

が
見

込
ま

れ
る

中
で

、
原

子
力

関
連

産
業

は
、

高
付

加
価

値
型

の
輸

出
産

業
と

し
て
、

日
本

経
済

の
持

続
的

成
長

、
良

質
な

雇
用

の
創

出
に

大
き

く
貢

献
す

る
こ

と
も

期
待

さ
れ

る
。

 

 ③
原

子
力

政
策

に
対

す
る
国

民
と

の
相

互
理

解
 

地
理

的
に

近
い

ア
ジ

ア
諸

国
を

始
め

、
世

界
の

原
子

力
発

電
所

の
建

設
や

運
転

が
安

全
か

つ
安

定
的

に
進

み
、

原
子

力
の

平
和

的
利

用
が

拡
大

す
る
こ

と
に

貢
献

す
る

こ
と

は
、

我
が

国
が

原
子

力
発

電
で

培
っ

て
き

た
技

術
や

経
験

を
国

際
共

有
財
と

し
て

活
用

す
る

こ
と

を
意

味
す

る
。

こ
の

取
組

は
、

世
界

的
な

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

安
定

供
給

、
地
球

温
暖

化
対

策
、

我
が

国
の

経
済

成
長

へ
の

貢
献

と
も

相
ま

っ
て

、
我

が
国

の
原

子
力

政
策

に
対
す

る
国

民
と

の
相

互
理

解
の

増
進

に
も

つ
な

が
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
 

  （
３

）
我

が
国

の
産

業
力

を
活

か
し

た
互
恵

的
な

国
際

協
力

の
重

要
性
 

 現
在

、
多

く
の

国
が

我
が

国
に

最
も

期
待

し
て

い
る

も
の

は
、

原
子

力
発

電
所

を
着

実
に

建
設

し
安

全

に
運

転
し

て
き

た
実

績
に

裏
打

ち
さ

れ
た

、
優

れ
た
技

術
と

経
験

で
あ

る
。

そ
の

多
く

は
我

が
国

の
産

業

界
に

蓄
積

さ
れ

て
い

る
。

我
が

国
産

業
が

国
際

展
開
を

進
め

、
安

全
性

、
信

頼
性

の
高

い
原

子
力

発
電

所

の
建

設
や

そ
の

後
の

運
転

・
保

守
等

に
具

体
的

に
参
画

し
て

い
く

こ
と

こ
そ

、
相

手
国

の
ニ

ー
ズ

に
合

っ

た
、

日
本

の
強

み
を

活
か

し
た

貢
献

、
協

力
に

ほ
か
な

ら
な

い
。

逆
に

、
我

が
国

に
と

っ
て

、
我

が
国

の

産
業

基
盤

を
維

持
す

る
た

め
に

も
、

で
き

る
だ

け
産
業

力
を

活
か

す
形

で
国

際
協

力
を

積
極

的
に

進
め

て

い
く

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
 

 

国
際

協
力

は
、

相
手

国
と

の
間

で
互

恵
的

な
関

係
を

構
築

で
き

る
こ

と
が

理
想

的
で

あ
る

。
我

が
国

原

子
力

産
業

の
国

際
展

開
と

国
際

協
力

を
表

裏
一

体
の
も

の
と

し
て

捉
え

、
我

が
国

産
業

が
相

手
国

の
ニ

ー

ズ
に

適
確

か
つ

幅
広

く
対

応
で
き

る
よ

う
環

境
を

整
備

し
て

い
く

べ
き

で
あ

る
。

 

  （
４

）
我

が
国

の
強

み
・

弱
み
を

踏
ま

え
た

戦
略

的
対

応
の

必
要

性
 

 我
が

国
は

、
世

界
的

に
原

子
力

に
対

し
逆

風
が

吹
い

て
い

た
時

代
に

も
、

一
貫

し
て

原
子

力
開

発
を

進

め
て

き
た

。
そ

の
過

程
で

培
わ

れ
た

設
計

か
ら

資
機
材

の
製

造
、

据
え

付
け

等
を

含
む

総
合

的
な

プ
ラ

ン

－85－
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 ト
製

造
・

建
設

能
力

及
び

運
転

管
理

能
力

に
大

き
な
強

み
が

あ
る

。
し

か
し

、
今

後
、

世
界

的
に

原
子

力

開
発

が
進

め
ら

れ
る

中
で

、
そ

う
し

た
我

が
国

の
優
位

性
は

、
い

ず
れ

は
キ

ャ
ッ

チ
ア

ッ
プ

さ
れ

る
可

能

性
が
高
い
。
 

 世
界

的
に

拡
大

す
る

新
規

建
設

需
要

に
対

応
す

る
た

め
、

多
く

の
国

で
原

子
力

関
連

素
材

・
部

材
の

生

産
能

力
増

強
に

向
け

た
動

き
が

見
ら

れ
る

。
例

え
ば
、

現
時

点
で

は
我

が
国

に
比

較
優

位
が

あ
る

と
さ

れ

る
大

型
鍛

造
品

の
分

野
で

は
、

フ
ラ

ン
ス

の
み

な
ら
ず

、
イ

ギ
リ

ス
、

韓
国

、
中

国
、

イ
ン

ド
等

で
も

、

各
企
業
が
大
規
模
な
設
備
投

資
を

計
画

し
て

い
る

。
 

 我
が
国
の
原
子
力
関
連
産

業
が

、
将

来
に

わ
た

っ
て

国
際

的
な

競
争

力
を

維
持

強
化

し
て

い
く

こ
と

は
、

我
が

国
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
安

全
保

障
の

観
点

か
ら

も
重
要

で
あ

る
。

２
０

１
０

年
代

後
半

か
ら

運
転

が
始

ま

る
米

国
の

い
わ

ゆ
る

フ
ァ

ー
ス

ト
ウ

ェ
ー

ブ
（

新
規
建

設
第

一
波

）
を

始
め

、
２

０
２

０
年

前
後

に
運

転

開
始

が
計

画
さ

れ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
ど

れ
だ

け
参
画

、
貢

献
で

き
る

か
が

、
我

が
国

の
比

較
優

位
維

持

の
分

水
嶺

と
な

る
可

能
性

が
あ

る
。

リ
ー

ド
タ

イ
ム
等

を
勘

案
す

れ
ば

、
そ

の
成

否
を

左
右

す
る

の
は

こ

の
数
年
で
あ
る
。
 

 そ
の

際
、

原
子

力
開

発
は

そ
れ

ぞ
れ

の
国

の
国

家
的

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
し

て
実

施
さ

れ
て

い
る

こ
と

か

ら
、

相
手

国
政

府
と

幅
広

い
視

野
に

立
っ

て
協

力
関
係

を
築

く
こ

と
も

重
要

で
あ

る
。

ま
た

、
高

度
技

術

の
集

約
し

た
産

業
で

あ
り

、
我

が
国

単
独

で
は

カ
バ
ー

で
き

な
い

分
野

も
存

在
す

る
こ

と
か

ら
、

国
際

連

携
を
進
め
て
い
く
こ
と
も
重

要
で

あ
る

。
 

 こ
う

し
た

状
況

を
十

分
踏

ま
え

、
好

機
を

逸
し

な
い

よ
う

ス
ピ

ー
ド

感
を

意
識

し
な

が
ら

、
各

国
と

の

互
恵
的
関
係
構
築
や
国
内
体

制
構

築
等

に
戦

略
的

に
取

り
組

ん
で

い
く

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
 

 

1
0
 

 ４
．

我
が

国
の

国
際

面
で

の
主

要
課

題
と

基
本

戦
略

 

  

「
世

界
最

先
端

の
原

子
力

先
進

国
と

し
て

の
実

力
を

維
持

し
、

我
が

国
原

子
力

政
策

の
安

定
性

と
自

立

性
を

確
保

し
な

が
ら

、
各

国
か

ら
の

期
待
に

積
極

的
に

応
え

、
グ

ロ
ー

バ
ル

な
課

題
の

解
決

に
貢

献
す

る
」

と
い

う
観

点
か

ら
、

我
が

国
の

主
要

課
題

と
、

そ
の
克

服
の

た
め

に
取

る
べ

き
基

本
戦

略
に

つ
い

て
、

次

の
よ

う
に

整
理

す
る

。
 

 課
題

１
．

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
の

確
立

 

 ○
我

が
国

は
、

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
製

造
や

プ
ラ

ン
ト
建

設
な

ど
、

い
わ

ゆ
る

「
も

の
づ

く
り

」
に

つ
い

て

は
、

国
内

の
原

子
力

発
電

所
の

着
実

な
建

設
実

績
に

裏
打

ち
さ

れ
た

高
い

技
術

を
有

す
る

。
核

燃
料

サ

イ
ク

ル
に

つ
い

て
も

、
世

界
的

な
期

待
に

応
え

る
た

め
に

一
層

の
努

力
を

重
ね

、
更

な
る

能
力

を
備

え

る
こ

と
が

望
ま

れ
る

。
 

 ○
将

来
的

な
ウ

ラ
ン

燃
料

需
給

逼
迫

の
懸

念
も

あ
る
中

で
、

新
規

導
入

国
等

は
ウ

ラ
ン

燃
料

の
安

定
調

達

を
重

視
し

て
い

る
。

燃
料

関
連

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
可

能
性

は
、

原
子

炉
の

競
争

力
に

も
影

響
を

与
え

る

方
向

に
あ

る
。

 

 ○
濃

縮
や

再
処

理
技

術
の

拡
散

を
防

ぐ
観

点
か

ら
燃
料

供
給

保
証

等
の

議
論

も
高

ま
っ

て
い

る
。

核
燃

料

サ
イ

ク
ル

関
連

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
は

、
世

界
的

な
原

子
力

の
平

和
的

利
用

の
拡

大
を

実
現

す
る

上
で

の

重
要

な
課

題
で

あ
る

。
 

 ○
我

が
国

は
、

徹
底

し
た

原
子

力
平

和
利

用
の

実
績
を

積
み

重
ね

な
が

ら
、

自
主

開
発

の
ウ

ラ
ン

濃
縮

技

術
を

保
有

し
、

商
業

規
模

で
ウ

ラ
ン

濃
縮

事
業

を
実

施
し

て
い

る
国

と
し

て
、

世
界

の
ウ

ラ
ン

燃
料

供

給
量

の
拡

大
や

、
核

燃
料

供
給

保
証

の
議

論
へ

具
体

的
に

貢
献

す
る

な
ど

、
国

際
的

な
役

割
を

果
た

す

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
 

  ＜
戦

略
１

＞
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

産
業

基
盤

強
化

と
国

際
連

携
 

 （
１

）
国

内
の

核
燃

料
サ

イ
ク
ル

産
業

の
基

盤
強

化
 

 

日
本

原
燃

は
、

六
ヶ

所
濃

縮
工

場
の

当
面

の
設

備
容

量
目

標
１

，
５

０
０

ｔ
Ｓ

Ｗ
Ｕ

／
年

の
達

成
に

向

け
て

、
新

型
遠

心
分

離
機

の
早

期
導

入
を

目
指

す
こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
更

な
る

設
備

容
量

増
量

に
つ

い

て
は

、
経

済
性

の
考

慮
と

合
わ

せ
、

濃
縮

役
務

の
国
際

展
開

や
海

外
事

業
者

と
の

連
携

も
視

野
に

入
れ

て

検
討

し
て

い
く

べ
き

で
あ

る
。

国
内

で
の

濃
縮

事
業
規

模
の

増
強

等
に

合
わ

せ
て

、
国

内
再

転
換

設
備

容

量
の

増
大

も
検

討
が

必
要

で
あ
る

。
 

 再
処

理
に

つ
い

て
は

、
日

本
原

燃
六

ヶ
所

再
処

理
工

場
の

早
期

竣
工

を
目

指
す

と
と

も
に

、
い

わ
ゆ

る

第
二

再
処

理
の

検
討

を
、
官

民
の

関
係

者
の

協
力

に
よ

り
速

や
か

に
進

め
る

べ
き

で
あ

る
。
そ

の
際

に
は

、

世
界

各
国

の
動

向
を

十
分

に
分

析
評

価
し

つ
つ

、
機
微

技
術

の
管

理
な

ど
に

関
す

る
国

際
的

な
議

論
も

踏

ま
え

る
必

要
が

あ
る

。
 

－86－



1
1
 

 

 こ
う

し
た

検
討

と
並

行
し

て
、

高
速

増
殖

炉
の

開
発

と
も

併
せ

て
、

国
、

研
究

開
発

機
関

、
民

間
事

業

者
の
協
力
の
下
、
サ
イ
ク
ル

関
連

技
術

の
研

究
開

発
を

着
実

に
進

め
て

い
く

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
 

  （
２
）
ウ
ラ
ン
資
源
国
、
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

推
進

国
と

の
国

際
連

携
 

 

ウ
ラ

ン
資

源
や

ウ
ラ

ン
濃

縮
技

術
を

保
有

す
る

国
と

の
互

恵
的

協
力

関
係

の
構

築
に

よ
り

、
グ

ロ
ー

バ

ル
な

燃
料

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

の
強

化
を

目
指

す
べ
き

で
あ

る
。

そ
の

際
、

相
手

国
の

ニ
ー

ズ
等

を
踏

ま

え
、

我
が

国
が

有
す

る
も

の
づ

く
り

力
を

活
用

し
て
い

く
視

点
も

重
要

で
あ

る
。

国
際

動
向

も
踏

ま
え

、

対
応
に
は
ス
ピ
ー
ド
が
求
め

ら
れ

る
。

 

 再
処

理
に

つ
い

て
は

、
国

内
の

基
盤

強
化

と
合

わ
せ

て
、

国
際

的
議

論
に

も
積

極
的

に
参

加
し

て
い

く

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
 

  （
３
）
ウ
ラ
ン
燃
料
関
連
事

業
へ

の
積

極
的

資
本

参
加

等
の

推
進
 

 

ウ
ラ
ン
資
源
に
つ
い
て

は
、
中

堅
鉱

山
会

社
の

ウ
ラ

ン
生

産
拡

大
に

向
け

た
動

き
、
Ｍ

＆
Ａ

の
活

発
化

と
い
っ
た
産
業
再
編
の
動

き
が
見
ら

れ
る

。
ウ

ラ
ン

濃
縮

に
つ

い
て

も
、
近

年
、
国

境
を

越
え

た
事

業
展

開
や
資
本
構
成
の
変
化
な

ど
の
国
際

的
な

動
き

が
見

ら
れ

る
。

 

 こ
う
し
た
国
際
的
な
動

き
に
機
動

的
に

対
応

す
る

た
め

、
国

は
、
従

来
の

探
鉱

開
発

支
援

に
加

え
、
事

業
会
社
自
体
へ
の
資
本
参

加
も
視
野

に
、
国

際
協

力
銀

行
（

Ｊ
Ｂ

Ｉ
Ｃ

）
や

石
油

天
然

ガ
ス
・
金

属
鉱

物

資
源
機
構
（
Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ

Ｅ
Ｃ
）
の

出
資

機
能

、
金

融
・
リ

ス
ク

テ
イ

ク
機

能
の

更
な

る
拡

充
や

日
本

貿
易

保
険
（
Ｎ

Ｅ
Ｘ
Ｉ
）
の
活

用
に
よ
り

、
電

気
事

業
者

や
メ

ー
カ

ー
の

ウ
ラ

ン
燃

料
確

保
に

向
け

た
取

組
を

積
極
的
に
支
援
す
べ
き
で

あ
る
。
 

 我
が
国
と
し
て
、
ウ

ラ
ン
燃

料
の

需
給

逼
迫

懸
念

へ
の

対
応

に
加

え
、
核

燃
料

供
給

保
証

等
の

国
際

的

議
論
に
貢
献
す
る
た
め
に

も
、
ウ

ラ
ン

燃
料

関
連

事
業

へ
の

参
画

を
検

討
す

る
こ

と
が

有
益

で
あ

る
。
こ

の
中
で
、
ウ
ラ
ン
燃
料

の
備
蓄

の
必

要
性

や
在

り
方

に
つ

い
て

も
検

討
を

行
う

べ
き

で
あ

る
。
国

際
貢

献

や
エ

ネ
ル

ギ
ー

安
全

保
障

と
い

う
観

点
か

ら
は

政
府

の
政

策
と

し
て

の
位

置
付

け
が

適
当

で
あ

る
一

方

で
、
我
が
国
の
原
子
力
関
連

事
業

の
主

た
る

担
い

手
は

民
間

事
業

者
で

あ
る

こ
と

も
踏

ま
え

、
国

と
民

間

の
適
切
な
役
割
分
担
の

在
り
方
を

整
理

し
て

い
く

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
 

   

1
2
 

 課
題

２
．

産
業

体
制

の
在

り
方

 

 ○
我

が
国

の
原

子
力

関
連

産
業

の
体

制
は

、
従

来
、
国

内
市

場
に

お
け

る
電

気
事

業
者

の
調

達
を

中
心

に

構
築

さ
れ

て
き

た
も

の
で

あ
る

。
メ

ー
カ

ー
自

ら
の

国
際

展
開

に
は

未
だ

課
題

も
多

い
。

 

 ○
新

規
導

入
国

等
か

ら
要

請
さ

れ
る

燃
料

供
給

、
運
転

・
管

理
等

幅
広

い
ニ

ー
ズ

に
対

し
て

は
、

電
気

事

業
者

に
ノ

ウ
ハ

ウ
が

蓄
積

さ
れ

て
い

る
も

の
も

多
く

、
メ

ー
カ

ー
単

体
で

は
応

え
き

れ
な

い
。

 

 ○
新

規
導

入
国

や
開

発
途

上
国

等
と

の
関

係
で

は
、
個

々
の

企
業

だ
け

で
な

く
政

府
ベ

ー
ス

で
幅

広
い

協

力
を

求
め

ら
れ

る
ケ

ー
ス

も
多

い
。

 

 ○
世

界
的

に
は

、
政

府
と

産
業

の
一

体
性

が
強

く
、
フ

ロ
ン

ト
エ

ン
ド

か
ら

原
子

炉
建

設
、

バ
ッ

ク
エ

ン

ド
ま

で
一

貫
し

た
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
を

有
し

、
電

気
事

業
者

も
含

め
国

を
挙

げ
た

体
制

が
構

築
さ

れ

て
い

る
国

も
あ

る
。

 

  ＜
戦

略
２

＞
電

力
・

メ
ー

カ
ー

連
携

、
官

民
連

携
の

促
進

 

 （
１

）
電

力
と

メ
ー

カ
ー

の
相
互

補
完

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
組

成
、

支
援
 

 

エ
ネ

ル
ギ

ー
安

全
保

障
の

観
点

か
ら

、
電

気
事

業
者

の
燃

料
調

達
安

定
化

と
メ

ー
カ

ー
の

供
給

力
向

上

の
同

時
達

成
が

重
要

で
あ

る
。

電
気

事
業

者
、

メ
ー
カ

ー
、

政
府

の
連

携
を

強
化

し
、

日
本

全
体

と
し

て

の
総

合
力

を
発

揮
で

き
る

よ
う

に
し

て
い

く
こ

と
が
、

我
が

国
原

子
力

産
業

政
策

の
本

質
的

な
課

題
で

あ

る
。

 

 こ
の

た
め

、
国

は
、

ウ
ラ

ン
資

源
関

連
事

業
や

新
規

導
入

国
支

援
な

ど
電

気
事

業
者

と
メ

ー
カ

ー
が

連

携
し

共
同

参
画

で
き

る
よ

う
な

相
互

補
完

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の

組
成

を
後

押
し

し
、

政
府

間
枠

組
み

の
構

築

や
政

策
金

融
の

積
極

的
活

用
等
に

よ
り

支
援

し
て

い
く

べ
き

で
あ

る
。

 

 （
２

）
電

力
の

国
際

展
開
 

 原
子

力
発

電
の

新
規

導
入

国
等

に
お

け
る

安
全

確
保

な
ど

を
実

現
し

て
い

く
た

め
、

建
設

や
運

転
、

保

守
等

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

有
す

る
電

気
事

業
者

に
も

、
国
際

的
な

対
応

が
期

待
さ

れ
る

。
こ

う
し

た
対

応
は

、

我
が

国
メ

ー
カ

ー
の

国
際

展
開

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
こ
と

に
も

つ
な

が
る

。
国

は
、

電
気

事
業

者
が

そ
う

し

た
リ

ス
ク

を
取

れ
る

よ
う

積
極
的

に
支

援
し

て
い

く
べ

き
で

あ
る

。
 

 国
内

建
設

は
当

面
は

低
調

に
推

移
す

る
と

見
込

ま
れ

る
。

技
術

力
と

人
材

を
維

持
・

強
化

す
る

た
め

に

国
際

展
開

が
重

要
な

こ
と

は
、

メ
ー

カ
ー

の
み

な
ら
ず

電
気

事
業

者
に

も
当

て
は

ま
る

。
電

気
事

業
者

が

海
外

で
原

子
力

発
電

所
の

建
設

経
験

を
蓄

積
で

き
れ
ば

、
２

０
３

０
年

頃
か

ら
本

格
化

す
る

と
見

込
ま

れ

る
国

内
リ

プ
レ

ー
ス

を
進

め
る

上
で

も
有

意
義

で
あ
る

。
こ

の
点

に
関

連
し

、
フ

ラ
ン

ス
の

電
力

大
手

Ｅ

Ｄ
Ｆ

が
、

将
来

的
な

フ
ラ

ン
ス

国
内

で
の

円
滑

な
建
設

等
に

繋
げ

る
観

点
か

ら
国

外
で

の
Ｅ

Ｐ
Ｒ

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
に

積
極

的
に

参
加

し
、

ア
レ

バ
社

の
国

際
展
開

に
も

実
質

的
に

貢
献

し
て

い
る

こ
と

は
一

つ
の

参

考
に

な
る

。
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1
3
 

 

 新
規

導
入

国
に

と
っ

て
、

発
電

所
の

建
設

や
運

転
以

前
の

段
階

で
の

協
力

と
し

て
、

制
度

整
備

か
ら

導

入
可

能
性

調
査

の
実

施
、

計
画

の
策

定
等

に
至

る
ま
で

、
原

子
力

発
電

の
導

入
に

必
要

な
プ

ロ
セ

ス
を

総

合
的

に
サ

ポ
ー

ト
す

る
原

子
力

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ
サ

ー
ビ

ス
が

重
要

で
あ

る
。

我
が

国
の

電
気

事
業

者

に
、

新
規

導
入

国
へ

の
具

体
的

な
協

力
を

通
じ

て
経
験

や
ノ

ウ
ハ

ウ
等

が
蓄

積
さ

れ
、

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン

グ
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る

産
業

体
制

が
構

築
さ

れ
て

い
く

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
 

 （
３
）
国
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
と

国
内

関
係

者
の

連
携

促
進
 

 国
際

動
向

に
積

極
的

に
対

応
す

る
上

で
は

、
国

内
政

策
に

も
増

し
て

、
国

が
前

面
に

立
っ

て
リ

ー
ダ

ー

シ
ッ

プ
を

発
揮

す
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
政

府
内
の

関
係

府
省

が
連

携
し

て
国

家
戦

略
を

共
有

し
、

国

の
研
究
開
発
機
関
等
も
含
め

、
一

体
性

を
持

っ
て

主
導

的
に

進
め

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
 

 既
に

多
く

の
新

規
導

入
国

等
か

ら
、

基
盤

整
備

支
援

等
の

幅
広

い
協

力
要

請
が

寄
せ

ら
れ

て
い

る
。

こ

れ
へ

の
対

応
が

、
国

内
連

携
の

一
つ

の
試

金
石

で
あ
る

。
相

手
国

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

、
関

係
機

関
が

連

携
し
、
効
果
的
か
つ
効
率
的

に
支
援
を

行
え

る
体

制
整

備
が

不
可

欠
で

あ
る

。
官

民
協

議
会

を
立

ち
上

げ
、

関
係

各
機

関
の

取
組

方
針

、
取

組
状

況
等

に
関

す
る
情

報
交

換
、

意
見

交
換

と
基

本
戦

略
の

共
有

を
促

進

す
べ
き
で
あ
る
。
 

 基
盤

整
備

支
援

事
業

の
実

施
主

体
と

し
て

は
、

中
核

と
な

る
支

援
機

関
を

創
設

し
、

基
盤

整
備

支
援

等

に
関

す
る

ノ
ウ

ハ
ウ

の
蓄

積
を

図
る

と
と

も
に

、
国
内

関
係

諸
機

関
の

結
節

点
と

な
っ

て
相

互
連

携
を

促

進
す
べ
き
で
あ
る
。
 

 

ア
ジ

ア
地

域
を

中
心

と
す

る
原

子
力

人
材

の
育

成
に

当
た

っ
て

は
、

原
子

力
先

進
国

と
し

て
、

我
が

国

が
果

た
す

べ
き

役
割

は
大

き
い

。
各

大
学

や
研

究
機
関

毎
の

協
力

に
と

ど
ま

ら
ず

、
産

業
界

も
含

め
日

本

の
リ

ソ
ー

ス
を

総
合

的
に

活
用

し
、

我
が

国
が

ア
ジ
ア

の
原

子
力

人
材

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
結

節
点

と
な

る

こ
と
を
目
指
す
べ
き
で
あ
る

。
 

 現
在

、
我

が
国

の
原

子
力

開
発

を
初

期
か

ら
支

え
て

き
た

人
材

の
多

く
が

い
わ

ゆ
る

シ
ニ

ア
人

材
と

し

て
活

躍
す

る
段

階
を

迎
え

て
い

る
。

新
規

導
入

国
に
と

っ
て

貴
重

な
経

験
を

持
つ

シ
ニ

ア
人

材
を

積
極

的

に
活

用
す

る
具

体
的

な
仕

組
み

を
、

産
学

官
が

協
働
し

て
構

築
し

て
い

く
べ

き
で

あ
る

。
国

際
的

な
人

材

育
成

を
行

っ
て

い
く

上
で

は
、

Ｉ
Ａ

Ｅ
Ａ

と
の

連
携
の

仕
組

み
を

検
討

し
、

世
界

的
に

通
用

す
る

人
材

育

成
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
を
提
供
し

て
い

く
こ

と
も

重
要

な
視

点
で

あ
る

。
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 課
題

３
．

核
不

拡
散

等
へ

の
対

応
と

相
手

国
と

の
関

係
強

化
 

 ○
原

子
力

発
電

導
入

国
が

拡
大

す
る

可
能

性
も

高
ま
る

中
、

原
子

力
平

和
利

用
の

促
進

と
核

不
拡

散
等

と

の
両

立
に

つ
い

て
改

め
て

国
際

的
関

心
が

高
ま

っ
て

お
り

、
我

が
国

は
こ

れ
に

積
極

的
に

貢
献

し
て

い

く
方

針
で

あ
る

。
 

 ○
ア

ジ
ア

を
中

心
に

、
中

東
等

を
含

め
多

く
の

新
規
導

入
国

が
、

実
績

の
あ

る
我

が
国

や
主

要
原

子
力

利

用
国

の
協

力
に

期
待

し
て

い
る

。
我

が
国

産
業

が
世

界
的

に
も

優
位

性
を

持
つ

現
在

の
状

況
は

、
協

力

を
レ

バ
レ

ッ
ジ

と
し

て
、

相
手

国
に

核
不

拡
散

や
原

子
力

安
全

等
を

担
保

さ
せ

る
た

め
の

好
機

で
も

あ

る
。

フ
ラ

ン
ス

等
は

積
極

的
に

協
力

を
進

め
て

い
る

。
 

 ○
多

く
の

資
源

国
も

原
子

力
発

電
の

導
入

に
関

心
を
示

す
中

で
、

原
子

力
分

野
で

の
協

力
は

資
源

エ
ネ

ル

ギ
ー

外
交

を
進

め
る

上
で

も
有

効
と

な
る

場
合

が
あ

る
。

 

 ○
今

後
、

新
規

導
入

国
等

に
も

産
業

力
を

活
か

し
て
本

格
的

に
協

力
し

て
い

く
た

め
に

は
、

必
要

に
応

じ

て
相

手
国

の
３

Ｓ
に

関
す

る
基

盤
整

備
を

支
援

し
つ

つ
、

二
国

間
原

子
力

協
定

の
締

結
を

可
能

と
す

る

こ
と

が
必

要
と

な
る

。
 

  ＜
戦

略
３

＞
積

極
的

な
原

子
力

外
交

の
推

進
 

 （
１

）
主

要
原

子
力

利
用

国
と
の

連
携
 

 

我
が

国
原

子
力

関
連

産
業

は
、

産
業

レ
ベ

ル
で

、
米

国
や

フ
ラ

ン
ス

と
の

連
携

を
進

め
て

い
る

こ
と

に

加
え

、
最

近
で

は
ロ

シ
ア

等
と

の
協

力
も

進
め

て
い
る

。
国

際
的

な
パ

ー
ト

ナ
ー

の
存

在
は

、
国

際
展

開

を
進

め
る

際
の

様
々

な
リ

ス
ク
を

回
避

し
て

い
く

上
で

有
益

で
あ

る
。

 

 国
に

お
い

て
も

、
産

業
界

の
国

際
的

な
連

携
も

踏
ま

え
、

核
不

拡
散

等
の

３
Ｓ

を
確

保
し

つ
つ

、
国

際

社
会

の
理

解
を

得
な

が
ら

、
我

が
国

産
業

が
本

格
的
な

協
力

を
進

め
ら

れ
る

よ
う

、
主

要
原

子
力

利
用

国

や
Ｉ

Ａ
Ｅ

Ａ
等

の
国

際
機

関
と
の

間
で

連
携

を
図

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

 

  （
２

）
核

燃
料

供
給

保
証

等
の
国

際
的

議
論

へ
の

積
極

的
貢

献
 

 

原
子

力
平

和
利

用
の

促
進

と
核

不
拡

散
の

両
立

の
観

点
か

ら
、

核
燃

料
国

際
管

理
構

想
等

の
議

論
が

活

発
化

し
て

い
る

。
各

国
等

が
行

っ
た

提
案

の
う

ち
、
い

く
つ

か
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
実

際
に

具
体

的
に

進

み
つ

つ
あ

る
こ

と
は

、
先

に
紹
介

し
た

と
お

り
で

あ
る

。
 

 

我
が

国
と

し
て

も
、

引
き

続
き

国
際

的
な

議
論

に
積

極
的

に
参

画
す

る
と

と
も

に
、

具
体

的
か

つ
実

質

的
な

貢
献

の
在

り
方

も
検

討
し

て
い

く
こ

と
が

重
要
で

あ
る

。
国

と
民

間
事

業
者

が
、

互
い

の
役

割
分

担

を
整

理
し

つ
つ

協
力

し
、

国
内

外
へ

の
ウ

ラ
ン

燃
料
の

安
定

供
給

の
た

め
の

仕
組

み
に

つ
い

て
具

体
的

な

検
討

を
進

め
て

い
く

べ
き

で
あ
る

。
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ま
た

、
我

が
国

は
、

Ｉ
Ａ

Ｅ
Ａ

発
足

当
初

か
ら

Ｉ
Ａ

Ｅ
Ａ

と
共

に
先

端
的

か
つ

厳
格

な
保

障
措

置
を

実

施
し

、
原

子
力

平
和

利
用

の
モ

デ
ル

国
と

し
て

、
保
障

措
置

の
発

展
に

大
き

く
貢

献
し

て
き

た
。

我
が

国

は
引

き
続

き
厳

格
な

保
障

措
置

を
実

施
し

つ
つ

、
国
際

社
会

に
対

し
て

積
極

的
に

原
子

力
平

和
利

用
の

経

験
を
共
有
し
、
国
際
的
役
割

を
果

た
し

て
い

く
べ

き
で

あ
る

。
 

  （
３
）
機
動
的
な
原
子
力
協

定
締

結
等

に
向

け
た

基
盤

整
備

支
援

等
の

強
化
 

 

我
が

国
は

こ
れ

ま
で

、
世

界
的

な
３

Ｓ
の

担
保

を
確

実
に

す
べ

く
、

追
加

議
定

書
等

の
関

連
国

際
条

約

の
締

結
等

を
重

視
し

て
き

て
い

る
。

我
が

国
が

相
手
国

の
期

待
に

応
え

、
産

業
の

国
際

展
開

も
含

め
て

機

動
的

に
原

子
力

協
力

を
進

め
て

い
く

上
で

は
、

二
国
間

原
子

力
協

定
の

締
結

が
必

要
と

な
る

場
合

が
増

大

す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。

 

 こ
の

た
め

、
相

手
国

の
人

材
育

成
や

法
整

備
等

の
基

盤
整

備
に

積
極

的
に

協
力

す
る

な
ど

、
機

動
的

な

二
国

間
原

子
力

協
定

の
締

結
を

可
能

と
す

る
環

境
整
備

を
強

化
す

る
と

と
も

に
、

関
連

す
る

我
が

国
の

体

制
を
強
化
す
る
こ
と
が
重
要

で
あ

る
。

 

 輸
出

管
理

に
つ

い
て

も
、

相
手

国
の

基
盤

整
備

支
援

に
加

え
、

厳
格

性
を

大
前

提
に

機
動

性
を

持
っ

て

円
滑
に
対
応
で
き
る
よ
う
、

関
連

す
る

我
が

国
の

体
制

強
化

等
を

進
め

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

 

  （
４
）
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
外

交
と

し
て

の
原

子
力

協
力

の
推

進
 

 

ウ
ラ
ン
資
源
国
の
み
な

ら
ず
、
中

東
等

の
産

油
国

も
含

め
、
複

数
の

資
源

国
が

原
子

力
発

電
の

導
入

や

拡
大
を
計
画
中
で
あ
る

。
 

 

原
子
力
協
力
は
、
よ
り

広
い
視

点
で

の
資

源
エ

ネ
ル

ギ
ー

外
交

を
始

め
と

す
る

相
手

国
と

の
関

係
全

体

を
見
据
え
て
、
相
手
国

の
状
況
や

ニ
ー

ズ
を

踏
ま

え
積

極
的

に
進

め
て

い
く

べ
き

で
あ

る
。
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 課
題

４
．

ビ
ジ

ネ
ス

リ
ス

ク
へ

の
対

応
 

 ○
我

が
国

原
子

炉
メ

ー
カ

ー
は

、
未

だ
海

外
で

原
子
力

発
電

プ
ラ

ン
ト

を
建

設
し

た
実

績
が

な
い

。
火

力

発
電

所
建

設
等

の
過

去
の

経
験

を
踏

ま
え

、
良

質
な

現
場

人
材

の
確

保
・

管
理

、
現

地
規

制
へ

の
対

応

等
を

適
切

に
進

め
る

必
要

が
あ

る
。

 

 ○
原

子
力

発
電

所
は

建
設

期
間

が
長

く
、

巨
額

の
初
期

投
資

が
必

要
で

あ
る

。
政

策
変

更
等

の
リ

ス
ク

の

算
定

が
困

難
な

こ
と

も
あ

り
、

民
間

の
み

で
は

十
分

な
資

金
確

保
が

難
し

い
。

 

 ○
原

子
力

損
害

賠
償

や
原

子
力
安

全
な

ど
へ

の
対

応
も

必
要

で
あ

る
。

 

  ＜
戦

略
４

＞
人

材
、

金
融

、
制

度
面

で
の

環
境

整
備
 

 （
１

）
現

場
人

材
育

成
な

ど
の
産

業
協

力
の

推
進
 

 海
外

に
お

い
て

も
「

予
算

内
、

予
定

工
期

通
り

（
o
n
 b
u
d
g
e
t
,
 o
n
 s
c
h
e
d
u
l
e
）
」

で
原

子
力

発
電

所
の

建
設

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
し

て
い

く
た

め
に

は
、
良

質
な

現
場

人
材

の
確

保
及

び
効

率
的

管
理

が
不

可

欠
で

あ
り

、
原

子
炉

メ
ー

カ
ー

は
、

自
ら

の
経

営
の
問

題
と

し
て

、
計

画
的

な
対

応
を

進
め

て
い

く
べ

き

で
あ

る
。

 

 国
と

し
て

も
、

現
場

人
材

の
育

成
が

相
手

国
の

産
業

力
強

化
や

経
済

発
展

に
も

貢
献

す
る

こ
と

も
踏

ま

え
、

相
手

国
と

も
協

調
し

、
産
業

界
の

取
組

を
支

援
し

て
い

く
べ

き
で

あ
る

。
 

  （
２

）
公

的
金

融
の

充
実

等
に
よ

る
資

金
リ

ス
ク

の
軽

減
 

 

原
子

力
発

電
所

の
建

設
に

は
長

期
か

つ
巨

額
の

資
金

が
必

要
と

な
る

上
、

民
間

の
み

で
は

十
分

な
資

金

の
確

保
は

見
込

め
な

い
こ

と
を

踏
ま

え
、

民
間

資
金
を

補
完

し
、

民
間

だ
け

で
は

対
応

で
き

な
い

リ
ス

ク

テ
イ

ク
を

行
う

た
め

、
Ｊ

Ｂ
Ｉ

Ｃ
や

Ｎ
Ｅ

Ｘ
Ｉ

等
の
公

的
金

融
の

積
極

的
な

活
用

を
図

る
こ

と
が

重
要

で

あ
る

。
そ

う
し

た
こ

と
が

可
能

と
な

る
よ

う
、

リ
ス
ク

テ
イ

ク
機

能
強

化
に

必
要

な
制

度
的

検
討

も
併

せ

て
行

う
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。
併

せ
て

、
二
国

間
・
多

国
間

の
国

際
協

力
や

国
際

枠
組

み
の

活
用

に
よ

り
、

政
策

変
更

リ
ス

ク
等

を
回

避
す
る

こ
と

も
重

要
で

あ
る

。
 

 

ま
た

、
特

に
途

上
国

市
場

に
お

け
る

資
金

面
で

の
制

約
を

緩
和

す
る

観
点

か
ら

、
輸

出
信

用
ガ

イ
ド

ラ

イ
ン

を
見

直
す

こ
と

や
、

ポ
ス

ト
京

都
の

次
期

枠
組
み

に
お

い
て

原
子

力
を

柔
軟

性
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
対

象

と
す

る
こ

と
を

追
求

す
べ

き
で
あ

る
。

 

  （
３

）
原

子
力

損
害

賠
償

制
度
に

係
る

国
際

動
向

へ
の

積
極

的
対

応
 

 

原
子

力
損

害
賠

償
制

度
に

つ
い

て
は

、
ア

ジ
ア

諸
国

の
原

子
力

事
故

に
関

す
る

賠
償

措
置

額
が

低
い

な

ど
制

度
整

備
が

不
十

分
で

あ
る

。
世

界
的

な
原

子
力
発

電
の

拡
大

の
中

で
、

原
子

力
損

害
賠

償
に

つ
い

て
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 各
国

が
十

分
な

制
度

を
整

備
す

る
よ

う
支

援
す

る
と
と

も
に

、
国

際
的

枠
組

み
の

構
築

を
検

討
し

て
い

く

こ
と

は
、

原
子

力
発

電
に

対
す

る
国

際
的

な
信

頼
性
の

向
上

の
観

点
か

ら
も

極
め

て
重

要
で

あ
る

。
原

子

力
先
進
国
た
る
我
が
国
と
し

て
、

当
該

検
討

を
リ

ー
ド

し
て

い
く

こ
と

は
重

要
で

あ
る

。
 

 事
故

発
生

国
及

び
我

が
国

が
国

際
条

約
に

加
盟

す
る

こ
と

で
、

事
業

者
責

任
及

び
裁

判
管

轄
権

が
明

確

に
な

れ
ば

、
被

害
者

に
と

っ
て

は
、

よ
り

確
実

な
賠
償

の
獲

得
が

可
能

に
な

る
。

資
機

材
の

輸
出

を
行

う

メ
ー

カ
ー

等
に

と
っ

て
、

賠
償

責
任

範
囲

の
明

確
化
や

裁
判

管
轄

権
の

明
確

化
等

に
よ

り
法

的
リ

ス
ク

を

抑
え
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る

。
 

 ア
ジ

ア
太

平
洋

地
域

で
国

際
的

枠
組

み
が

成
立

す
る

可
能

性
は

現
実

的
に

は
原

子
力

損
害

の
補

完
的

補

償
に

関
す

る
条

約
（

Ｃ
Ｓ

Ｃ
）

の
み

で
あ

る
。

米
国
は

、
Ｃ

Ｓ
Ｃ

を
批

准
し

、
他

の
国

に
も

働
き

か
け

て

い
る
。
 

 我
が

国
周

辺
国

の
原

子
力

発
電

所
に

関
す

る
事

故
に

よ
る

越
境

被
害

の
可

能
性

も
視

野
に

、
Ｃ

Ｓ
Ｃ

に

よ
る

原
子

力
損

害
賠

償
の

国
際

的
な

枠
組

み
構

築
へ
向

け
た

我
が

国
の

取
組

を
真

剣
か

つ
迅

速
に

検
討

し

て
い
く
べ
き
で
あ
る
。
 

  （
４
）
国
際
的
な
原
子
力
安

全
の

向
上

へ
の

積
極

的
貢

献
 

 

原
子

力
安

全
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

国
が

責
任

を
持

っ
て

対
応

す
る

こ
と

が
前

提
で

あ
る

が
、

長
期

・
継

続

的
な

建
設

・
運

転
経

験
を

有
し

て
い

る
国

と
し

て
、
我

が
国

の
持

つ
安

全
規

制
の

知
見

や
経

験
を

相
手

国

に
提

供
し

て
い

く
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

新
規

導
入
国

か
ら

は
、

原
子

力
安

全
に

関
す

る
協

力
に

高
い

期

待
が

寄
せ

ら
れ

て
い

る
。

我
が

国
が

安
全

審
査

・
検
査

情
報

等
を

有
す

る
原

子
炉

と
同

じ
型

の
炉

を
導

入

し
よ

う
と

す
る

国
に

と
っ

て
は

、
そ

れ
ら

の
情

報
を
共

有
す

る
こ

と
が

有
用

で
あ

り
、

我
が

国
産

業
の

国

際
展

開
、

規
格

・
基

準
の

国
際

展
開

、
Ｍ

Ｄ
Ｅ

Ｐ
な
ど

の
国

際
協

力
等

の
動

向
を

踏
ま

え
つ

つ
、

我
が

国

の
原
子
力
安
全
に
係
る
協
力

を
進

め
て

い
く

こ
と

が
望

ま
れ

る
。

 

 

近
年

、
安

全
・

安
定

運
転

に
必

要
な

規
制

経
験

や
安

全
情

報
、

最
新

の
技

術
的

知
見

の
共

有
に

向
け

た

国
際

的
な

活
動

が
活

発
化

し
て

い
る

。
我

が
国

は
、
こ

う
し

た
動

き
に

積
極

的
に

貢
献

し
つ

つ
、

海
外

の

先
進

的
優

良
事

例
を

積
極

的
に

取
り

込
み

、
我

が
国
安

全
基

盤
を

更
に

強
化

す
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。

こ
の

た
め

、
主

要
国

と
の

協
力

に
加

え
、

Ｉ
Ａ

Ｅ
Ａ
等

の
国

際
機

関
に

お
け

る
国

際
安

全
基

準
策

定
等

の

活
動

や
、

Ｍ
Ｄ

Ｅ
Ｐ

等
の

安
全

規
制

の
国

際
的

調
和
に

向
け

た
活

動
に

積
極

的
に

参
画

す
る

こ
と

が
重

要

で
あ
る
。
 

 我
が

国
と

し
て

能
動

的
・

主
導

的
に

国
際

的
な

原
子

力
安

全
に

貢
献

す
る

た
め

、
規

制
機

関
と

産
業

界

を
含

む
広

範
な

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

が
連

携
・

協
力
し

、
適

切
な

検
討

体
制

を
整

備
し

、
相

互
に

密
接

な

情
報
共
有
と
意
志
疎
通
を
図

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

 

 

国
際

的
調

和
は

、
許

認
可

コ
ス

ト
の

低
減

や
予

見
可

能
性

の
向

上
な

ど
、

我
が

国
原

子
力

産
業

の
国

際

展
開
に
も
良
い
影
響
を
与
え

る
。
産

業
界

は
具

体
的

ニ
ー

ズ
や

取
り

組
む

べ
き

課
題

を
早

期
に

明
確

化
し

、

当
事
者
と
し
て
役
割
を
果
た

す
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。
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 課
題

５
．

グ
ロ

ー
バ

ル
競

争
の

進
展

 

 ○
プ

ラ
ン

ト
製

造
・

建
設

能
力

の
強

化
に

向
け

て
、
各

国
が

積
極

的
に

研
究

開
発

、
設

備
増

強
を

進
め

て

い
る

。
我

が
国

へ
の

キ
ャ

ッ
チ

ア
ッ

プ
や

代
替

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

構
築

の
可

能
性

も
あ

る
。

 

 ○
我

が
国

原
子

力
関

連
産

業
の

強
み

を
支

え
る

素
材
・

部
材

メ
ー

カ
ー

に
つ

い
て

は
、

今
後

も
国

内
需

要

の
低

迷
が

予
想

さ
れ

る
中

、
技

術
力

や
人

材
等

の
維

持
の

た
め

、
国

際
市

場
へ

の
挑

戦
が

必
要

に
な

る
。
 

 ○
我

が
国

と
し

て
将

来
的

に
も

世
界

に
通

用
す

る
プ
ラ

ン
ト

製
造

・
建

設
能

力
を

維
持

す
る

た
め

に
は

、

現
在

開
発

中
の

次
世

代
軽

水
炉

に
国

際
競

争
力

を
持

た
せ

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

 

 ○
ウ

ラ
ン

資
源

の
有

限
性

や
使

用
済

燃
料

の
管

理
な
ど

の
諸

課
題

の
克

服
の

た
め

、
多

く
の

国
が

高
速

炉

開
発

を
強

化
し

て
い

る
。

 

  ＜
戦

略
５

＞
素

材
・

部
材

産
業

ま
で

含
め

た
技

術
力

の
強

化
 

 （
１

）
コ

ア
技

術
を

有
す

る
素
材

・
部

材
産

業
の

支
援
 

 

我
が

国
原

子
力

関
連

産
業

の
強

み
は

、
原

子
炉

メ
ー

カ
ー

の
み

な
ら

ず
、

数
多

く
の

素
材

・
部

材
メ

ー

カ
ー

に
よ

っ
て

支
え

ら
れ

て
い

る
。

国
内

建
設

需
要
の

低
迷

が
見

込
ま

れ
る

中
、

素
材

・
部

材
産

業
に

と

っ
て

も
、

海
外

市
場

拡
大

の
果

実
を

獲
得

し
な

け
れ
ば

、
技

術
や

人
材

を
維

持
で

き
な

く
な

る
お

そ
れ

が

あ
る

。
し

か
し

、
特

に
中

堅
中

小
や

原
子

力
専

業
以
外

の
メ

ー
カ

ー
に

と
っ

て
は

、
海

外
の

市
場

動
向

や

規
格

・
規

制
等

に
適

切
に

対
応
し

、
自

ら
単

独
で

国
際

展
開

を
図

る
こ

と
は

容
易

で
は

な
い

。
 

 

国
は

、
我

が
国

の
産

業
力

の
維

持
に

必
要

な
コ

ア
技

術
を

有
す

る
素

材
・

部
材

メ
ー

カ
ー

に
つ

い
て

、

原
子

炉
メ

ー
カ

ー
と

も
連

携
し

て
、

国
際

展
開

を
目
指

す
上

で
必

要
な

技
術

開
発

等
を

支
援

す
る

な
ど

、

厚
み

の
あ

る
産

業
基

盤
の

維
持
・

発
展

を
目

指
す

べ
き

で
あ

る
。

 

  （
２

）
競

争
力

あ
る

次
世

代
軽
水

炉
の

開
発
 

 

我
が

国
は

、
原

子
力

産
業

技
術

や
産

業
、

人
材

の
確

保
・

発
展

を
図

り
、

２
０

３
０

年
頃

の
国

内
リ

プ

レ
ー

ス
需

要
へ

の
対

応
や

世
界

市
場

で
通

用
す

る
規
模

と
競

争
力

を
持

っ
た

我
が

国
原

子
力

産
業

を
実

現

す
る

た
め

、
次

世
代

軽
水

炉
の

本
格

開
発

に
着

手
し
た

。
国

際
競

争
力

を
有

す
る

次
世

代
軽

水
炉

を
早

期

に
実

用
化

し
、

そ
の

国
際

展
開

を
通

じ
て

我
が

国
原
子

力
産

業
の

規
模

と
競

争
力

を
現

行
水

準
以

上
に

強

化
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。
 

 

知
的

財
産

の
適

切
な

管
理

の
下

で
国

際
展

開
を

容
易

に
す

る
開

発
体

制
の

構
築

や
国

際
展

開
シ

ナ
リ

オ

の
共

有
、

世
界

市
場

の
動

向
を

適
切

に
反

映
し

た
開
発

目
標

の
設

定
、

安
全

規
制

の
国

際
的

調
和

に
向

け

た
官

民
一

体
と

な
っ

た
取

組
を

強
化

す
べ

き
で

あ
る
。

国
家

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
し

て
次

世
代

軽
水

炉
開

発

を
行

う
意

義
を

含
め

、
進

捗
状
況

を
多

面
的

に
検

討
し

、
適

切
な

見
直

し
を

行
う

べ
き

で
あ

る
。
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  （
３
）

高
速

増
殖
炉
の
自
立

的
な

開
発

に
必

要
な

推
進

体
制

の
強

化
 

 高
速

炉
開

発
の

重
要

性
が

再
認

識
さ

れ
、

世
界

で
再

び
真

剣
に

取
り

組
ま

れ
る

よ
う

に
な

っ
て

き
て

い

る
。

我
が

国
は

、
世

界
的

に
高

速
炉

開
発

が
ス

ロ
ー
ダ

ウ
ン

し
た

時
期

に
も

着
実

に
研

究
開

発
を

継
続

し

て
き

た
結

果
、

世
界

的
に

見
て

優
位

な
立

場
に

あ
る
。

早
期

に
実

用
化

技
術

を
確

立
し

、
国

際
社

会
が

高

速
炉

利
用

を
求

め
る

時
代

に
備

え
て

お
く

こ
と

が
、
世

界
の

持
続

的
な

原
子

力
発

電
拡

大
に

貢
献

し
て

い

く
上
で
重
要
で
あ
る
。
 

 

そ
の

た
め

、
我

が
国

が
進

め
て

い
る

高
速

増
殖

炉
の

実
用

化
研

究
開

発
に

つ
い

て
は

、
将

来
の

ユ
ー

ザ

ー
で

あ
る

電
気

事
業

者
の

積
極

的
関

与
の

下
、

実
際
の

プ
ラ

ン
ト

で
の

運
転

・
保

守
管

理
を

念
頭

に
お

い

た
技

術
の

選
択

を
進

め
る

べ
き

で
あ

る
。

ま
た

、
実
用

化
技

術
の

早
期

確
立

を
図

る
た

め
国

際
協

力
を

適

切
に

進
め

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

将
来

の
エ

ネ
ル
ギ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
を

担
う

「
国

家
基

幹
技

術
」

と

し
て

の
性

格
を

踏
ま

え
、

我
が

国
の

自
立

性
を

維
持
し

つ
つ

互
恵

的
な

国
際

協
力

関
係

を
構

築
す

る
こ

と

が
重
要
で
あ
る
。
 

 ま
た

、
一

国
の

重
大

事
故

が
、

高
速

炉
技

術
に

対
す

る
国

際
社

会
の

信
頼

を
大

き
く

損
な

う
お

そ
れ

が

あ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
核

拡
散

懸
念

に
適

切
に

対
処
し

つ
つ

、
主

要
国

と
の

連
携

を
図

り
、

高
速

炉
技

術

の
安

全
性

を
確

立
し

て
い

く
た

め
の

国
際

協
力

活
動
に

お
い

て
主

導
的

役
割

を
果

た
す

こ
と

が
期

待
さ

れ

る
。
 

2
0
 

 ５
．

お
わ

り
に

 

   
世

界
の

原
子

力
回

帰
の

動
き

が
、

い
よ

い
よ

本
格
化

し
て

き
た

。
こ

の
流

れ
に

、
我

が
国

と
し

て
積

極

的
に

関
与

し
て

い
く

の
か

、
そ

れ
と

も
受

動
的

に
対
応

し
て

い
く

の
か

、
大

き
な

選
択

の
時

を
迎

え
て

い

る
。

 

  
我

が
国

の
原

子
力

政
策

は
、

既
に

５
０

余
年

の
歴
史

を
歩

ん
で

き
た

。
そ

の
初

期
段

階
に

お
い

て
は

、

米
欧

先
進

国
か

ら
技

術
導

入
を

受
け

、
国

際
社

会
か
ら

大
き

な
恩

恵
を

享
受

し
た

。
そ

の
後

の
国

産
化

と

自
主

技
術

化
の

努
力

を
経

て
、
継

続
的

な
研

究
開

発
と

発
電

所
建

設
、
運

転
の

実
績

を
積

み
重

ね
た

結
果

、

今
で

は
我

が
国

の
技

術
力

、
産

業
力

は
世

界
ト

ッ
プ
ク

ラ
ス

に
あ

る
。

今
や

そ
の

力
を

活
か

し
て

、
逆

に

国
際

社
会

に
貢

献
し

て
い

く
と
い

う
新

た
な

段
階

に
あ

る
。

 

 

勿
論

、
政

府
と

し
て

も
、

産
業

界
と

し
て

も
、

他
国

の
民

生
用

原
子

力
開

発
に

本
格

協
力

し
て

い
く

こ

と
は

、
新

た
な

経
験

で
あ

り
、

挑
戦

で
あ

る
。

挑
戦
に

は
一

定
の

リ
ス

ク
が

あ
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

そ

の
リ

ス
ク

を
と

ら
な

け
れ

ば
、
大

き
な

可
能

性
を

失
う

こ
と

は
明

ら
か

で
あ

る
。

 

  
本

小
委

員
会

で
は

、
原

子
力

分
野

で
の

国
際

協
力
を

能
動

的
、

積
極

的
に

進
め

る
こ

と
が

、
我

が
国

の

国
益

に
も

適
う

と
い

う
基

本
認
識

に
立

っ
て

、
具

体
的

な
行

動
指

針
を

整
理

し
た

。
 

 現
在

の
我

が
国

の
原

子
力

界
に

と
っ

て
、

そ
の

技
術

や
経

験
を

国
際

公
共

財
と

し
て

提
供

し
、

そ
れ

に

よ
っ

て
各

国
と

互
恵

的
な

協
力

関
係

を
構

築
し

て
い
く

こ
と

が
で

き
る

か
ど

う
か

は
、

能
力

の
問

題
で

は

な
く

、
多

く
は

意
志

と
行

動
の
問

題
で

あ
る

。
 

 

我
が

国
の

多
く

の
関

係
者

が
、

意
志

を
共

有
し

、
時

を
逃

さ
ず

具
体

的
な

行
動

を
と

り
、

目
の

前
に

拡

が
る

可
能

性
を

現
実

の
も

の
と
し

て
い

く
こ

と
を

強
く

期
待

す
る

。
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総
合

資
源
エ

ネ
ル

ギ
ー

調
査

会
 
電

気
事

業
分

科
会

 
原

子
力

部
会

 

国
際

戦
略

検
討

小
委

員
会

 
委

員
名

簿
 

 委
員
長
 

 
田
中
 
 

知
 

東
京
大

学
大

学
院

工
学

系
研

究
科

 
原

子
力

国
際

専
攻

 
教

授
 

 委
員
 

 
五
十
嵐
安
治
 

株
式

会
社
東
芝

 
執

行
役

常
務

 
電

力
シ

ス
テ

ム
社

 
社

長
 

 
市
川
 
眞
一
 

ク
レ

デ
ィ
・
ス

イ
ス

証
券

株
式

会
社

 
チ

ー
フ

・
ス

ト
ラ

テ
ジ

ス
ト

 

 
伊
藤
 
範
久
 

電
気

事
業
連
合

会
 
専

務
理

事
 

 
井
上
 
 

裕
 

三
菱
重

工
業

株
式

会
社

 
執

行
役

員
 
原

子
力

副
事

業
本

部
長

 

 
 

 
 

 
兼

 
三
菱
ニ

ュ
ー

ク
リ

ア
・
エ

ナ
ジ

ー
・
シ

ス
テ

ム
ズ

社
長
（

2
0
0
9
年

3
月

ま
で

） 

 
 

 
 

三
菱

原
子
燃

料
株

式
会

社
 
取

締
役

社
長

（
現

在
）

 

 
大
橋
 
弘
忠
 

東
京

大
学
大
学

院
工

学
系

研
究

科
 
シ

ス
テ

ム
創

成
学

専
攻

 
教

授
 

 
兒
島
伊
佐
美
 

日
本

原
燃
株
式

会
社

 
代

表
取

締
役

社
長

 

 
小
山
 
 

堅
 

財
団
法

人
日

本
エ

ネ
ル

ギ
ー

経
済

研
究

所
 
理

事
 

 
佐
賀
山
 

豊
 

独
立
行

政
法

人
日

本
原

子
力

研
究

開
発

機
構

 
理

事
長

特
別

補
佐

（
国

際
問

題
担

当
）
 

 
末
次
 
克
彦
 

ア
ジ

ア
・
太
平

洋
エ

ネ
ル

ギ
ー

フ
ォ

ー
ラ

ム
 
代

表
幹

事
 

 
内
藤
 
 

香
 

財
団
法

人
核

物
質

管
理

セ
ン

タ
ー

 
専

務
理

事
 

 
服
部
 
拓
也
 

社
団

法
人
日
本

原
子

力
産

業
協

会
 
理

事
長

 

 
羽
生
 
正
治
 

日
立

Ｇ
Ｅ
ニ
ュ

ー
ク

リ
ア

・
エ

ナ
ジ

ー
株

式
会

社
 
代

表
取

締
役

 
取

締
役

社
長

 

 
前
田
 
匡
史
 

株
式

会
社
日
本

政
策

金
融

公
庫

 
国

際
協

力
銀

行
 
資

源
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
部

長
 

 
 

 
 

（
2
0
0
9
年

3
月

ま
で

）
 

 
 

 
 

株
式

会
社
日

本
政

策
金

融
公

庫
 
国

際
協

力
銀

行
 
国

際
経

営
企

画
部

長
（

現
在

）
 

 
村
崎
 
 

勉
 

独
立
行

政
法

人
日

本
貿

易
保

険
 
営

業
第

二
部

長
 

 
山
名
 
 

元
 

京
都
大

学
原

子
炉

実
験

所
 
教

授
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

以
上

1
6
名

（
五

十
音

順
（

敬
称

略
）
）

 

   

2
2
 

 

総
合

資
源
エ

ネ
ル

ギ
ー

調
査

会
 
電

気
事

業
分

科
会

 
原

子
力

部
会

 

国
際

戦
略

検
討

小
委

員
会

 
審

議
経

過
 

  第
１

回
（

2
0
0
8
年

1
0
月

3
0
日

）
 

 
・

我
が

国
原

子
力

政
策

を
巡
る

国
際

的
な

動
向

に
つ

い
て

 

 第
２

回
（

2
0
0
8
年

1
2
月

9
日
）

 

 
・

新
規

導
入

国
・

開
発

途
上
国

へ
の

協
力

に
つ

い
て

 

 第
３

回
（

2
0
0
9
年

2
月

4
日

）
 

 
・

核
燃

料
の

安
定

供
給

確
保
、

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
の

推
進

に
つ

い
て

 

 
・

先
進

国
協

力
に

つ
い

て
 

 第
４

回
（

2
0
0
9
年

3
月

3
1
日
）

 

 
・

原
子

力
関

連
産

業
の

国
際
展

開
に

つ
い

て
 

 
・

報
告

書
骨

子
（

案
）

 

 第
５

回
（

2
0
0
9
年

4
月

1
7
日
）

 

 
・

報
告

（
案

）
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